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平成 29 年 決算審査特別委員会(個別質疑) 

 

1 開 催 期 日   平成 29年 9月 26 日（火）   午前 9時 58 分から午後 5時 26 分 

 

2 開 催 場 所      庁舎 5階本会議場 

 

3 出 席 委 員   國枝決算審査特別委員会委員長、中川決算審査特別委員会副委員長 

                   野村委員、島崎委員、谷浦委員、稲田委員、稲田委員、大迫委員、 

          木村委員、坂本委員、川崎委員、尾崎委員、鈴木委員、尾崎委員、 

          田辺委員、鶴谷委員、板垣委員、永井委員、山本委員、滝 委員 

 

4 欠 席 委 員   なし 

 

5 委員外議員   

 

6 市側出席者    

 

【総務部】 

総務部長      福 島 政 則  行政管理課長      安 田 寿 文 

税務課長      米 川 鉄 也  納税担当主査     波多野 拓 也 

 

【市民環境部】 

市民環境部長    高 橋 直 樹  市民課長       榎 本 明 嘉 

環境課長      志 村   敦  住基・マイナンバー担当主査  大 野 聡 美 

生活安全担当主査  近 藤 将 雄  環境保全担当主査   小 川 大 輔 

衛生・霊園担当主査 土 居 裕 之  廃棄物計画担当主査  米 村   恒 

廃棄物管理担当主査 木  村 洋一郎 

 

【保健福祉部】 

保健福祉部長      中 屋   直  子育て支援室長     千 葉 直 樹 

高齢者支援課長   三 上 勤 也  高齢者・障がい者相談担当参事  柄 澤 尚 江 

健康推進課長    尾 崎 英 輝  保険年金課長       渡 辺 広 樹 

子育て支援室保育課長   高 橋 陽 子  子育て支援室参事   織 田 波 香 

福祉庶務担当主査  林   睦 晃  障がい福祉担当主査  川 又 洋 火 

生活保護担当主査  新 川 吾 朗  高齢者福祉担当主査  渡 邉 篤 広  

介護認定担当主査  布 施 恵 太  給付・保険料担当主査 荒 川   亨 
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高齢者相談担当主査 浜  山 かおり  障がい相談担当主査  棚 田   香 

健康推進担当主査  松 原   勉  保健指導担当主査   野 切 径 代 

特定健診・介護予防担当主査 影 久 真 美  国保給付・年金担当主査  及 川 翔 太 

国保賦課担当主査  立 野 桃 子  医療給付担当主査   三 澤 聖 子 

後期高齢者担当主査 三 橋   聡  保育担当主査     笠 井   衛 

学童担当主査    加 藤 梨 奈  児童家庭担当主査   記 内   崇 

発達支援担当主査  濱 田 真 吾  主任保育士      橋 本 なつみ 

 

【建設部】 

建設部長      駒 形   智  建築課長       中 島 秀 男 

土木事務所長    新 田 邦 広 

 

【経済部】 

経済部長      藤 木 幹 久 

 

【会計室】 

会計室長       佐々木   伸  契約課長       川 口 弘 恭 

会計課長      広 田   律  契約担当主査   塚 崎 俊 典 

 

【監査委員事務局】 

監査委員事務局長  川 合 隆 典  監査委員事務局次長 川 口 昭 広 

 

【教育部】 

教育部次長     佐 藤 直 己 

  

【消防】 

消防長       山 﨑 克 彦  消防本部次長    田 埜 裕 司 

消防署長      山 口 洋 幸  総務課長      林   正 明 

予防課長      郷 路 忠 明  警防課長      本 田 高 広 

救急指令課長    工 藤 邦 彦  総務担当主査    菊 池 亮 多  

管理担当主査    和 知 真 人  警防担当主査    福 島 宏 幸 

 

7 事 務 局    

事務局長       仲 野 邦 廣  書記       金 田   周 

 

8 傍 聴 者  なし 
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議事の経過 

 

國枝委員長 

おはようございます。ただいまから、決算審査特別委員会を開会いたします。 

本分科会の日程は、既に各委員に配布の審査方法等協議資料のとおりであります。 

 各委員のご協力をいただき、日程どおり審査を進めてまいりたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

審査に入る前に質疑の方法について確認いたします。 

質疑は提出いただいた通告に則り行っていただきます。 

回数は 3回までとします。 

質疑の順番は挙手いただき、委員長が指名した順となります。 

通告をした全ての委員の質疑終了後に、各委員が 1 項目についてのみ質疑を行うことが

できます。但し回数は 1回とします。 

なお、総括質疑を行う場合には留保する必要がありますので、その旨を宣言されますよ

うお願いいたします。 

また、質疑は簡潔にお願いいたします。 

答弁者におかれましても、 

簡潔に答弁されますよう、お願いいたします。 

なお、傍聴の取り扱いについては、申し合わせにより、許可いたします。 

それでは、議案第 12 号 平成 28 年度北広島市各会計歳入歳出決算認定についてを議題

といたします。 

質疑される委員は、決算書のページなど、どの部分の質疑になるかを明確にしてから質

疑をお願いいたします。 

初めに、一般会計の総務費のうち、総務管理費の出張所費、情報化推進費のうち社会保

障・税番号マイナンバー制度システム等導入事業、企画費のコミュニティ施設管理費、生

活バス路線確保対策事業及び生活バス路線利用促進事業を除く交通対策費、市民生活費の

うち、市民生活経費、平和推進事業、市民法律相談事業、犯罪のない安全で安心なまちづ

くり推進事業、街路灯整備支援事業、地域コミュニティ推進事業、人権意識の普及啓発事

業、市民協働推進事業のうち地域まちづくり推進事業、エルフィンパーク運営費、広聴費、

戸籍住民基本台帳費の質疑を行います。 

滝委員。 

 

滝委員 

 それでは、2点について質問させていただきます。 

 まず初めに、決算書 181 ページ、成果に関する報告書 42ページ、交通推進事業について
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ですけれども、ここ数年の交通事故や死亡件数などの推移や傾向などについてお伺いしま

す。 

 2 点目は、決算書 113 ページ、成果に関する報告書 43 ページ、こちらいろいろカーブミ

ラーですとか、いろいろなものが設置されているようなんですけれども、具体的な設置場

所についてお伺いします。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 滝委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず 1 点目、交通安全推進事業につきまして、交通事故の状況等についてご説明を申し

上げます。ここ数年の交通事故の状況を見ますと、直近 5年間の発生件数では、平成 24年

が 189 件。25 年が 195 件。26 年が 165 件。27 年が 155 件で、28 年が 183 件と、全体では

減少傾向にあると考えてございます。また、交通死亡事故につきましては、平成 24 年が 1

件、25 年が 4 件、26 年が 2 件、27 年、28 年それぞれ 1 件ずつ発生しており、計 9 件で 9

名の方が亡くなられております。また、交通事故の傾向といたしましては、平成 28年度で

は道路別では、交通量の多い国道、道道での事故の割合が約 7 割を占めておりまして、事

故発生時間帯につきましては、朝の 6 時頃の人の活動時間帯から増え始めまして、16 時か

ら 20時の時間帯が最も多く発生しており、これらは例年の傾向と考えてございます。 

 続きまして、交通安全施設の具体的な設置場所についてでございますが、平成 28年度に

おける交通安全施設の設置状況といたしましては、大曲柏葉 5 丁目と虹ヶ丘 1 丁目にカー

ブミラー2面鏡を 1カ所、大曲並木地区にカーブミラー1面鏡を 1カ所、音江別高台線、輪

厚中の沢線、西の里南 1 丁目、輪厚工業団地、輪厚中央などに原則マーク、中央線、ドッ

ト線を設置しております。西の里南 1丁目に注意標識を 4カ所設置しております。白樺町 3

丁目に砂箱を 1 カ所設置しており、費用額といたしましては、合計で 299 万 7 千円となっ

てございます。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 滝委員。 

 

滝委員 

 ありがとうございます。 

 交通事故が特に多い場所というのは、国道とか道道ということで、交通量の多い場所と

いうことだったんですが、特に地域別ですとか、頻繁に交通事故が起きやすい場所、この
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市内の中でそういった場所はどこかあるのかということをお聞かせ願いたいのと、次の施

設整備にもつながるんですけれども、そういった場所への対策ですとか、取り組みはどの

ようなことをされているのかをお聞きしたいと思います。 

 そして、交通安全施設整備事業については、市民の声ですとか、団体の関係の声を公安

の中で話し合って、取り決めて設置していくということを前にお伺いしたことがあるんで

すけれども、今後設置されていく場所等予定がある場所を教えていただきたいと思います。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 お答え申し上げます。 

 交通事故の多い場所ということで申しますと、かなり分散してございますが、先ほど国

道と道道の例をお話しいたしましので、国道の 36号と 274 号の区分わけで申し上げますと、

36 号が 49件、274 号が 29 件で、トータル 78 件で、全体の 42％強の発生率となっておりま

す。道道におきましては、栗山北広島線が 21 件、江別恵庭線が 16 件、その他が 12 件とい

うことで、合計 49件で 27％弱の発生率となっております。 

 次に、発生が多い地域での方策としては、規制標識はご存じのとおり公安委員会のほう

で設置いただいていますが、それらに関する要望等を行なっているほか、先ほど申し上げ

たカーブミラーや道路にひく注意喚起の文字等については、地域からの要望等があれば現

地に出向いて状況を把握しながら、土木事務所とも協調しながら設置している状況です。

これらの市ができる交通安全対策の予定につきましては、地域からの要望を受けてからの

対応していくという対応になりますので、現時点の予定は立てていない状況です。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 予算書 98 ページ、報告書は 56 ページになります。社会保障税番号制度の事業について

ですけれども、2016 年度の個人番号カードの発行数、一年間 3247 枚ということなんですけ

れども、これは市側として大体想定していた数に到達できたのかということと、これまで

の発行枚数と、割合を教えてください。それから、これまで盗難ですとか、なくしてしま

ったとか、トラブルで再発行というものがあったのかどうかをお伺いします。それから、

この制度ができて少し時間がたっていますけれども、何かトラブル等はなかったのか。そ

れから、こちら担当は違うと思うので知っている限りでいいんですけれども、今年、2 月、
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3 月、確定申告の時にマイナンバーの番号を書かなきゃいけないとか、書かなくてもいいと

か、そういうような市民との間で質問など、そういうものはあったのかどうかお伺いしま

す。それから、報告書では、2016 年度、他機関との情報連携のための業務システム運用テ

ストなどを行うとありますけれども、こちらのほうは順調に整備ができて、今年 7 月から

の運用が予定どおりされたのかお伺いします。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 田辺議員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、発行状況といたしましては、今議員からもありましたように、3247 枚。27年度と

合わせまして、28 年度末では 4442 枚。交付割合としては、7．53％となってございます。

ちなみに、今現在、29 年度の 8 月時点での数値でございますが、トータルで 4784 枚、8．

13％ということでございます。これらが予定に達していたかということであれば、特段目

標値的なものは掲げてございませんが、近隣の自治体等々の状況を見ると、大体平均的な

交付割合になっているのかなというふうに考えてございます。 

 次に、再発行については、28 年度においては 2 件ございました。また、マイナンバーカ

ードについてのトラブルというのは特段耳にしていない状況です。次に、確定申告の際の

マイナンバーの記載については、聞くところによると、今年の 2 月の申告段階では努力目

標的に、書ける方については書いていただき、今後については本格的に個人を明確にする

ために、番号の記載が必要となるようなお話は聞いている状況です。 

 

國枝委員長 

 安田行政管理課長。 

 

安田行政管理課長 

 マイナンバーの情報連携について私のほうからお答えしたいとおもいます。 

 情報連携につきましては 7 月から施行という形で、18 日から現在試行という形で行われ

ております。本格実施が 10 月といわれていますが、まだ国から正式にいつというふうには

きておりません。それで、現在情報連携につきましては、児童手当の特例給付金等に係る

事務について、本市では 7月から情報連携の施行をしていまして、実績としては現在 45件

の施行の実績がございます。現在は特にトラブルが無く行われているというところであり

ます。 

 以上です。 
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國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 大きなトラブルはないというか、なくした方もお二人ということなので、一番心配な個

人情報が漏れてしまうとか、というだと思うので、それは今のところないということで理

解いたしました。それで、連携も予定では 10 月から進むということで、そうなると効率化

ということで、行政側としては非常に期待するところではないかと思うんですけれども、

この制度というかこのシステムでわかるかどうかはわからないんですけれども、1年間で必

要なランニングコストは大体どれくらいというふうに見積もってらっしゃるのでしょうか。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 お答えいたします。 

 このマイナンバー制度に係る、いわゆるランニングコストということになりますと、今

国からの補助金等々をいただいている部分については、どちらかというとカード交付に係

る部分でございます。それらも含めてのお話ということであれば、今回導入事業というこ

とで、2103 万 8300 円を支出をさせていただいております。これらの多くは補助対応という

ことにはなりますが、これに加えて補助対応とならない職員の人件費等がこれに加算され

ると考えてございますが、数字的には押さえきれていない状況です。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 今のお話ですと、今導入だからそのくらいのお金、2千万円なにがしのお金がかかってい

るけれども、今後、これからのランニングコストというのは、それほどかからないという

押さえでよろしいんでしょうか。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 お答え申し上げます。 
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 先ほども申し上げたとおり、交付率が8％程度ですので、これからまた交付率が2ケタの％

ということになれば、これに係る経費というのは当然加算されます。ただ、導入に係るシ

ステム改修等々の関係については、先ほど行政管理課長からもお話がありましたが、進ん

でいる状況にありますから、改修が終われば、それらに係る費用はかからなくなります。

交付も含めたランニングコストということでいけば、交付状況にもより、毎年の経費とし

て出てくるものがあるというふうに考えてございます。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 私のほうからは交通安全推進事業の交通安全学童指導員についてお伺いします。 

 まず、交通安全学童指導員の任期の定めはどのようになっていますでしょうか。そして、

登下校、それぞれ短時間、1時間から 1時間半程度の見守りの仕事と思いますが、ほかのお

仕事の兼職の条件についても確認させてください。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長  

 鶴谷議員のご質問にお答え申し上げます。 

 交通安全学童指導員の任期と採用の状況でございますけれども、任期につきましては、

北広島市一般職の非常勤職員の取り扱い規程に基づきまして、基本 1 年といたしておりま

す。最長で 10 年までの再任用ができることとなっており、現在、7 名の方を任用しており

ます。 

 次に、兼職については、基本的に認めてございません。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 非常勤職員で、最長 10 年の再任用ということで、最長 10 年の任期が終了する指導員が

順次いらっしゃると思うんですけれども、その交替についてはスムーズに行われているで

しょうか。西部地区の小中の校区では、確保が難しいという情報を伺ったものですから、

実態についてお伺いいたします。あわせて、市内の各地域、今 7 名いらっしゃるというふ
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うにお答えがありましたが、各地域の状況についてもお伺いいたします。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 お答え申し上げます。 

 今委員もおっしゃられたように、西部地区の学童指導員につきましては、28 年度末で、

最長の 10年が到来いたしました。到来前に広報等で公募をいたしましたが、応募者がいな

かったことから、職員課とも協議をしまして、特例的に 1 年の延長をさせていただいて、

現在 11 年目の任用となってございます。そのほかの地区の指導員さんの状況でございます

が、東部小区域の方は平成 22年と 25 年の採用。西の里小の方が 25年。次いで、大曲東小

の方が 26年、北の台小の方が 27 年、大曲小の方は 28年に採用した方という状況になって

ございます。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 わかりました。交通安全の学童の指導員の方のお仕事、天気も問わずすごく交通量の多

い道路、交差点の見守りをされている、本当に大変なお仕事だと思います。また、子ども

たちの安全と育ちというところも見守られているのではないかと私は考えています。ここ

はやっぱり、途絶えては困る、大事なお仕事だと思いますので、勤務条件や報酬も含めて、

任期も、スムーズな交代に向けた対応や改善策が必要と考えますが、それについてどうお

考えでしょうか、お伺いします。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 今委員がおっしゃられたように、小学生の児童たちを守る重要なポストを担っていただ

いているという認識は当然持っております。ただ、朝または下校時等での業務となること

から、この勤務時間を可能とする方で、特に児童に対する交通安全意識の高い方が今就任

されてございます。任用条件等については現状で推移するかとは思いますけれども、任期

を満了されるような方がいる場合、早い時期から公募をしながら、なんとか穴を空けない

ような形での任用を考えていきたいというふうに考えてございます。 
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國枝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私からは、決算書 111 ページになるかと思いますけれども、公共施設の運営管理の問題

についてご質問したいと思います。公共の貸館業務を行っている施設については、指定管

理業務を行っているわけですけれども、その指定管理者が行っている会館の収入利用料を

含めた収入についてお聞きしたいと思います。まず 1 点目は、指定管理の内容を見てみま

すと、例えば駐車場管理なんかですと、利用料収入も指定管理者の利用料として収入とし

て換算して、その中で運営をしていくというような形になっておりますけれども、開館使

用料については、指定管理の収入ではなくて、直接市の収入にするというような形になっ

ておりまして、指定管理が行うものについては指定管理料による収入、あるいは自主事業

を行う、そういう事業での収入というような形で運営をするという形になっているわけで

すけれども、そうしますと、利用料が収入の中に入らないということで、利用増のインセ

ンティブが働かないということもございます。そういうことで、会館についての利用料を

指定管理の収入にしていない理由はどういうことなのかということが 1 点お聞きしたいと

思います。 

 2 点目は、指定管理による収入から経費を引いた場合に余剰金が出るわけですけれども、

その余剰金の処理というのはどうなのかということで、お手元に平成 28 年度指定管理者の

モニタリング評価調書というのをお配りしてございます。これは 1 つの団体のふれあい学

習センターの指定管理の調書でございますけれども、裏面を見ていただきたいんですけれ

ども、平成 28 年度の決算額を見てみますと、指定管理料と継承事業収入、自主事業収入、

その他ということで、収入が入っておりまして、継承事業、自主事業というのは会館独自

で行っている事業だと思いますけれども、それが 3751 万 2800 円ということで、支出に関

しては人件費とか管理運営費、自主事業費、その他ということで、3634 万 1928 円というこ

とで、トータルでいきますと、117 万円余りが余剰が出ているわけです。これが自主事業で

すとか、継承事業の収入から得られた収入であるかどうかを見てみますと、自主事業収入

については 30万円の収入があるうち、20 万 8 千円の経費が掛かっているということで、お

おむね 9 万 5 千円くらいの利益が出ているわけですけれども、継承事業については、管理

運営費が一括になっているのでわからないわけですけれども、大体 50万円くらいの収入が

あるわけです。仮に、この継承事業の収入が経費が一千も罹らないとして、50 万円の収入

があったとしても、それを差し引いても約 50 万円以上の余剰が出るというような状況にな

っておりまして、これは指定管理料の市からの指定管理料からの余剰金という形になって

いるわけです。全く余剰金を出してはいけないということではないと思いますけれども、

こうした多額の余剰金が出ているということについてどう考えられているのかお聞きした

いと思います。 
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國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 山本議員のご質問にお答え申し上げます。 

 指定管理者に係る利用料の処理についてでありますが、市民課が所管している各施設に

おきましては、貸館業務が主な業務でございまして、自主的な催し物を行い、入場料を見

込むような施設ではありませんので、利用料金制度は導入しておらず、歳入について市に

納付をいただくシステムとなってございます。 

 次に、モニタリング評価による余剰金に対する市の評価につきましては、市民課所管の

指定管理者は 5団体ございます。それらが提示されたモニタリング評価調書によりますと、

余剰金のうち、自主事業を除くと夢プラザ以外の指定管理料に対して 1％未満の余剰金とな

っておりますが、今回ご指摘の夢プラザにおきましては、指定管理料 3671 万 3 千円に対し

て、自主事業の収益を除きますと、107 万 5948 円ということで、約 3％の余剰金が発生し

てございます。この余剰金の要因といたしましては、人件費において当初見込んでいた時

間外勤務等が見込みを下回ったことや、光熱水費の関係で申し上げますと、平成 27年度か

らガス契約の見直しを行っているのと、電気の節電による光熱水費の削減のほか、継承事

業収入が見込みより増額したというふうなことの要因と考えておりまして、基本的には指

定管理者の努力による経費節減が主な内容だというふうに考えてございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、1つ目の指定管理料の利用料の件ですけれども、貸館業務をやっているということ

で、収入の対象にしないというのはよく理解できないんですけれども。通常、貸館業務を

やっていると、利用料収入が入ってくるわけですから、おおむね通常の利用料収入の推計

ができるわけですから、それの収入見込みというものをトータルで利用料収入の中に指定

管理の収入の中に入れるという考え方もできるわけで、それを理由に利用料を指定管理の

収入にしていないのは、ちょっと理解ができないんですけれども、そこら辺のところはど

う考えてらっしゃるのかお伺いします。 

 事業者が経費節減をして、余剰金を出すという努力は認めつつ、何でもかんでも、人件

費も少なくして経費を下げていって、それを団体の収入にするというのは指定管理の事業

としていかがなものかという考えもあるわけです。実際にこの団体における過去の余剰金

の推移というのはどうなっているんでしょうか。それから、人件費等については、例えば
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時間単価ですとか、そこら辺はどうなっているのでしょうか。また、これまでの余剰金の

累積金額というのは、どれくらいあるものなんでしょうか、お伺いしたいと思います。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 お答え申し上げます。 

 先ほど自主的な催しを行い、入場料を見込む施設ではないので、利用料金制度を導入し

ていないというふうにお答えを申し上げましたが、例えば大きなイベントを企画して、そ

の貸館の収入以外の入場料収入だとかを見込めるような施設であれば、この利用料金制度

というものが適用になって、自主的な歳入としての扱いになるかと思いますが、あくまで

も時間当たりいくらという貸館収入しか得ていない状況ですので、今申し上げた自主的な

催し物を行っていないことから、定額の歳入しかないということで、導入をしていない状

況にございます。 

 それと、今対象施設となっております、夢プラザの昨年の状況でしか今資料を手持ちに

ございませんが、昨年度の収支の金額としては、自主事業を除きますと、199 万 1749 円の

収支プラスという形が出ております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、利用料の収入なんですけれども、私は館自体がイベントをやっているかというよ

りも、かなり公共的な施設で、減免措置を行っている団体もあるので、必ずしも利用料収

入だけを追求していくと、福祉団体ですとか、そういういろんな団体に対する貸館を制限

するようなことにつながるので、二律背反的なところはあるんですけれども、実際この夢

プラザの入場料を見ても、28 年度で若干下がっているという状況で、そういう意味では利

用料収入を入れるということも 1 つのインセンティブにはなるんですけれども、館自体の

利用促進の方策というものはきちんと取られていく必要があると思うんですけれども、そ

このところはどう考えていらっしゃるのかが 1点目です。 

 それから、2 つ目は、27 年度の余剰金がさらにそれより多いということで、かなりこれ

までの累積実績は非常に多いと思われるので、そこら辺のところも含めて、改めて留保し

てお聞きしたいと思います。監査委員の指摘というのは、特にあったのかどうかだけお聞

きしたいと思いますけれども。 
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國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 まず 1 点目の貸館の促進のためということであれば、これらが自主努力によって貸館の

率が上がり、それらが例えば指定管理料の収入として取り扱えば、それらは指定管理者側

のモチベーションにつながる要素はあるかと思いますが、貸館のための PRにも限度もござ

います。ただ、自主事業の中で施設を使いながら、それが起因となって施設のさらなる利

用に向けていくということはあり得るかと思いますが、利用増加に向けての特段の方策と

いうのはあまりないかと考えてございます。それと、先ほど人件費の関係で答弁漏れをい

たしましたが、これも議員からの資料と同じになりますが、人件費については、27 年度決

算で行くと、1104 万円。28 年度が 1172 万 9 千円ということで、若干の増加にはなってご

ざいますが、例年このくらいの数値で推移していると考えてございます。 

 また、監査での累積の留保金という部分についての特段の指摘はなかったかというふう

に記憶してございます。 

 累積している数字については今資料がございませんので、お答えできない状況でござい

ます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 通告のところですが、6項目なっていまして、一番下の生活困窮者自立支援事業は民生費

ですので、5点だけ簡潔にお聞きします。 

 まず、総務費、コミュニティ施設管理費、111 ページ。市民課所管の施設で、事務室にエ

アコン等設備の有無、LED 照明の有無についてお聞きします。市役所ができまして、最新の

設備になり、市民から見ますと、「それ以外の公共施設は今後どうするの」また、「出張所

はどうするの」等々の市民の声もあります。今後のそういった整備の進め方も含めてお聞

きをしておきたいと思います。 

 2 点目、市民生活費、平和推進事業、113 ページ。28 年度は 20 周年記念だったと思いま

すが、この 28年度の事業の参加者数。それから、効果はどのような評価をしているのかお

聞きします。 

 次に、市民法律相談事業、113 ページ。28 年度の実績と、毎回広報紙に掲載した後、ど

の程度で予約が埋まるのか、その実態をお聞きします。 

 次に、市民生活費、街路灯整備事業、115 ページ。28 年度までの町内会自治会の LED 街
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灯の普及率はどこまでいったのか。それとともに、市と町内会の電気代の負担。これの節

減効果はどの程度であったのかお聞きします。 

 最後に、市民生活費、市民協働推進事業、地域まちづくり推進事業ですが、28 年度の実

績と、28 年度はいったん締め切ったあと、予算を市としてプールした後、利用してもらう

という新たな試みをしたと思いますが、その実績はどうだったのか。また、事務事業評価

においては、これは見直しということで挙がっておりますが、それに至った経緯は何だっ

たのかご説明願います。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 藤田議員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、1点目のコミュニティ施設管理費の中のご質問でございますが、市民課所管施設に

おけるエアコン及び LED 照明の設置状況につきましては、広葉交流センター、夢プラザ、

団地住民センター、東記念館、西の里会館、大曲会館、農民研修センターの 7 施設でござ

いますが、エアコンが設置されている施設につきましては、夢プラザの事務室のみでござ

います。また、LED 照明の設置状況につきましては、広葉交流センターの体育館を除く全て

の照明、それと夢プラザの廊下の照明、団地住民センターの事務室の照明、大曲会館のト

イレ及び 2階ホールに LED の照明が設置されてございます。 

 続きまして、平和推進事業の参加者及び効果についてでございますが、例年平和の灯を

守る市民の会との共催で平和の灯の記念事業を実施しておりますが、委員おっしゃられた

ように、平成 28 年につきましては平和の灯を灯してから 20年目の節目の年であり、また、

市制施行 20 年目の年にもありましたことから、本事業を市制施行の 20 年目事業と位置付

けしまして、事業拡大をし、実施をいたしました。事業内容と参加者数につきましては、

まず、市内の小中学生を対象に平和の絵作品展を実施し、220 点の応募がありました。次に、

8月 24 日から 28 日までの 5日間にわたり、芸術文化ホールギャラリーにおきまして、広島

平和文化センター平和祈念資料館のご協力をいただきまして、原爆展を実施しまして、5日

間の来場者数は 507 名でありました。次に、8月 28 日には、芸術文化ホールにおきまして、

平和の絵作品展の表彰式、被爆体験者講話、戦場カメラマンの渡辺陽一氏によります平和

講演を行い、来場者については 425 名の来場者となりました。また、翌日 29 日には西部小

学校と緑葉中学校の 2校で被爆体験者講話を実施し、274 名の児童生徒の参加をいただきま

した。次に、事業の効果についてでございますが、28 年度は先ほど申し上げたとおり、20

周年記念事業として例年より拡大をして実施いたしましたことにより、例年に比べても、

多数の方に事業参加いただきました。若い世代の方も含めて、多くの方々に改めて平和の

尊さや命の大切さなどについて考えていただく機会となったものと考えてございます。   
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 次に、市民法律相談事業の相談実績と予約の状況についてでございますが、まず相談実

績につきましては、月に 2回、計 24 回の開催で、計 117 名の相談となってございます。次

に、予約状況につきましては、法律相談は 1 回 6 名の定員となってございますが、この 28

年度実績で申し上げますと、24 回中 11 回が定員の 6 名に相談を受けていただきましたが、

6名の定員に達するまでの期間を申し上げますと、最短で予約を開始した当日 1日です。長

くても 5日間くらいのうちに、6名の定員が埋まるというような状況で、平均的には 3日間

程度のうちに定員となるという状況でございます。 

 続きまして、街路灯の整備事業についてでありますが、街路灯の LED の普及率につきま

しては、平成 28年度末で 74％となってございます。次に、削減効果につきましては、平成

24 年度の LED の設置に係る 3分の 2の補助制度の導入後から現在に至るまでの間、平成 26

年度の消費税増税及び電気料の値上げ等がございましたことから、単純に制度導入前と現

在の電気料の比較によって節減効果を出すには難しい状況にはございますが、参考程度と

なりますが、町内会では街路灯の電気料の契約はワット数による定額で契約しているのが

基本でございます。制度導入前の各街路灯のほとんどは水銀灯などの 60 ワットまたは 100

ワットの契約となってございました。これまでの LED の設置状況を見ますと、ほとんどが

20 ワットの契約となっておりますので、現在の電気料値上げ後の計算となりますけれども、

元々60 ワットの契約の街路灯を 20 ワットの LED に変更した場合、1 灯当たり年間 2700 円

程度。100 ワット契約では、年間 5500 円程度の節減効果があるものと考えられます。これ

らに対する市の維持費の補助の側面から見ますと、市の効果といたしましては、電気料値

上げ後の 27 年度から 28年度にかけて約 370 万円の減額となっており、LED の効果が出てい

るものと考えてございます。 

 最後に、市民協働事業、まちづくり推進事業についてでございますが、28 年度の実績に

つきましては、団地地区が 4件、助成額 33 万 4600 円。西部地区が 4件、助成額が 71 万 6800

円であり、合計 8件で助成額の合計が 105 万 1400 円であります。事務事業評価の中での見

直しの理由につきましては、地域まちづくり推進事業の執行状況がここ数年 50％を下回る

ことや、事業の活用の地域間格差があることから、要件の緩和等について今後検討して行

かなければならないと考えたことにより、1次評価におきまして見直しとさせていただきま

した。これを受け、2次評価においても見直しと判断されたものであります。 

 次に、締め切り後の利用実態につきましては、当初申請の締め切りが 5 月末時点におい

て、申請が団地地区の 2 件で、助成額 26 万 6 千円でございました。助成額の地区割額 70

万円に満たなかったことから、地区の上限を解除し、随時受付を行いました。その結果、

団地地区で 2 件の追加と、西部地区 4 件の申請がございまして、西部地区については本来

の地区割りの 70 万円を超える助成額となっておりますので、枠を超えた形での助成につな

がったものと考えてございます。 

 以上であります。 
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國枝委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 わかりました。 

 この地域まちづくり推進事業に関しましては、事務事業評価で見直しということになっ

ているということでありまして、これは上野市長のマニフェスト、公約でもありました。

地域においてはこの事業は非常にありがたいと言いますか、高い評価を受けているんです

が、やはり条件が厳しいというところで、だんだん提案件数も少なくなり、予算の執行率

が下がってきているということであります。ということでありますので、これは市長に再

度確認したいと思いますので、留保し、総括でやりたいと思います。 

 1 点だけ再質問します。市民課所管の施設でエアコンが付いていない、LED 照明が付いて

いないという施設が数多くありますが、今後これは長寿命化計画の中で計画を組んでいく

のか、それとも時期の長期総合計画の中で考えていくのか、今後の計画の立て方だけお聞

きしたいと思います。 

 

國枝委員長 

 榎本市民課長。 

 

榎本市民課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 事務室のエアコンの設置につきましては、現時点において指定管理者などから直接の環

境改善等の要望は上がっておらず、費用面などからも、現在のところはエアコンの設置に

ついては考えていないところでございます。 

 あと、各施設における LED 化の予定につきましては、LED 照明の交換によって電気料の削

減は見込まれますが、1つの蛍光灯を LED 化した場合、3万円程度掛かりますので、施設全

体を LED 化した場合、規模にもよりますが、100 万円単位の金額になることが見込まれます

ことから、計画的な改修が必要であるというふうに考えてございますので、現時点では LED

化のみの改修工事というのは考えてございませんが、先ほども委員からもありましたが、

施設の延命化など、改修の予定などを含めて今後施設改修が見込まれる場合については、

当然 LED 化も検討していかなければならないというふうに考えてございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 以上で、総務費のうち、総務管理費の出張所費、情報化推進費のうち社会保障・税番号

マイナンバー制度システム等導入事業、企画費のコミュニティ施設管理費、生活バス路線
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確保対策事業及び生活バス路線利用促進事業を除く交通対策費、市民生活費のうち、市民

生活経費、平和推進事業、市民法律相談事業、犯罪のない安全で安心なまちづくり推進事

業、街路灯整備支援事業、地域コミュニティ推進事業、人権意識の普及啓発事業、市民協

働推進事業のうち地域まちづくり推進事業、エルフィンパーク運営費、広聴費、戸籍住民

基本台帳費の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  11 時 03 分 

再 開  11 時 05 分 

 

國枝委員長 

 休憩を解き再開いたします。 

 次に、児童福祉費、児童母子福祉費の健やか子育て支援事業のうち出産祝金支給事業を

除く民生費、教育費のうち教育総務費の教育振興費のうち幼稚園就園奨励費事業、幼稚園

就園準備支援事業、幼稚園協会連携事業、幼稚園振興事業の質疑を行います。 

 暫時休憩します。 

 

休 憩  11 時 06 分 

再 開  11 時 06 分 

 

國枝委員長 

 休憩を解き再開いたします。 

 木村委員。 

 

木村委員 

 それでは、2点質問させていただきます。 

 決算書 139 ページ、成果報告書 13 ページの、最初に家庭児童相談室運営事業についてお

伺いします。この事業内容については、児童の虐待、養育など家庭だけでは解決できない

問題等について、家庭児童相談員が相談支援や指導などを行うということでありますけれ

ども、この近隣からの通報や、相談などがあるのか。また、家庭訪問しても子どもに合わ

せないケースなどがあるのかお伺いします。 

 それと、これはちょっと通告には書いてなかったんですけれども、この相談室事業の中

の児童虐待等への対応として、要保護児童対策、地域協議会を開催し、必要な情報の共有、

支援方針の検討などを行う。とありますけれども、この要保護児童対策地域協議会のメン

バー構成をお伺いします。それと、これは定期的な開催なのかどうかお伺いします。 

 それと、もう 1点。決算書 141 ページ、成果報告書 14 ページの子ども子育てサービス利
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用者支援事業についてお伺いします。この子育て支援コーディネーターの具体的な活動に

ついてお伺いします。また、成果報告の説明欄には、周知活動、これは乳幼児健診訪問な

どがありますけれども、前年度は 23 回でしたけれども、今回 17 回になっているんですけ

れども、その理由についてお伺いします。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 木村委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、児童虐待の件数につきましては、平成 28 年度は 90 件となっておりまして、前年

の 27 年度比で 28 件増加してございます。このうち、近隣等からの通報によりまして、虐

待の相談につながったものが 7 件となってございます。虐待通告があった場合には、48 時

間以内に児童の安否確認をすることとなっておりまして、家庭訪問のほか、通所通学先で

の確認ということもございます。継続的な支援の中で、家庭訪問時に保護者のみに会って

相談を行う場合もあり、児童とは面談しない場合もまれにあります。 

 また、要保護児童対策協議会につきましては、児童福祉法第 25 条の規定に基づいて、地

域によってこの協議会を設置してございます。この会の関係機関につきましては、市町村

の保健福祉部の各所管する部署、警察、学校、都道府県等の児童家庭相談室等が関係機関

となってございます。この協議会につきましては、全体の会議については、年 1 回開催し

ておりまして、要保護児童対策協議会に係るケースが発生した場合は、その都度ケース会

議を開催しているところでございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 織田子育て担当参事。 

 

織田子育て担当参事 

 ご質問にお答えいたします。 

 子育て支援コーディネーターの具体的活動についてでありますが、子育て中の方や妊娠

中の方の個々のニーズにあわせて、子育て相談を受けたり、さまざまな子育て支援につい

て情報提供、相談、サポートを行っております。また、子育てガイドの作成や、子育てサ

イトの対応も行っております。 

 次に、周知活動として乳幼児健診に訪問して、リーフレットを手渡しながらご説明を行

っておりましたが、昨年度はあいあいの事業と重なったこともあり、訪問回数が減少して

しまいました。今年度は保健センターと隣接したこともあり、健診会場やマタニティース
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クールに訪問して、より多くの方々にお伝えしているところです。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 ありがとうございます。 

 それでは再質問させていただきますけれども、平成 28 年度は 90 件ということで、前年

度より【○○○】ということでしたが、最近の新聞報道で、今年上半期に、全国の警察が

虐待を受けた疑いがあるとして、児童相談所に通告した 18歳未満の子どもは 3万 260 人と

初めて 3万人を超えたということで、道内では 1589 人ということで、増えております。こ

のうちの虐待の中の全体の約 7 割が言葉の暴力や家庭内暴力を目撃したり、子どもが心理

的に傷を負う心理的虐待が 7割を占めたということなんですけれども、先ほど 28 年度は 90

件ということで、この虐待の内訳、心理的とかネグレクトとか、その状況がわかればお伺

いします。 

 それと、もう 1 点、例えば子育て支援コーディネーターの存在というか、それはこの市

民の方には周知をしっかりされているのかどうかお伺いします。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 虐待の内訳でございますが、平成 28 年度につきましては、身体的な虐待が 15 件、性的

虐待が 1 件、ネグレクトが 16 件、心理的な虐待が 58 件ということで、当市の場合におき

ましても、心理的虐待が 65％を占めている状況にございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 織田子育て担当参事。 

 

織田子育て担当参事 

 コーディネーターの周知についてでございますけれども、ホームページや健診などに訪

問して周知に努めているところでございます。 

 以上です。 
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國枝委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 児童虐待のほうでは、本当に全国的には亡くなったケースとか、本当に重要な問題でも

あると思うんですけれども、先ほどそういうような新聞報道になるような事件は起きてい

ないんですけれども、こういった対策と、実際にこういう虐待が合った家庭に対してどの

ような対策を行っているのかお伺いします。 

 それともう 1 つ、うちの市では子ども SOS カードといって、子ども自身が要するに虐待

があったということを相談できる、エルフィンカードも子ども自身に渡していると思うん

ですが、子ども自身からの通報というか、相談があるのかどうかお伺いします。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 虐待の予防的な対策とかということかと思いますが、今、木村委員がおっしゃった、全

国的に毎年 11月が児童虐待防止推進月間ということで、この期間中には今おっしゃいまし

たカードを、子ども、大人を含めて配付しているところでございます。児童虐待の防止に

ついては、この普及啓発というのが最もポピュラーなやり方だと思いますが、昨年度あっ

た 90件の中にも、継続して相談を受けているケースもございます。このような児童虐待が

ある家庭につきましては、当市の家庭児童相談員がおりまして、その中に相談員ですとか、

北海道の児童相談所、市の相談員が家庭の中に入りまして、保護者に対する指導等を行な

いながら、そういうことが 2 度と起こらないようにという指導をしているところでござい

ます。また、このカードを配ってから、子どもから直接、虐待を受けたという通報は今の

ところはないというふうに認識しております。 

 

國枝委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 では、1 点お聞きいたします。決算書 143 ページ、報告書 14 ページの学童クラブ環境整

備事業について伺います。 

 2016 年度は、報告書のほうを見ますといろいろメール配信機能ですとか、大曲学童クラ

ブの改修改善などを行ったということが書いてあるんですけれども、まず、1つ目に大曲施

設の改善改修の具体的な生活スペースの拡大とか、報告書のほうには書いてあるんですけ
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れども、具体的にどのように改善改修を行ったのか伺います。また、大曲施設の今後の拡

充の検討はされているのか伺います。 

 2 つ目が、各学童クラブの中でのエアコンの購入設置などの検討はされているのか伺いま

す。温暖化の影響もあると思いますが、年々北海道でも夏が暑くなっておりますので、こ

の件については以前より私どもだけでなく、各会派からも質問などで挙がっておりますの

で、今後の検討について伺います。 

 3 つ目が、学童利用料が、保育料と同様に多子世帯への利用料の助成などは検討されてい

るのか伺います。 

 

國枝委員長 

 高橋保育課長。 

 

高橋保育課長 

 永井議員のご質問にお答えいたします。 

 大曲学童クラブの平成 28 年度の施設改修の内容なんですけれども、以前まで職員の打ち

合わせスペースだったところがございまして、そこを改修して、保育スペースにしてござ

います。それから、女子トイレの個数を 1 つ増やしています。打ち合わせスペースについ

てはなくなってしまったんですけれども、児童が登所してくる前の時間帯を使って打ち合

わせを行いますので、児童のいない時間に保育スペースを使ってやっていただいている状

況です。今後ですけれども、大曲学童クラブについては 23年度以降今の場所で実施してお

ります。ここ数年で入所児童が急増している状況がございまして、先ほど申し上げた拡充

によって定員を 86人から 114 人に増やしたところなんですけれども、本年度 4月の登録児

童数 138 人となっておりまして、登録数だと定員を大きく上回っている状況があるんです

けれども、出席率を見ますと大曲学童クラブの4月から8月までの出席率は平日平均で67％

でした。これを換算すると、出席児童数 93人となります。大曲学童クラブは現在 2グルー

プ体制で実施していますので、1 グループ当たり約 47 人くらいになります。学童クラブ全

体の傾向として、4月以降学期が進むにつれて、登録児童数が減っていく傾向にありますの

で、年度末に向かっては 47 人より減っていくと考えておりまして、おおむね 40 名とされ

る学童クラブの適正規模をやや上回るか、年度末に向っては同等くらいになるという状況

になります。そうは言っても、登録児が多いということは、日によっては出席児童が多い

可能性があるということになりますので、今後推計も踏まえまして、施設については検討

してまいりたいと考えております。 

 続きまして、エアコンの設置の関係ですが、現在学童クラブ 13 カ所のうち、北の台第二

学童クラブと西の里第三学童クラブの 2 カ所にエアコンが設置されております。その他の

学童クラブにつきましては、自然の風と扇風機などで暑さ対策をしている状況になってい

ますが、委員のご指摘のとおり、最近は北海道であっても夏場は猛暑の日が続くことも少
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なくありませんので、日当たりですとか、風通しですとか、それから子供の混雑状況など、

施設ごとに必要性を判断しまして、エアコンの設置につきましても検討してまいりたいと

考えております。 

 学童保育料の多子世帯への利用助成につきましては、現在、学童保育料につきましては、

通常料金は月額 4500 円です。同一世帯から兄弟姉妹で入所している場合は、2 人目以降は

月額 3千円となっております。現在の料金設定は、平成 21年度の学童保育料の導入開始以

来、据え置きで実施しておりまして、道内他市と比較すると平均的な料金設定と考えてお

ります。それから、28 年度の学童クラブの運営経費は総額で 1 億 6 千万円程度ですが、そ

のうち、国、道からの交付金が約 4700 万円。それから、学童クラブ使用料は約 3千万円で、

残り 8300 万円を一般財源から負担しているというような状況もございます。今後料金設定

ですとか、減免等の検討にあたりましては、保育料と同様に多子世帯の負担軽減ですとか、

所得に応じた料金設定の考え方もあると思いますので、受益者負担のバランスですとか、

これまでの経過、他市の状況も参考にしながら、今後に向けて検討したいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 まず、大曲の学童なんですけれども、この夏休みに私ども会派のほうと、あと千葉室長

にも同行していただきまして、現地のほうを見学に行ってまいりましたが、夏休み中であ

ったということもあって、来所している子どもたちがいつもよりは少ないんですよという

指導員の方のお言葉もいただいたんですけれども、それでも素人目から見てもかなり混雑

しているような状況が伺えましたので、今後将来的には少子化とともに来所する子どもの

数も減っていくのではないかと想定されているとのことですが、今現在の大変混雑してい

るという状況をやはり改善するべきではないかと思いますので、その辺、ただスペースを

広げる。同じ場所でスペースを広げるとかはもう限界があると思うんです。なので、別の

場所を使うとか、借りるとかいうことも検討していってはいかがかと思いますが、その辺

はいかがでしょうか。 

 また、エアコンの購入につきましては、暑いと言いましても、それぐらいの期間だとは

思うんですけれども、子どもたちにとっても指導員の先生方にとっても、暑い中での使用、

その辺についても、今北の台第二に設置しているということですので、他の学童クラブへ

の設置も前向きに考えていただきたいと思います。 

 保育料とともに、利用料の助成をということですが、やはり 2人目、3人目、お兄ちゃん

とお姉ちゃんと一緒に学童に通わせたいという、働いているお父さんお母さんが多いです
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ので、こちらのほうの助成も前向きに検討していただきたいと思います。 

 再質問は大曲の件でお願いします。 

 

國枝委員長 

 高橋保育課長。 

 

高橋保育課長 

 大曲学童クラブの施設の関係でございますが、繰り返しになりますけれども、登録児童

が多いということは、日によってはかなり多くなってしまう日も可能性としてはあるとい

うことで、もちろん現場の状況ですとか、今後の申請状況ですとか、そういったことも踏

まえながら、施設の確保という点につきましても、あわせて検討をしていきたいと思って

おります。 

 学童クラブ、新たな施設を確保する場合につきましては、学校の施設内ですとか、敷地

内ですとか、周辺地域ですとか、いろんな場所が考えられると思いますが、いずれの場合

も児童に安全に通っていただけて、安心して過ごせる場所でなければいけないというふう

に思いますので、そういった場所があるのかどうなのかということも含めて、今後に向け

て検討させていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 それでは、通告に沿って簡潔に質問させていただきます。 

 初めに生活困窮者支援事業について、予算書 124 ページ、報告書 22 ページです。2016 年

度の新規の相談数 94 件ということですけれども、私の印象としては少ないのかなというふ

うに思うんですけれども、他の自治体と比較してどうなのかということと、それから、ど

のような特徴をもった報告を受けているのかお伺いします。 

 それから、中学生の学習支援も軌道に乗っていることかと思いますけれども、課題など

はないのか、参加している中学生からのモニタリングというんでしょうか、意見等は聞か

れているのか、お伺いします。 

 それから、続きまして、公的介護施設等整備支援事業、予算書 126 ページ、報告書 12ペ

ージですけれども、これまで何度か、地域密着型サービスであります小規模多機能型居宅

支援の施設について質問してきたんですけれども、2016 年度に新設された大曲の施設かと

思いますけれども、こちらの運営状況についてお伺いします。 

 ミニデイサービス支援事業、予算書 126 ページ、報告書 19 ページです。これは事務事業
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評価によりますと、「支出の増加により見直し」というふうに書かれているんですけれども、

こちらはどのような見解でこういう結果となっているのかをお伺いします。 

 それから、障がい福祉サービス等事業で、予算書 130 ページ、報告書 18ページです。こ

れは、障がい児通所支援利用者負担助成についてなんですけれども、市内に放課後児童デ

イサービス、これが数多く、最近も増えているんですけれども、実際に対象児童というの

は増加しているのかどうかお伺いいたします。この件は以前に一般質問でもお聞きしたん

ですけれども、2016 年の 3 月に厚労省のほうから「障がい児通所支援の質の向上及び障が

い児通所給付費等の通所給付決定に留意事項」という通達が、北海道を通じてだと思うん

ですけれども、あったと思うんです。この中には、特に放課後等デイサービスが単なる居

場所となっていたり、発達支援の技術が十分ではない事業所が、軽度の障がい児を集めて

いる事例があるというような指摘がされていました。この質の向上と、支援内容の適正化

を図るために、ガイドラインの活用の徹底を図ることや、障がい児童の本人の最善の利益

を図って、支給料の判断をすることや、あとは、家族のレスパイトの場合は、日中一時支

援等を利用することなどが盛り込まれていましたけれども、この辺について、見解をお伺

いいたします。 

 続きまして、予算書で見つけられなかったんですけれども、報告書の 17ページ。障がい

児医療的ケア支援事業は、登録は 3 名となっていますけれども、2016 年度利用実績がなか

った理由はどうなのかをお伺いいたします。 

 児童扶養手当支給事業なんですけれども、予算書 138 ページ、報告書 13ページ。これは

以前から課題となっていた扶養手当の支給の方法。これは今まで 4カ月分をまとめて、年 3

回の支給となっていることに対して、やはりなかなか、ひとり親家庭ですとか、経済的に

厳しいご家庭にとっては、なかなか家計管理が難しいとの声がありましたが、この辺の当

市における実態はどうなのか。それから、厚労省が 2 カ月ごとの支給になるような見直し

を検討しているというような記事を読んだんですけれども、こちらのほうはどういうふう

になっているのかをお伺いします。 

 最後、子どもの権利擁護事業についてです。予算書 140 ページです。この子どもの権利

条例が北広島市にできてから数年経過していますけれども、なかなか理解が、大人や子ど

もも含めてなかなか進んでいないというのは、おそらく調査のパーセンテージからも理解

できると思うんですけれども、以前から条例を啓発してもらうための方法として、子ども

たちに啓発グッズを配付することなどを提案していて、多分これまで市のほうでも検討さ

れてきているのではないかと思うんですけれども、2016 年度、どのような検討が行われた

のか、お伺いします。以前、私もいろいろ研修会に行きまして、世田谷なんですけれども、

いろいろとグッズ、こういうカードは北広島市でもつくっていますけれども、消しゴムと

か、定規とか。それから、クリアファイルなんかも、かわいいのがあるんです。こういう

ようなものを子どもたちに渡して、啓発を図るということもぜひ検討していただきたいん

ですけれども、そちらのほうはどうだったのかをお伺いいたします。 
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國枝委員長 

 新川生活保護担当主査。 

 

新川生活保護担当主査 

 田辺議員のご質問にお答えいたします。 

 生活困窮者自立支援事業の相談内容と傾向につきましてですが、相談内容につきまして

は、経済的な困窮による就労相談、健康に関する相談、家計に関する相談が大半を占めて

おります。疾病による引きこもりを抱えている等、家族関係に関するものなども、さまざ

まな相談が寄せられている実績があります。相談件数につきましても、石狩管内の他の市

町村と見比べてほぼ変わらない状況となっています。 

 学習支援事業につきましてですが、平成 28 年度は中学 1年生 8名、中学 2年生 3名、中

学 3 年生 6 名の合計 17 名の参加がありまして、中学 1、2 年生については、テストの結果

につきましてですが、大体横ばいから、または向上しているという結果をいただいており、

また、テスト以外につきましても、「家で学習する習慣がついた」ですとか、「塾を楽しみ

に行っている」という温かいご意見もいただいております。また、中学 3 年生につきまし

ては、全て志望校に合格できたという実績もあります。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 荒川給付・保険料担当主査。 

 

荒川給付・保険料担当主査 

 公的介護施設等整備支援事業についてお答えさせていただきます。 

 小規模多機能施設につきましては、利用する際に事前の利用者登録が必要となっており

ます。28 年度に開設した施設につきましては、28 年度中は登録定員 24 名に対し、登録者

数が 1 名前後と非常に低迷した状況が続いておりましたが、今年度に入りまして、法人か

らも事業の立て直しを図る旨の申し出をいただきまして、9月現在徐々に伸びておりまして、

4名の登録となっております。事業の運営上まだ十分とは言えませんけれども、今後の状況

に期待しているところでございます。 

 28 年度の支援事業で整備をしまして、29年 4月 1 日に事業者指定を受けました事業所に

つきましては、残念ながら利用希望者の方が今いないということで、9月現在未開設の状況

となっておりますが、職員等の雇用は確保されておりまして、いつでも開設できる状況に

あるということは確認しております。従前から開設しておりました施設で、9室ありました

宿泊室のうち 4 室を障がいサービスに転用した施設がございましたが、こちらにつきまし

ては、今現在も宿泊室が 5室ございまして、元々6名を超える宿泊というのはございません

でしたので、利用者様への影響はなかったものと捉えております。 
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 小規模多機能施設につきましては、訪問介護、通所介護、短期入所の全てのサービスを 1

つの施設で賄うことができまして、利用者様の身体状況に応じて柔軟なサービスを提供で

きるサービスですので、長く居宅生活を続ける上では非常に有効なサービスと考えており

ます。北広島では、小規模多機能施設につきましては、若干低迷している状況が続いてお

りますが、その理由の 1 つとして、小規模多機能と呼ばれている施設の内容がわかりにく

いですとか、認知度が低いことが挙げられていると思いますので、今年 7 月 1 日の広報で

も特集記事を組むなどして、今後も市としても周知に努めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 

 

渡邉高齢者福祉担当主査 

 私のほうから、ミニデイサービス支援事業についてお答えさせていただきたいと思いま

す。現在ミニデイサービス支援事業ですが、平成 28 年度現在の状況といたしましては、ミ

ニデイサービスの登録団体が 13 団体。ボランティア登録者数が 112 人。利用者登録数が 348

人となっております。また、地域お茶の間の登録団体が 9 団体。ボランティアが 115 人と

なっており、ミニデイサービス支援事業の助成の実績としましては、平成 28 年度現在では

ミニデイサービスとしては、360 万 7477 円。地域お茶の間としましては、75 万 6円となっ

ております。 

 平成 29年度に入りまして、地域お茶の間の登録が新たに団地地区と西の里地区のそれぞ

れ合計 2 団体が登録するなど、年々利用者、登録団体とも増加しておりますので、助成額

についても増加している傾向となります。事務事業評価で記載させていただきました見直

しにつきましては、年々事業費が増加しているというところからこの事業を継続可能なも

のとするために、この事業を見直していくということで記載させていただいております。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 川又障がい福祉担当主査。 

 

川又障がい福祉担当主査 

 私のほうからは、障がい児の利用者負担の軽減のお話と、医療的ケアの支援事業の話。2

点についてお話をさせていただきたいと思います。 

 まず、障がい児に対する利用者負担の軽減についてでありますけれども、平成 27年度に

つきましては、障がい児通所支援の利用者 195 名に対しまして、うち利用者負担軽減の方

が 158 名。平成 28年度につきましては、同じく障がい児の通所利用者が 218 名に対しまし
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て、うち利用者負担軽減の方が 177 名ということで、障がい児通所支援を利用されている

方が伸びてきている現状がございますので、早期発見、早期療育というこの制度の目的か

らして、一定程度の成果は上がってきているものと捉えております。 

 あと、質の向上というお話がございましたけれども、自立支援協議会などを活用いたし

まして、地域とのネットワークを構築するという取り組みも行ってございます。 

 障がい児支援の事業所を集めた交流会などを開催いたしまして、課題とかの整理。あと、

質の向上について取り組んでいるところでございますので、議員のお話にありましたガイ

ドラインに基づく支援を含めまして、質の向上についても今後も取り組んでまいりたいと

考えております。 

 続きまして、障がい児医療的ケア支援事業の実績がないという理由についてでございま

す。現在当該の事業の登録者につきましては、3名おりますけれども、そのうち 2名が在宅

で生活されておりまして、残り 1 名が施設入所されている方で、外泊の時にこちらにお戻

りになることを想定しての登録となっています。この事業、看護師などが配置できていな

い施設や場所へ、看護師を派遣する事業でござまして、登録者が特に日中過ごされている

場所が、現在看護師が配置されている福祉サービスの事業所などでございますので、利用

実績がない現状でございますけれども、今登録されている 3 名とも市の福祉課、あとは障

がい者支援センターみらいなど、さまざまな関係機関と連携を図りまして、生活を支えて

いるという現状でございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 児童扶養手当の支給方法につきましては、4月、8月、12 月の年 3回ということで、これ

は全国的に同じ月で支給していると認識しております。また、昨年度は 8月に第 2子、第 3

子の加算額が増加となったところでございますが、こちらの支給につきましては、当市に

おきましては、全体の総合市民情報システムの保守等の委託の中で対応しているところで

ございます。この児童扶養手当の支給改正につきましては、先ほど委員がおっしゃったと

おり、家計管理の観点から厚労省において年 3 回のところを年 6 回にということで、増や

す検討がなされているところでございます。こちらが、今確認しております情報の中では、

2019 年度に厚労省はこの回数を増やしていきたいという考えのようであります。これにつ

きましては、自治体のシステム改修等に必要な財源が必要ということで、総務省など関係

省庁と協議をしていくということで聞いております。 

 続きまして、子どもの権利の関係でございますが、権利擁護事業の啓発につきましては、

本市の条例の中で、11 月が子どもの権利月間になってございますことから、市内の全小中
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学校にパンフレット、小中高に子どもの権利カードを毎年配付しております。このほか、

町内会に子どもの参加ガイドを配付しております。また、PTA 連合会の研究大会の子どもの

権利の分科会等にも参加をしているところでございます。さらには毎月子どもの権利の相

談員が月に 2回、各地区において子供に対する権利相談、親からも受け付けておりますが、

その際に、普及啓発ということで児童センター等に来られている子どもさんたちを集めま

して、その中で普及活動を行ってございます。啓発グッズにつきましては、昨年の推進委

員会の中でも話題が出まして、今後も引き続き必要かどうかとか、新たなものをつくるか

どうかということについては、検討していきたいと思います。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 それでは、再質問します。 

 初めに、生活困窮者支援事業についてなんですけれども、相談の内容や中学生の効果が

出ているということはわかりました。必須事業をやっているわけですけれども、今後任意

事業であります、家計相談事業への取り組みをぜひ検討していただきたいと思うんですけ

れども、それは、昨日辺りの質問でも保育料とか学童クラブ、市営住宅滞納の実態もある

ということで、やはりこの計画的なお金の使い方の相談を受ける、ファイナンシャルプラ

ンナーですとか、そういう専門的な方の相談を受ける家計相談の必要性というのが生活困

窮者支援事業の中の任意事業のメニューにあると思うんですけれども、やはり単にお金を

貸したり、就職を促すだけでは、なかなか生活は立て直せないと思うんです。よくご当人

のお話を聞いて、将来を見通せる家計プランを立てて、長期的にフォローすることで、生

活困窮から抜け出せるということが言われておりますので、こちらの任意事業への検討は

今後できないものなのかをお伺いいたします。 

 それから、介護施設等整備支援事業で、小規模多機能のことで、なかなか 1 件から 4 件

になったとか、未だ開設できないとか、現実問題として小規模多機能の運営状況というの

は厳しいということがわかりました。これらの施設は、第 6 期の事業計画の中で基づいて

常設されたわけなんですけれども、これを受けて次期の計画に向けてはどのような見解を

お持ちなのかお伺いいたします。 

 それから、ミニデイサービス支援事業については、利用が広がってきたので見直しとい

うのは、予算を増やすというような、そういう方向で行くということで、拡大していくと

いう方向で受け取ってよろしいのか、お伺いします。やはり、歩いて行ける地域に高齢者

が気軽に訪れることができる居場所の存在というのはとても重要だと思うんです。今後は

空き家などの利用も含めて、サロンを地域の中に、市民が個人でも増やしていけるような
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対策が必要ではないかと思います。これは、やっている主催者側の介護予防にも実際なっ

ているというのを私もすごく実感しているので、そういうことも検討できないのかお伺い

いたします。 

 続いて、障がい福祉サービス事業についてなんですけれども、ガイドラインに沿って運

営していくということはわかったんですけれども、この中でやはり障がい児についても一

般施設。保育所ですとか、放課後児童クラブ等の一般施設を利用する機会が確保されるこ

とも盛り込まれているんですけれども、こちらのほうはどうなのかお伺いいたします。な

かなか北海道の管轄なので、児童デイも中身がなかなか見えないというところがあるので、

いろんなことを市としても注視していかなければいけないと思うんですけれども、いかが

でしょうか。 

 それから、先ほど漏れたんですけれども、障がい福祉サービスの中で、重度の障がい者

のショートステイの受け入れ先が少ないという話を聞くんですけれども、この辺について

の認識はいかがでしょうか。それから、こういう重度の方の訪問介護ですとか、きっとご

存じだと思うんですけれども、事業者側もなかなか、皆が高齢化してきまして、なかなか

体力的に難しくて、2人体制でなければケアができないという場合の時間数というのが配慮

されているのかもお伺いします。 

 障がい者医療ケア事業については理解いたしました。 

 それから、児童扶養手当、国のほうでも 2 カ月おきの支給を検討されているということ

なんですけれども、自治体によっては兵庫県の明石市のように、自治体として毎月支給し

ているという月もあるんですけれども、国が 2 カ月おきに、これから多分システム改修は

国のほうの補填になると思うんですけれども、それを市が独自に毎月といった場合、これ

はなかなか難しいのかどうかお伺いいたします。 

 最後に子どもの権利事業についてなんですけれども、私は、なかなか啓発が進んでいな

いという認識です。いろいろ、市のほうとしても、カードですとか、パンフレット等を子

どもたちに渡しているということなんですけれども、はっきり言ってとっても地味なもの

ではないかと思うんです。やはり、子どもたちが手に取って「かわいい」だとか、「いいな」

と思えるような、そういうグッズをぜひ更新していただきたいと思うんです。他都市の事

例とかもいろいろあると思いますので、そういうことをぜひ検討していただきたいのです

が、いかがでしょうか。 

 

國枝委員長 

 新川生活保護担当主査。 

 

新川生活保護担当主査 

 家計相談支援事業の任意事業についての考えですが、現在、家計相談支援事業について

は、自立相談支援事業の相談の中で、債務状況や支出内訳等を聞きながら対応している現
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状があります。任意事業についての実施については、今後、他の市町村の動向を見ながら

実施するかどうかを検討していきたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 荒川給付・保険料担当主査。 

 

荒川給付・保険料担当主査 

 小規模多機能施設についてですが、まずは、今現在ある施設の安定した継続的な運営と

いうのが重要になってくると思います。今後、第 7 期計画策定においても、小規模多機能

を含めまして、各施設の整備については検討を行いますけれども、慎重な判断が必要にな

ってくるものと考えてはいます。今現在、第 7 期策定にあたりましては、第 6 期計画の結

果の分析を行っておりまして、今後、実際、施設の需要等を検討した上で、小規模多機能

を含めた施設整備について検討を進めてまいります。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 

 

渡邉高齢者福祉担当主査 

 それでは、ミニデイサービス支援事業の関係の再質問についてお答えします。 

 当市としましても、ミニデイサービス支援事業の団体数、利用者数が増えることについ

ては、高齢者の孤立や閉じこもりを防止する面でも、非常に喜ばしい傾向にあるかと考え

ております。現行制度の見直しというところでいきますと、まず、継続可能な制度とする

ためには、現在、それぞれこのミニデイサービス支援事業以外の助成事業としまして、老

人クラブへの助成事業などを実施しています。そういったところでは、定額助成というこ

とになっている制度ですが、それ以外のところでいきますと、先ほど田辺委員からもお話

がありましたように、介護予防日常生活支援総合事業を実施したということで、介護予防

では皆さんの通い慣れた地域で通える場所、集えるような介護事業を実施することが非常

に重要となっております。そういった場合、今回のミニデイサービス支援事業とするのか、

一般介護予防事業とするのかという制度間の公平性等の兼ね合いから、検討を進めながら、

今後見直しを進めていきたいというふうに考えております。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 
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千葉子育て支援室長 

 児童扶養手当の支給回数の関係でございますが、今、田辺委員がおっしゃった、兵庫県

明石市が今年度試験的に初めてやるということで聞いてございます。試験的ということで、

今年度については 15 名を募集して行うそうでございます。18 年度以降これを拡大するとい

うことでございますけれども、先ほど言いましたとおり、国のほうでは 19年度から実施す

るということになってございますので、仮にこれを来年やったとした場合、本市の場合、

児童扶養手当の年間所要経費が約 2 億 5 千万円ということで、これを回数を倍に増やすと

いうことや、約 1憶 7500 万円程度を建て替え払いを一度市がしなければならないというこ

とがございますことから、このことについては、国のほうが実施するであろうということ

もありまして、今のまま進めていきたいというふうに考えております。また、システム改

修にも費用もかかりますし、人件費等にも影響が出るものと考えております。 

 続きまして、子どもの権利擁護の関係ですが、啓発グッズについては、今年も権利の委

員会を開催する予定となっておりますことから、その中でも委員の方にもお諮りしていき

たいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 川又障がい福祉担当主査。 

 

川又障がい福祉担当主査 

 先ほどの障がい児のガイドラインの関係でございますけれども、一般施設についてのご

利用というお話でございますが、それを含めまして地域支援のネットワークをどう構築し

ていくかというあたりも、引き続き検討してまいりたいと考えているところでございます。 

 続きまして、重度障害のある方のショートステイのお話しかと思いますが、市内に医療

型と言いまして、医療的ケアの必要な、重度の方が利用できるショートステイはございま

せん。全道でも数カ所しかございませんで、道内に限らず全国的な課題となっているとこ

ろでございます。重度心身障害のある方の地域での暮らしをどう支えるかというのは、課

題でございますので、現在障がいの次期計画、平成 30 年度から 32 年度までの計画を策定

している段階でございますので、それらを踏まえて検討してまいりたいと考えてございま

す。 

 事業所の 2 人体制のお話があったと思います。例えばガイドヘルパーであるとか、ホー

ムヘルパーであるとか、2人体制の部分でございますけれども、その方々の状況を見ながら

随時 2人の支給決定をさせていただいておりますので、2人体制が必要な方については充足

しているものと考えております。 

 以上です。 
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國枝委員長 

 それでは、午後 1時まで休憩といたします。 

 

休 憩  11 時 56 分 

再 開  12 時 56 分 

 

國枝委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 引き続き質疑を行います。 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 それでは、通告の質問のうち、ひとり親家庭支援事業と子ども発達支援事業については、

カットさせていただきまして、ほかの 3つについて質問をいたします。 

 まず、自立支援医療給付について、決算書 133 ページですけれども、この自立支援医療

給付制度につきましては、対象者としては精神通院医療と、更生医療。更生医療は障がい

を持った成人の方ということになるかと思います。育成医療は、身体に障がいを有する児

童の方。20 歳未満の方ということになると思います。この医療給付ですけれども、報告書

18ページには、更生医療受給者が219人、育成は16人ということになっていますけれども、

精神疾患の通院医療だとか、あるいはちょっとこれに外れるかもしれませんけれども、平

成 27年度制度改定されました、難病患者の医療費支援。これについてはどうなっているの

かお伺いいたします。 

 それから、129 頁ですが、障がい者地域活動支援センターの事業についてお伺いいたしま

す。各活動支援センター、今はクレインと、手仕事屋さんと、MHC があると思いますけれど

も、この実態はどうなんでしょうか、お伺い足します。 

 3 番目に、社会福祉等団体活動支援事業ということで、社会福祉協議会の活動についてお

伺いいたしますが、社協の活動としては、介護予防における地域支援事業や、地域の困り

ごと相談、心配事相談。それから、生活困窮者支援等について力を注ぐことができるよう

に、私は体制の強化を図るべきではないかと思いますけれども、この社協さんの活動実態

と、それに対する見解についてお伺いいたします。 

 

國枝委員長 

 川又障がい福祉担当主査。 

 

川又障がい福祉担当主査 

 板垣委員のご質問にお答えいたします。 
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 私のほうからは、自立支援医療の部分と、障がい者地域活動支援センターの 2 つについ

て答弁させていただきます。 

 ご質問にありました、自立支援医療の精神通院、難病の医療費助成の部分でございます

が、まず精神通院につきましては、市で行っている事務が申請に係る進達事務のみでござ

いまして、事業の所管が北海道千歳保健所になりますが、保健所の所管となっております。

受給者数につきましては、主要施策の報告書のほうにも当市の事業ではないということで

記載してございませんけれども、平成 29 年 3 月現在の受給者数の交付者数、889 名おりま

す。これは平成 27 年 28 年と大体、おおむね横ばいの状況となってございます。難病医療

の件でございますけれども、同じく平成 29 年 3 月現在でございますが、647 名ということ

で保健所のほうから聞いております。 

 次に、地域活動支援センター事業でございますが、委員ご指摘のとおり、MHC 北ひろしま、

手仕事屋、クレインと市内に 3 カ所ございますけれども、各センターとも創作活動ですと

か、生産活動ですとか、特色ある活動を行っているところでございます。活動実態という

お話でございますけれども、例えば就労体験型のカフェであるとか、手芸、あと、箸折り

とかの下請作業などを各センターで行っているところでございます。通所者の部分でござ

いますけれども、なかなか今現在伸びてはきていないということを捉えております。この

理由といたしましては、福祉的な就労支援事業所の増加でありますとか、障がい者の日中

活動の場が広がっていることも要因として挙げられると捉えておりますが、一方福祉事業

所へ通うことが難しい障がいのある方の日中活動の場としては、市としても必要な機能と

捉えておりますので、このセンターは重要と考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 林福祉庶務担当主査。 

 

林福祉庶務担当主査 

 私からは、社会福祉等団体活動支援事業の中で社会福祉協議会についてのご質問につい

てお答え申し上げます。 

 社会福祉協議会につきましては、地域福祉の推進を図ることを目的とする団体といたし

まして、社会福祉法に位置付けられております。営利を目的としない、社会福祉法人とし

て運営をしているところでありまして、地域におきまして、民間の自主的な福祉活動の中

核となり、住民の参加する福祉活動を推進し、ボランティア、NPO、福祉施設、行政、関係

団体などと協働いたしまして、誰もがいきいきと安心して暮らすことのできるまちづくり

を目標として、さまざまな福祉事業を展開しております。市からの受託事業といたしまし

ては、配食サービス事業、テレフォンサービス事業、除雪サービス事業、おむつサービス

事業などの在宅福祉事業のほか、平成 28 年度からは成年後見センター事業、地域支え合い
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センター事業を実施しているところであります。そのほか、地区社会福祉委員会や民生委

員、児童委員、自治会、町内会の協力を得ながら実施しています地域福祉推進事業、心配

事相談事事業や、資金貸付事業、ボランティア活動の中心となる、ボランティアセンター

の運営や研修の開催などのボランティア活動事業を実施してるところでありますので、地

域福祉の推進について重要な事業を実施しているものと考えております。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 それでは、再質問いたしますが、まず自立支援医療給付についてでありますけれども、

今ご答弁では、精神疾患通院医療は 889 名ということでしたけれども、これは平成 26 年度

の報告によります、当市の障がい者の方々の数ですけれども、1299 人ということで、 

これは 65 歳以上の高齢者の方も含めた数だと思いますけれども、そのうちの 20 歳から 60

歳までの方が 801 人という形になっているんですけれども、その高齢者の方あるいは 65歳

以上の方々はいろいろ介護保険だとか、あるいはそのほかの支援を受けて、介護の医療の

支援を受けていると思いますけれども、この 20 歳から 60 歳までの方々が、本当に医療の

助成を受けていられるのか。漏れている方もたくさんいらっしゃるのではないかというよ

うな感じがするんですけれども、そのうちで精神障がい 1 級の手帳をお持ちの方は重度障

がい医療費助成ということで、受けられているかもしれませんが、それ以外の方について

は医療費助成が受けられていないとすれば、これは道の制度であったとしても、ほかの、

例えば子ども医療費助成だとか、重度障がい児医療費助成だとか、市は独自に上乗せ助成

しているわけですけれども、そのような形で精神障がいの方々にも市独自の上乗せ助成が

必要ではないかなというように思いますけれども、その辺の見解をお伺いいたします。 

 活動支援センターの実態についてですけれども、ある活動支援センターでは 11 名から登

録が 6 名に減ったりというような状態で、その実態としては高齢化しているというような

状態だと思いますけれども、一方で MHC の登録は 20 人という形になっているんですが、と

りわけ精神障がいの方々の居場所として、今ご答弁にもありましたけれども、こういった

活動支援センターというのは必要ではないかというように思います。今申し上げましたよ

うに、入院、通院している人でも 1300 余り、あるいは働き世代 60 歳以下の方でも 800 人

ほどいらっしゃるわけで、そういうような方々の居場所としてもぜひ必要ではないかと。

居場所づくりとして、もっと MHC なんかも多くの人が通所できるように、改善していって

もらえたらと思いますけれども、その辺の見解を伺います。 

 それから、社協の活動についてはあまり適正な評価では なかったのではないかなとい

うように思うんですけれども、例えば心配事相談などについても、以前は 139 件くらいあ
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ったんです。ところが、平成 28 年は、65 件。半分に減っているわけです。それから、福祉

基金、福祉金庫等についても、11 件あったものが今たったの 2 件というような状況、非常

に活動が私はあまり活発にはなっていないのではないかというように思うんです。本来、

特に障がいを持たれた方の、相談支援事業だとか、あるいは就労支援事業だとかいうよう

なことも社協さんでやるべきではないかと思うんですけれども、障がい者の方々の相談を

「みらい」さんや、「めーです」さんに任せきりになっている。まかせっきりというか、大

部分依存してしまっている。「みらい」さんは 6643 件も相談支援をやっている。「めーでる」

さんも 3855 件と、非常に多くの相談支援をしているわけですけれども、こういうような相

談支援をもっと社協で行うべきで、そのために体制を強化すべきと思うんですけれども、

見解をお伺いします。 

 

國枝委員長 

 川又障がい福祉担当主査。 

 

川又障がい福祉担当主査 

 精神通院の部分で再質問にお答えさせていただきます。 

 委員のご指摘の、漏れている方がいらっしゃるのではないかというお話がございました

けれども、現計画の平成 26 年 4 月の数字だと思いますが、その数字には入院と通院の部分

で、保健所から入手した数字を載せているところでございます。その現在の数字でござい

ますけれども、平成 29 年 3 月で言いますと、1484 名いらっしゃるところ、受給者の 889 名

と比較すると 800 名ほど差がある状況ではございます。自立支援の制度と 1 年の更新とい

うところがございますので、病状が比較的良くなって、治療の必要がなくなったという方

もいるものですから、保健所で押さえている数字と自立支援医療の数字に差があることは

出てくるかなと思っているところでございます。治療中断であるとか、精神の障がいのあ

る方につきましては、市の保健師、相談支援、「みらい」さん、「めーでる」さんと連携を

図りまして、制度利用ですとか家族支援、地域支援を行っているところでございますので、

引き続きその部分については連携を強化して、支えていきたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 林福祉庶務担当主査。 

 

林福祉庶務担当主査 

 社会福祉協議会の関係の再質問についてお答え申し上げます。 

 障がいの関係の相談窓口の部分というお話もございましたけれども、福祉に関する相談

窓口といたしましては、社会福祉協議会のほか、市における高齢者、障がい者、生活保護



36 

 

児童などの各担当部署と、高齢者や障がい者の各支援センター、生活困窮者自立支援事業

所などが相談窓口となっております。また、個別の相談内容に応じまして、お互いに連携

を図りながら、支援を実施している状況となってございます。市といたしましては、各相

談窓口が充実したものとなるよう、引き続き支援を図ってまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 この件につきましては、答弁が納得できませんので、留保させていただきます。 

 もう 1 点答弁漏れかなと思いますけれども、精神障がいの方々の居場所づくりとして、

もう少し MHC さんなんかの強化を図るべきと思いますけれども、どうでしょう。 

 

國枝委員長 

 川又障がい福祉担当主査。 

 

川又障がい福祉担当主査 

 答弁漏れがありました。 

 地域活動支援センターの居場所づくりと、精神障がいがある方の居場所づくりに関して

答弁漏れがありました。申し訳ございません。 

 各センターの機能強化につきましては、その都度情報交換ですとか、相談をお受けしな

がら執り行っているところであります。例えば、MHC 北ひろしまにつきましては、違う事業

所に通っている方ですとか、一般に就職されている方を利用できるように、今、金曜日だ

ったと思うんですが、営業時間を延ばしておりまして、新たな通所者を呼び込むような取

り組みもセンターで行われているところでございます。一朝一夕で増えるという話ではあ

りませんけれども、地域活動支援センターの機能は重要と考えていますので、これからも

引き続きセンターの取り組みを支援してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 川崎委員。 

 

川崎委員 

 それでは、私のほうからは 1点だけ。 

 決算書 151 ページ、報告書の 23 ページになります。特に報告書の 23 ページからお聞き
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したいと思います。この事業費、11 億 4 千万円ほどあります。で、この事業費の中で、ま

ず、お聞きしたいのが、151 ページで、扶助費が 11 億 2 千万円、償還金利子及び割引料が

約 2 千万円近いお金があります。まず、この償還金利子及び割引料の中身について教えて

いただきたいということ。それから、この報告書に戻りますけれども、財源の内訳の中で、

生活保護費返還金ということで、952 万 6 千円が計上されているんですが、これは 28 年度

に支給された不正受給の関係の返還金なのか。どういうものなのかを教えていただきたい。

特に、そうでなければ、この 28 年度中に不正による返還金があったのか、そこも含めて教

えていただきたい。 

 もう 1 点は、生活保護費というのは、国の大きな事業であるというふうに思っています

けれども、扶助費の 11億 2 千万円のうち、この表で見ると国庫支出金が 8億 4千万円ほど

であって、一般財源が 2 億 6 千万円近いお金が出ているんですけれども、これの生活保護

費の国と自治体との負担割合というのはあるのかどうか、その辺についても教えていただ

きたい。 

 以上、お願いします。 

 

國枝委員長 

 林福祉庶務担当主査。 

 

林福祉庶務担当主査 

 生活保護費等支給事業の関係のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、扶助費と償還金利子及び割引料の支出の決算なんですけれども、償還金利子及び

割引料につきましては、平成 27 年度の生活保護費の国庫負担金の、27 年度の実績報告に対

しての額の確定が、28 年度に行われることから、国負担金の返還額として、1,984 万 9990

円ということで、額が確定して返還をするものでございます。 

 あと、負担割合につきましては、保護費に係る費用の 4 分の 3 が国の負担金となってご

ざいます。残りの 4分の 1が市の負担という状況になってございます。 

 収入のほうの返還金、950 万円の割合につきましては、28 年度中に債権が発生したもの

につきまして、549 万円。27 年度までに債権が発生した返還金の部分が 403 万円という内

訳になっておりまして、保護費の支給に対する返還の部分の収入額となってございます。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 川崎委員。 

 

川崎委員 

 今の説明でよくわからなかったんですけれども、最後のところからいきますけれども、
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この 900 何万という部分について、なぜ 27 年度分と 28 年度分が合算された数字がここに

載ってくるのか。27 年度分に返してもらいきれなかった分が 28年分に入ってきたという形

で捉えるべきなのか、その辺についてもう少し詳しく説明していだきたい。 

 それから、最初の償還金利子及び割引料の 2 千万円についてよく聞き取れなかったんだ

けれども、もう 1回説明していただけますか。 

 

國枝委員長 

 林福祉庶務担当主査。 

 

林福祉庶務担当主査 

 まず、950 万円の返還金、こちらの内容についてお答え申し上げます。 

 返還金につきましては、まず発生した時に調定を起こし、それに対して収入として処理

をしているところでございますけれども、年度内に収入ができなかったものにつきまして

は、次年度に繰り越して次年度で調定をあげて引き続き収納に努めるということで処理を

しているところでございますので、28 年度につきまして、先ほど申し上げましたとおり、

28 年度に発生した債権についての部分と、27 年度までに発生した債権ということで、把握

をしているところでございます。 

 それと、償還金利子及び割引料の部分のご説明でございます。わかりづらくて申し訳ご

ざいませんでした。これにつきましては、生活保護費の国庫負担金の処理の中で、年度が

終わって実績報告を挙げて、それに対する額の確定というのが、翌年度に確定が処理され

ることになっておりまして、平成 27 年度の生活保護費の国庫負担金の額の確定が平成 28

年度に行われて、それに伴う国への返還額ということで、1984 万 9 千円という内訳になっ

てございます。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 川崎委員。 

 

川崎委員 

 支出ということでなくて、要は戻した数字ということで理解していいんだろうと思いま

す。 

 何かに使われて、ここの部分でなんらかの節減ができないかではなく、そういう前年度

の部分についての返還というか、国へ返還するということだったと理解しました。もう 1

点ですが、先ほど質問するのを忘れたんですが、この最初のところに、中国残留邦人等に

対する支援支給を行うとあります。この北広島市に、そういった該当する方がいらっしゃ

るのかどうかということ。 
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 もう 1 つは、それ以外にこれは実際によってはいろいろ解釈があって、やっているとこ

ろとやっていないところがあるようなんですが、北広島では外国人に対する生活保護支給

をやっているのか。やっていれば、その実績はどうなのかということと、やらないという

意思なのかどうか。その辺について説明していただきたい。 

 

國枝委員長 

 新川生活保護担当主査。 

 

新川主査 

 中国残留邦人支援につきましては、1世帯実施しております。また、外国籍に対する生活

保護支給につきましても、1世帯への支援を行っております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 自分のほうから、1点だけ。 

 教育保育施設給付事業は、取り下げます。 

 決算書 139 頁、児童扶養費支給事業。これについて、予算を組むときには児童数を計算

して予算額を決めていると思うんですけれども、28 年度予算から決算の額を引くと、1 千

万円ほど少なくなっているんですけれども、これはどのような理由なのか教えてください。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 児童扶養手当の見込みにつきましては、当初予算編成時に対象児童の年齢到達による減

少、また、新規の申請や婚姻などによる支給要件の解消などによる増減、受給者の転出入

による増減などを想定して予算を計上しているところでございます。全部支給と一部支給

あわせてになりますが、当初の見込みよりも延べ月数で 174 月、受給者数で 15名ほど少な

かったことから、当初予算よりも少なくなっています。これにつきましては、3月に減額の

補正をしたところです。 

 以上です。 
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國枝委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 15 名少ないということですけれども、これは対象者全員に支給されたということでよろ

しいでしょうか。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 支給漏れとか、そういうことはございません。対象者には支給してございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 私のほうからは 5項目質問させていただきます。 

 まず、児童センター運営費について、決算書 137 ページです。 

 これは、大曲児童センターや委託運営している児童センターについてなんですけれども、

子どもたちが児童センターで利用する通告のほうには「カードゲーム」とあるんですが、

ほかに子どもたちが読む本ですとか、プレイルームで遊ぶボールなどの遊具、そういった

遊ぶアイテムのものの更新や整備の予算について、契約の仕様書などで何割までとか、い

くらまでなどの予算枠の定めがあるのかどうか。それとも、事業者の裁量に任せているこ

となのか、こちらについてお伺いします。 

 次に、病児緊急預かり事業と、ファミリーサポートセンター事業の講習会の費用につい

てお伺いします。決算書 139 ページ、成果に関する報告書 13 ページ。また、ファミサポの

ほうは決算書 141 ページ、報告書のほうは 14 ページになります。 

 両方の 2 つのサポート事業の子育て家庭を支援する方たち、協力会員養成のための講習

会が毎年開催されていますが、昨年度、また今年の受講状況もおわかりでしたら、受講状

況について伺います。そして、このカリキュラムは確か全部で 30 時間ほどのカリキュラム

だったかと思うんですが、この講習会の開催費用は、いくら掛かっているのか、それぞれ

の事業ごとに講習会の費用が出ているものがあれば、お伺いいたします。 

 それから、次に、子ども子育て支援プラン推進事業についてお伺いします。決算書 147

ページ、報告書は 15 ページです。子ども子育て会議が開催されています。これは 2013 年
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度から開催されているもので、幼児期の保育及び地域の子ども子育て支援を総合的に進め

るための計画づくりを審議するというものですが、当市の会議の委員の任期は 5年間です。

2016年度決算年度は4年目、そして今年度が任期の区切りとなる最後の区切りとなります。

質問が、近隣の自治体では、委員の任期が 2 年または 3 年と定めているようですが、当市

が 5年と定めた理由について伺います。 

 次に、現在の子ども子育て会議の人数と、有識者以外の現役の一般の子育て中の保護者

の方は何名七日伺います。この会議の現時点での進捗状況について伺います。 

 次の項目が、ミニデイサービス支援事業です。報告書のほうが 19ページになります。地

域のお茶の間事業についてなんですけれども、市内 8 団体、各地区開催されているという

ふうにありますが、市内の中で増えている傾向にあるということも、先ほどの質問の答弁

にありましたが、市内の各地区の中でまんべんなく開催されているのか、空白地域として

そういう地域をどう捉えているのかというのをお伺いします。 

 最後が、臨時福祉給付金についての質問です。決算書 134、135 ページ、報告書 22 ペー

ジです。報告書の資料には、申請受付件数というのはあるんですけれども、申請対象者数

というのが起債がありません。こちらについては郵送で書類を発送しているので、把握さ

れていると思うんですけれども、対象者数についてはどのようになっているのか、お伺い

します。 

 

國枝委員長 

 高橋保育課長。 

 

高橋保育課長 

 鶴谷委員のご質問のうち、児童センターに係る質問について、私のほうから答えさせて

いただきます。  

 まず、現在業務委託で実施している大曲と、北広島団地の児童センターについてですけ

れども、玩具類の更新に係る費用は委託料に含む形にはなっておりますが、そのうち何割

を充てるか等の定めはない状況です。また、もちろん各ご家庭で使用しなくなったおもち

ゃなどの寄贈なども随時受け付けている状況です。委託とは言いましても、市の運営であ

ることに変わりはありませんので、私ども市の担当職員も随時児童センターに行きまして、

受託先のスタッフと連携しながら、遊びに支障が出ないように、施設や設備等の適切な更

新に努めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 織田子育て担当参事。 
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織田子育て担当参事 

 鶴谷委員のご質問にお答えいたします。 

 協力会員講習会の費用についてでございますけれども、病児緊急預かり事業及びファミ

リーサポートセンター事業の協力会員講習会につきましては、講習会カリキュラムに重複

するものが多いことから、合同で実施しているところでございますが、この費用につきま

しては病児緊急預かり事業に係る委託料の中に含めて支出しているところでございます。  

 次に、講習会の状況でございますけれども、平成 27 年は 8 名、28 年は 6 名、29 年は 5

名となっております。また、カリキュラムごとについての費用につきましては、今のとこ

ろ押さえておりません。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 子ども子育て会議の件でございますが、この会議につきましては、子ども子育て支援法

第 77条第 1項の規定に基づいて、条例により設置されている会議でございます。これまで

の開催状況でございますが、平成 25 年に初めて開催されまして、25 年度は 3 回、26 年度

は 7 回、27 年度は 1 回、28 年度は 3 回となってございます。また、任期でございますが、

当市の条例におきまして、条例の附則の中で、この度の任期につきましては、平成 30 年 3

月 31 日までというふうに定められているところでございます。任期につきましては、子ど

も子育てプランの計画が 5 年という単位でございますことから、これに合わせるような形

での任期という形になっているところでございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 

 

渡邉高齢者福祉担当主査 

 私のほうからは、ミニデイサービス支援事業の実施登録団体の状況についてご説明した

いと思います。 

 まず、各地区ごとの登録団体数ですが、それぞれ介護保険の日常生活圏域ごとにご報告

させていただきたいと思います。まず、団地地区としましては、ミニデイサービスを実施

している登録団体が 4 団体、お茶の間を実施している団体が 5 団体となっております。次

に東部地区につきましては、ミニデイサービスを実施している団体が 6 団体、お茶の間事

業をしている団体が 2 団体となっております。次に、西の里地区が、ミニデイサービスを
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している団体が 2 団体で、お茶の間事業をしている実施団体はない状況となっておりまし

た。最後に、大曲地区につきましては、ミニデイサービスを実施している団体が 1 団体、

お茶の間事業を実施している団体が 2団体となっております。以上の状況が、平成 28 年度

中までの状況となっておりまして、平成 29年度になりまして、新たな団体が、先ほどお話

ししたとおり、西の里地区、団地地区にお茶の間事業を実施している団体が 1 団体ずつ登

録されることとなりましたので、西の里地区のお茶の間団体が 1団体となり、現時点では 6

団体となっており、それぞれ市内全域のところで事業を実施しているという状況になって

おります。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 林福祉庶務担当主査。 

 

林福祉庶務担当主査 

 私からは、臨時福祉給付金等給付事業についてのご質問にお答え申し上げます。 

 平成 28年度の臨時給付金等給付事業につきましては、消費税の引き上げに対します低所

得者の負担軽減を目的として平成 26 年度から実施しております臨時福祉給付金のほか、低

年金受給者への支援や、所得全体の底上げを目的としまして、高齢者や障がい遺族基礎年

金受給者を対象としました年金生活者等支援給付金の給付を実施いたしました。 

 まず、高齢者向けの給付金につきましては、平成 28年の 4月 14 日から 8月 15 日まで受

付を行いまして、受付件数は報告書に記載のとおり 4389 件となっておりまして、受付人数

につきましては、5493 人という状況になってございます。 

 次に、臨時福祉給付金と障がい遺族基礎年金受給者向けの給付金、こちらは同時に申請

の受け付けを行いまして平成 28 年の 9 月 15 日から 29 年の 2 月 15 日まで受け付けを行い

ました。臨時福祉給付金のほうにつきましては、受付件数が 5738 件で、受付人数につきま

しては 8335 人となってございます。 

 最後に、障がい遺族基礎年金受給者向けの受け付けでございますけれども、件数が 588

件、人数が 604 人という状況になってございます。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 児童センターの運営費の中の子どもたちが使う遊具についての答弁、わかりました。事

業委託をしている先は委託費の中に含まれているということで、子どもにとってやっぱり、
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子どもたちが過ごす時間と、空間と、集うお友達というのが揃っていることで、初めてそ

こが居場所というふうになると考えますので、環境整備については担当の事業者と、おっ

しゃっていたとおりに連携を進めて、整備を進めていただきたいと思います。 

 次に、緊急サポートと、ファミリーサポートの講習会については、毎年協力会員が誕生

されているようで、カリキュラムの講習会の費用も、緊急サポートの委託料に含まれてい

るということでした。今年度の講習会の様子を聞いたところ、今まではファミリーサポー

トの協力会員さん、緊急サポートの協力会員さんで、支援の内容から、受講の必修時間に

今までは少し差があったんですけれども、今年度からはどちらも同じ実数を受講吸うこと

になったと聞きました。講習会の費用負担についてで、緊急サポートになっている業者さ

んとなにか協議した経過はなかったのか伺います。 

 子ども子育て会議について再質問です。会議録を見ますと、委員の出席が揃わないこと

が多いように見受けられます。大体夜の時間の開催が多いのかなと思ったんですけれども、

委員のメンバーも、有識者や保育の現場にいる方、民生委員の方、多様なことが伺えます

が、なるべく揃って出席できるように、日程調整に余裕を持った確認とか、行われていた

のか、この辺りについて伺います。 

 そして、子育て中の保護者の参加についてどうだったのかというのは先ほど答弁が漏れ

たかと思うんですけれども、それに加えて、子育て中の保護者の参加というのが何人かい

らっしゃると思うんですけれども、やはりプランをつくっていく上で、当事者のダイレク

トな意見や情報がとても会議の目的にもとても役に立っていくと考えます。そういう一子

育て中の保護者の方にとっては、会議の専門用語や資料など、会議に慣れていないと意外

と発言しにくいのではないかと私は思います。意見を言いやすくするための進め方や、工

夫など、雰囲気づくり、この辺についてはなにか取り組んできた、工夫をしてきたことは

あるのかを伺います。 

 ミニデイサービス支援事業についての再質問です。地域別にご答弁いただきました。確

認なんですけれども、西部地区は大曲地区に含まれるのかどうか。それとも、別で西部地

区では 2種類とも開催がないという理解でいいのかどうか、確認させてください。 

 

國枝委員長 

 織田子育て担当参事。 

 

織田子育て担当参事 

 協力会員の講習会の件につきましてですが、ファミリーサポートセンターは今まで 18時

間で時数が少なく、近年検討しなければならないかなといったところです。講習会につき

ましては、最新の子育てに関する知識や技術を習得する必要があることから、24 時間の緊

急サポートセンターと同じ時数に変更にしたところでございます。 

 以上です。 



45 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 先ほどの答弁漏れ申し訳ございません。子育て委員の中での、子育て中の方ということ

でございましたが、委員が合計 10名おりまして。学識経験者ですとか、児童福祉施設、ま

たは学校、幼稚園、保育園関係の方、それと、公募の方が 2 名いらっしゃいます。実際の

子育て中かどうかは別にしまして、子育てしている現役の方と、子育てが終わった女性の

方ということで申しますと、4名程度いるのかなと捉えております。 

 それと、日程調整につきましては、この会議に限らず、各委員の方にいくつかの日程の

空いているところを伺いまして、その中でこちらのほうで一番ベストな日を選択している

ところでございます。先ほど鶴谷委員がおっしゃったとおり、子育て中の方ですと、なか

なか夜出づらいということもあろうかと思いますので、今後はその辺についても少し考慮

しながら調整していきたいと考えております。 

 また、会議中の発言等の雰囲気等でございますが。この会議につきましては、計画等を

作成する会議体ということで、審議会的な役割を果たしていることから、一部専門的な用

語が出てくることは仕方がないというふうには思っております。ただ、説明する資料の中

に専門的な用語が出てきた場合には解説的なものを下のほうにつけるなど、そういう工夫

をしていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 

 

渡邉高齢者福祉担当主査 

 私のほうからミニデイサービス支援事業の大曲地区の関係でご説明させていただきたい

と思います。大曲地区で行われているミニデイ団体、地域お茶の間を実施している団体に

ついては、全て大曲地区で実施していただいております。西部地区ということで区分けを

させていただきますと、実施している団体はない状況となっております。先ほどご説明さ

せていただいたのは、介護保険の日常生活圏域という分けでしたので、そういった形でご

説明させていただきました。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 織田子育て担当参事。 
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織田子育て担当参事 

 申し訳ありません。不足のところがございました。講習会についてですけれども、事前

に相手方にということですが、それはご相談しながら、同じ時数なので、一緒に受けさせ

ていただきたいという部分と、研修費用につきましては、先ほどもお答えした委託費用の

中に含まれているものでございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 子ども子育て会議のところで再質問ですけれども、計画をつくるために定められたこと

の話し合いを進めていくというご答弁がありましたが、それも会議を持つための目的とし

ておっしゃるとおりなんですけれども、やはり北広島の子育て事情に関する当事者の話を

公式の場でいろいろ意見を聞ける機会ですので、そして、もう今年度いっぱいで任期が終

了となるのですから、保育の受給調整の目的だけの会議に加えて、忌憚ない発言をしても

らって当市のいろんな支援策に生かしていくということも、子ども子育て会議という名前

の目的のところに合致することだとも私は考えます。今年度の 2017 年度の残りの子育て会

議の開催に向けての見解を伺います。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 

 

千葉子育て支援室長 

 子育て支援に関する情報共有ですとか、意見交換できる場につきましては、この会議に

限らずさまざまな場面でいただきたいと思いますが、今委員がおっしゃったとおり、これ

からまた会議が開催されますことから、審議する内容とは別に、また意見交換ができる議

題なりを設定して開催したいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私のほうからは、移送サービス事業と生活困窮者自立支援事業を質問したいと思います。

ミニデイサービスについては先ほど質問が他の委員から出ましたので、省略したいと思い
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ます。 

 まず、移送サービス事業ですけれども、決算書の 129 ページ、主要施策の報告書では 16

ページになりますけれども、主要施策の成果に関する報告書では、この移送サービスの登

録者が 116 名で、実利用者が 60 名という形で実績が記載されておりますけれども、登録者

数の約半数というような利用実績なんですけれども、これに対する評価課題等があれば説

明していただければと思います。 

 2 点目は生活困窮者自立支援事業 125 ページ、主要施策の報告書では 22 ページになりま

す。まずこの生活困窮者自立支援事業につきましては、学習支援事業につきまして、17 名

の実績があるということなんですけれども、そもそもこの対象となりえる生活保護世帯、

それから生活困窮世帯の児童生徒数というのはどれくらいあるのでしょうか。それに対す

る支援の実情という形でこの成果を見たいと思いますので、その実態を教えていただきた

いと思います。 

 それから、住宅確保給付金についてなですけれども、これについては実績がゼロという

ことになっていますけれども、相談件数を含めて実績がゼロになっているということの評

価についてどうお考えなのかお聞かせ願いたいと思います。 

  

國枝委員長 

 川又障がい福祉担当主査。 

 

川又障がい福祉担当主査 

 山本委員の質問に答弁させていただきます。 

 私のほうから移送サービス事業について、評価と課題という点でお話しさせていただき

ます。登録者 116 名中、実利用者 60名という部分でございますけれども、登録者の中には、

老人保健施設ですとか、特別養護老人ホームなどに入所されている方や病院に入院されて

いる方がおりますので、事業を利用されていない方も多い状況でございます。名簿に登録

されている方の状況につきましては、関係部署関係機関との連携により把握に努めており

ますけれども、在宅生活に戻られた際の利用を考慮すると死亡など、転出の場合を除き、

名簿の整理は特段行っていませんので、未利用者が半数程度いるという状況でございます。 

 課題につきまして、こちら事業委託先が保有する移送用の車両の台数に限りがありまし

て、利用ニーズに対してのきめ細やかなサービス提供について課題があると認識しており

ます。事業対象であります一般交通機関の利用が困難な在宅生活をされている要介護 4、5

の方ですとか、下肢・体幹に重度障がいがある方、高齢化等々によりまして今後も増加さ

れるであろうと見込まれていることから、この事業の制度周知を図るとともにサービス提

供の充実に努めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 
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國枝委員長 

 新川生活保護担当主査。 

 

新川生活保護担当主査 

 私からは、学習支援についてお答えさせていただきます。 

 学習支援事業対象世帯約 400 世帯がありますが、学習支援事業に参加している世帯の内

訳としまして、生活保護世帯が 5 世帯 7 名、児童扶養手当または就学援助受給世帯が 9 世

帯の 10 名、合計 14世帯 17 名の参加となっております。 

 続きまして、住居確保給付金についてですが、住居確保給付金について平成 28 年度中に

相談が 6 件ございましたが、受給するためには離職して 2 年以内であることや、現在失職

中であることなどの要件がございまして、支給対象要件に該当しなかったものが 4 件、生

活困窮の緊急性から生活保護受給となった世帯が 2 世帯ということで、制度の利用に至り

ませんでした。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、移送サービスなんですけれども、課題としては車両台数が非常に限られていると

いうことなんですけれども、1つは登録者の数なんですけれども、もっとニーズ調査をすれ

ば登録者というのは増える状況なのでしょうか。そこら辺のところをお聞かせ願いたいと

思います。 

 それと、よく言われるのは移送サービスの車両については家族ですとか介護者がなかな

か一緒に同乗できないというような要望も寄せられているんですけれども、実情といいま

すか、制度的にはどうなのでしょうか。お聞かせ願いたいと思います。 

 それから、次は、生活困窮者自立支援事業の学習支援事業なんですけれども、14世帯 17

名ということですけれども、そもそも対象となる児童扶養手当受給者ですとか生活保護受

給者、就業援助を得ている子どもの全体の学習支援の対象となりえる児童生徒の数という

のはどれくらいと把握されているのでしょうか。 

 それと、もう 1 つは、住宅確保の給付金については、なかなか 6 件の相談があったとい

うことなんですけれども、この住宅確保の給付金の制度周知についてはどういうふうにさ

れているんでしょうか。お伺いします。 

 

國枝委員長 

 川又障がい福祉担当主査。 
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川又障がい福祉担当主査 

 山本委員の再質問にお答えさせていただきます。 

 まず、ニーズ調査等々でございますけれども、平成 28 年度末現在でございますが、下肢

や体幹に重度障がいのある方が 225 名、要介護 4 と 5 の方合わせて 478 名、重複する方も

おりますので、これより人数は少ないかと思いますけれども、そのうち事業対象である一

般交通機関の利用が困難な在宅で生活されている方については、申し訳ございません、把

握はできていないんですけれども、現在の登録者数である 116 名よりは多いものと想定さ

れます。当市といたしましても、引き続き市のホームページですとか、障がい、高齢、そ

れぞれのサービスガイドブックを作成してございますので、それでの市民周知。ケアマネ

ージャーですとか、相談事業所等々の関係機関への制度周知を行いまして、利用ニーズの

掘り起こしに努めてまいりたいと考えております。 

 次に、家族等々の車の同乗ができないというお話でございますが、委員お話のとおり当

初は同乗者を認めていない事業でございましたけれども、利用者ですとかご家族などの要

望もありまして平成 23 年 10 月から、必要に応じて利用者の扶養義務者、親ですとか配偶

者を想定してございますけれども、その扶養義務者を同乗させることができるよう要綱を

改正して、制度を改正してございます。ご指摘の件につきましては委託事業者から現状を

お聞きするとともに、改めて制度周知を図ってまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 新川生活保護担当主査。 

 

新川生活保護担当主査 

 学習支援の児童数についてお答えさせていただきます。 

 内訳は、中学生のいる生活保護世帯は 23世帯、児童扶養手当受給世帯が約 100 世帯、就

学援助受給世帯が約 300 世帯となっておりますが、児童扶養手当と就学援助の世帯につい

ては重複して受給している世帯もありますので、生徒数としては約 400 名から 450 名程度

と把握しております。 

 住宅確保給付金についての周知についてですが、今後の利用の促進について、さらなる

周知方法については検討していきたいと現在思っております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 山本委員。 
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山本委員 

 移送サービスの対象者の件なんですけれども、これは対象者が実態としては制度の中で

把握できる方たちだと思うんです。そういう意味では、実際には施設に入所されて、既に、

おそらく利用しないであろうという方もいらっしゃいますし、在宅でむしろ利用したいけ

れど制度をなかなかわかっていない方もいらっしゃると思うので、一度対象者をケアマネ

ージャー含めて、きちんと調査し直す必要があるのではないかと思いますけれども、その

点はどうでしょうか。 

 それから、2点目は、移送車両については、扶養義務者は大丈夫だということでお伺いし

たんですけれども、扶養義務者ではなくて、実際に介護をされる方、そういう方も対象者

を広げてしていただきたいと思います。乗る方の実態にあわせて介護者等も同乗できるよ

うに制度を広げていただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 学習支援なんですけれども、400 から 450 人くらい世帯がいることになりますと、その方

全てが学習支援を受けられることにはならないと思うんですけれども、かなり対象者が広

がってくるのではないかと思うんです。実際には、29 年度も人数的には増えているのでは

ないかと思います。そういう意味で、対象者が増えているものに対する対応をどう考えて

らっしゃるのかお伺いしたいと思います。 

 

國枝委員長 

 川又障がい福祉担当主査。 

 

川又障がい福祉担当主査 

 私のほうからお答えさせていただきます。移送サービスの部分でございます。対象者の

把握につきましては、委員のご指摘を踏まえましてどういったことができるのか、ニーズ

の掘り起こしにつきまして検討を進めてまいりたいと考えております。 

 介護者の同乗者のご質問かと思いますが、この制度につきましては、ホームヘルパーが

同乗して車という箱の中で同乗しなければならない制度となってございます。先ほど申し

ましたのは、それ以外に扶養義務者、親ですとか配偶者ですとかの同乗を認めるという話

でございます。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 中屋保健福祉部長。 

 

中屋保健福祉部長 

 私のほうからお答えさせていただきます。 

 学習支援につきましては、任意事業ということで実施しておりまして、今年度既に 40人
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ということで、昨年から比べて需要が高いというふうに押さえております。また、各地区

から参加をしているということで、非常にニーズは高いというふうに思います。現在、こ

の事業につきましては、委託として実施をしているということでございまして、事業を拡

大するにしても、委託先側の事情といいますか、施設的な問題もございます。それから、

人材をどう確保していくのか、そういった問題もありますので、その辺を十分に踏まえて

判断をしていきたいというふうに思っております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、通告は 5 問していますが、生活困窮自立支援は各委員が質問しました。これ

はカットします。 

 まず、避難行動要支援者対策事業ということで、社会福祉費。25 年度に新たに対象者と

なって増えた人数は何人なのかお聞きいたします。 

 それから、社会福祉費。ふれあい温泉事業、127 ページ。28年度の利用実績は 27年度と

比べて増えたのか減ったのか。それから、3つの温泉施設がございますが、施設ごとの利用

人数。それから、冬期間に限り送迎バスを出していますが、送迎バスの施設ごとの利用実

態は 28 年度どうだったのかお聞きします。 

 児童福祉費、児童センター運営経費。施設ごとの利用者数。できれば未就学児童、小学

生、中学生以上、このような分けで押さえているのであればご説明ください。 

 それから、児童センターにはエアコンが無い施設もあると思いますが、ないところの整

備計画は持っているのかないのかどうか、お聞きします。 

 最後に、ひとり親家庭支援事業。28 年度の実績と、就業した方は何人いるのか、その辺

実態をお答えください。 

 

國枝委員長 

 林福祉庶務担当主査。 

 

林福祉庶務担当主査 

 私からは、避難行動要支援者対策事業のご質問にお答え申し上げます。 

 名簿の対象者で平成 28 年度に新たに増えた人数でございますけれども、平成 27 年度末

に作成しました名簿が 2209 人となっておりまして、その後、転出や死亡などがありますの

で増減がありますけれども、平成 28 年度に作成しました名簿は 2326 人となっております

ので、差し引きますと 117 人の増加という状況であります。 



52 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 

 

渡邉高齢者福祉担当主査 

 それでは、私のほうからふれあい温泉事業の利用実績と各施設ごとの利用状況をご説明

させていただきたいと思います。 

 まず、平成 27 年度の利用実績ですが、入浴助成をしていただいた方の延べ人数につきま

しては、28409 人となっております。28 年度につきましては、27537 人ということになって

おりますので、1年間で 800 件ほど利用者が減っている状況となっております。各施設ごと

の利用状況ということでご説明させていただきますと、平成 28 年度の利用実績でご報告さ

せていただきます。竹山高原温泉につきましては 19099 件。クラッセホテル「楓々」につ

きましては、3478 件。森の湯につきましては、4969 件となっております。 

 

國枝委員長 

 高橋保育課長。 

 

高橋保育課長 

 私のほうから児童センターの関係のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、児童センターの平成 28 年度の施設ごとの利用者数とその内訳ですけれども、まず

輪厚児童センターの利用者数が延べ 12991 人で、その内訳が、未就学児が 303 人、小学生

が 9943 人、中学生・高校生が 1450 人。それから、内訳には保護者も入っておりまして、

保護者が 1295 人となっております。次に大曲児童センターですけれども、利用者数が延べ

7817 人で、内訳は未就学児が 2407 人、小学生が 2688 人、中学生・高校生が 264 人、保護

者が 2458 人となっております。続きまして、北広島団地児童センターですけれども、利用

者数が延べ 7746 人で、内訳は、未就学児が 1843 人、小学生が 3260 人、中学生・高校生が

492 人、保護者が 2151 人となっております。  

 続きまして、児童センターのエアコンの整備計画というご質問だったと思いますけれど

も、児童センターのエアコンにつきましては、本年度に入りまして、これまでエアコンが

設置されていなかった輪厚と北広島団地の児童センターに 7 月の夏休みの前に設置してお

ります。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 千葉子育て支援室長。 
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千葉子育て支援室長 

 ひとり親家庭の支援事業の就職の関係でございます。平成 28 年度は 1年以上の課程を修

了しまして、資格を取得する、高等職業訓練促進給付金の受給者が 2 名おりました。それ

ぞれ 28 年度に看護師、保育士の課程を修了しております。また、指定された教育訓練講座

を受講する自立支援教育訓練給付の受給者が 1名で、計 3名が課程を修了し、3名全員が就

職していると確認しております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 林福祉庶務担当主査。 

 

林福祉庶務担当主査 

 申し訳ありません。答弁漏れがございました。 

 ふれあい温泉事業の温泉行の送迎バスの施設ごとの利用者数でございます。冬期間にお

ける温泉施設行きの福祉バスの運行でございますけれども、毎年 11 月から 4月までの 6か

月間で 72 日、一日 2 往復運行しております。平成 28 年度におきましては、竹山高原温泉

行きが 642 人。クラッセホテル行きが 121 人。森の湯行きが 313 人となっておりまして、

合計で 1076 人の利用となってございます。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 再質問いたします。 

 まず、避難行動要支援者対策事業で、28 年度に 117 人が増加したということで、この新

たに増加した人に対して、担当課としてはどのようなアプローチをするのか。そういう人

たちに、いざとなった時の行動に対して、個別で家庭訪問等をするのか。その辺の取り組

み方はどうするのか、どうされたのかお聞きします。 

それから、児童センターについて 2点。 

 利用者を見ますと、輪厚が一番多いということで、それから行くと、大曲と比べると対

象児童数は大曲が多いのだろうと思うんですけれども、実際児童センターに来ている人数

は輪厚のほうが多いということで、この辺の多い理由はどのように分析されているのかと

いうことをお聞きします。 

 それから、エアコンに関して確認。先ほど 2 カ所に設置したということからいくと、市

内にある児童センターにはエアコンは全て完備したということでいいのかどうか。この点



54 

 

を確認します。 

 

國枝委員長 

 林福祉庶務担当主査。 

 

林福祉庶務担当主査 

 それでは、避難行動要支援者対策事業についてお答え申し上げます。 

 名簿の対象の方についてでございますけれども、平成 28 年度に作成した名簿につきまし

て、平常時から名簿のほうを避難支援等関係者に提供するために同意をいただく必要がご

ざいまして、その同意をいただくための書類を対象の方に発送いたしまして、現在同意を

いただいた方が 1282 人となってございます。また、名簿につきましては、基本的には半年

に一度を目安として作成を進めておりまして、現在 8 月末を基準にした対象者について、

関係課や保健所などからデータの集約を図っているところでございます。データの整理が

つきしだい、対象者の方につきまして、同意確認等の書類送付を行ないまして、返送があ

った方から順次入力をしていく予定でございます。同意の有無や緊急連絡先などのデータ

入力がある程度終了した段階で、平常時から提供する名簿の更新版といたしまして、民生

委員や自治会等の避難支援等関係者のほうへ配付を進めていきたいというふうに考えてお

ります。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 高橋保育課長。 

 

高橋保育課長 

 私のほうから児童センターの関係のご質問にお答えさせていただきます。 

 人口規模の多い大曲に比べて、輪厚のほうが利用者数が多い要因をどう考えているかと

いうことだったかと思います。輪厚に比べて、大曲のほうが少ない、減少してきている要

因ですけれども、年少人口が全体的に減少しているというのも要因の 1 つとも思っていま

すけれども、特に大曲児童センターにおきましては、学童クラブの入所児童が増加傾向に

あるということも要因の 1つになっているというふうに考えております。 

 エアコンの関係ですけれども、エアコンは今年度 2 カ所に設置いたしまして、現在 3 館

ある児童センター全館に設置が完了したということになります。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 以上で、通告による質疑を終わります。 
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 ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 以上で、児童福祉費、児童母子福祉費の健やか子育て支援事業のうち出産祝金支給事業

を除く民生費、教育費のうち教育総務費の教育振興費のうち幼稚園就園奨励費事業、幼稚

園就園準備支援事業、幼稚園協会連携事業、幼稚園振興事業の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  14 時 17 分 

再 開  14 時 30 分 

 

國枝委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、介護保険特別会計の質疑を行います。 

 木村委員。 

 

木村委員 

 決算書 329 ページ、成果報告書の 21ページです。高齢者虐待防止ネットワーク事業につ

いてお伺いします。高齢者虐待相談件数が新規で 7件、延べ 22件となっておりますが、相

談内容についてお伺いします。 

 それと、全国的にも老老介護の問題で痛ましい、例えばご主人を殺害してしまったとか、

その逆のパターンもありますけれども、そういった家庭内での主に家族による虐待件数が

多いと思うんですけれども、当市の実態は家族によるものなのか、また施設での虐待も多

いのか、その点についてお伺いします。 

 次に、成果報告書の 21 ページ。介護予防住宅改修事業について。予算では 36 万円計上

されていましたが、説明の欄ではゼロ件で、前年度もゼロ件でした。これはどういった理

由なのか。周知が足りないのかどうかお伺いします。 

 もう 1点、決算書の 331 ページ、成果報告 22ページ、認知症支え合い事業の認知症高齢

者 SOS ネットワーク事業についてお伺いしますが、新規登録者 25 人ということですが、全

国的には認知症の行方不明者が 1 万人以上になっているという報道がありましたが、当市

の状況をお伺いします。 

 

國枝委員長 

 浜山高齢者相談担当主査。 

 

浜山高齢者相談担当主査 

 質問にお答えいたします。 
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 先ほどの高齢者虐待の相談につきまして、平成 28 年度延べ 22 件の通報があり、うち 7

件を虐待と認定しました。その内訳につきましては、重複いたしますが、身体的虐待 7件、

心理的虐待 5 件、経済的虐待 1 件となっております。虐待者につきましては、配偶者、子

どもが占めておりまして、28 年度は施設従事者による虐待はございませんでした。対応と

しましては、施設入居による分離という対応をとった方が 3 件、そのほかは緊急性がない

という判断もありまして、介護サービスの利用を増やすなどの見守り体制の強化を行いま

した。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 

 

渡邉高齢者福祉担当主査 

 私のほうから自立住宅改修についてと認知症 SOS ネットワーク事業についてお答えした

いと思います。 

 まず、自立住宅改修についてですが、要介護状態または要支援状態になることを予防し、

在宅生活を継続することを目的としてこの事業を実施しております。まず、対象者となる

方の条件ですが、1 つ目の条件としましては 65 歳以上、もしくは 40 歳から 65 歳未満の方

で、第 2号被保険者となられた方。2番目の要件としましては、要介護または要支援の認定

に該当していない方。3番目に、要介護状態、要支援状態になる恐れがある方。4番目とし

ては、日常生活動作が困難であり、転倒の危険性が高い方というのがこの事業の対象者と

なっております。現状からお話しさせていただきますと、先ほどの条件の 2 番目にありま

したとおり、要介護、要支援に該当しない方ということになりますので、まず介護の認定

申請をしていただくこととなります。認定申請をしていただいて、平成 28年の認定で非該

当となった方が 15件ということでございまして、そのうち、いわゆる住宅改修が必要な転

倒等の恐れがある形になりますと、今回のような実績ゼロ件になるかと思います。周知方

法につきましては、今回ゼロ件ということが続いておりますので、 

高齢者サービスガイドですとか、そういったところで周知しながら在宅生活をしているケ

アマネさんとも連携しながら進めていっている状況であります。 

 認知症 SOS ネットワーク事業となりますが、まず新規の登録者の方については 25人とい

うことで数字についてはお示ししたとおりとなりますが、28 年度末の登録者数が全体で 94

人となっております。実際徘徊をされた方、もしくは通報があった方ということで整理を

させていただきますと、徘徊の通報を受けて SOS ネットワークを使って捜索された方が 4

件となります。通報があり、GPS の機能を使われて捜索体制を組まずに発見された方等々が

3件となり、平成 28 年の合計の件数は 7件となっております。 
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國枝委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 最初の高齢者虐待防止ネットワーク事業についてですけれども、実際にはこういった虐

待があったということなんですけれども、実態に虐待される前に家庭状況とか、いろんな

ストレスとか、お子さんからとか配偶者から虐待されているという状況だったんですけれ

ども、それに至るまでの過程に対する、この中にもありますけれども、虐待の防止と早期

発見の対応を図るということがありますが、具体的に虐待に至るまでの対応について、ど

ういった対応をされているのかお伺いします。 

 

國枝委員長 

 柄澤高齢者・障がい者相談担当参事。 

 

柄澤高齢者・障がい者相談担当参事 

 再質問にお答えいたします。 

 委員がおっしゃるとおり、虐待が起きる前の対応は非常に重要であると考えておりまし

て、ケアマネージャーや地域包括支援センターのスタッフが日々の支援を通じまして、虐

待が起きないようにということで、さまざまな制度の活用や相談につなげているところで

あります。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 島崎委員。 

 

島崎委員 

 高齢者相談支援事業についてお伺いいたします。決算書のほうは 329 ページ、報告書の

ほうは 20 ページでございます。こちらのほうの委託料が 119 万 8800 円というふうになっ

ていました。こちらの中身についてお伺いしたい。 

 相談件数が延べで 21901 件ということで、かなりの数の相談件数があったというふうに

理解しておりますけれども、この中身についてどういった形かでとりまとめされていると

思いますので、主だったものについてご報告いただければと思います。 

 まずは 1点お願いします。 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 
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渡邉高齢者福祉担当主査 

 私のほうから高齢者相談事業の費用の内訳ということなんですが、高齢者相談事業の中

で、費用の中に含まれているものとしましては、高齢者実態調査というものを北広島市で

行っています。対象となる方が平成 29年度でいきますと、平成 28 年の 1月から 12 月まで

の間に 65 歳になられた方、もしくは 75 歳になられた方、もしくは 65 歳以上で 28 年の 1

月から 12月に転入された方を対象として調査させていただいています。例年の件数は正確

に押さえていませんが、2千件をちょっと下回る件数で推移して、調査を実施させていただ

いています。その中で、北広島市では、情報を入力する作業、高齢者のデータバンクとい

う相談履歴を残すシステムがありますので、そちらに入力する委託業務等がこの費用とし

て入っております。 

 

國枝委員長 

 浜山高齢者相談担当主査。 

 

浜山高齢者相談担当主査 

 私のほうから、総合相談の内容につきましてお答えいたします。 

 まず、相談者につきましては、一番はご本人、二番はご家族、あとは病院、知人、関係

者というのが通常の傾向になっております。相談方法につきましては一番は電話が多いん

ですけれども、それと同じくらい来所相談が占めておりまして、家庭訪問による相談とい

うのも増えております。実際は、認知症にかかわる相談、独居の方の相談が多く、お住い、

これからどう暮らしていくかですとか、在宅するにあたって、ご自身を支援できるものは

ないか、あとは病院を受診させたいという中身がかなり多いかと思います。あとは、病院

退院後の生活を想定しての介護保険の相談ですとか、福祉サービス、最近は成年後見に関

する相談も増えているところでございます。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 島崎委員。 

 

島崎委員 

 相談がこれからまたさらに増えていくのではないかなと想定されるわけですけれども、

例えば来所者、それからホームページ等でこういった形での多い相談案件についての Q＆A

であるとか、冊子だとか、そういったものだとかは用意しているんでしょうか。ホームペ

ージのほうを拝見して、いろいろ見てみると、主だったものというのは見当たらなかった

んですが、そういったご家庭に配布できるようなものだとか、来庁者にお渡しできるもの

だとか、そういったことは今までされてきたことはあるのかどうか、お尋ねします。 
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國枝委員長 

 浜山高齢者相談担当主査。 

 

浜山高齢者相談担当主査 

 再質問にお答えいたします。 

 確かに、相手の方が利用しやすいという立場に立ったところでは、これからどんどん工

夫は必要かと思いますが、現在は高齢者サービスガイドの中に医療のことですとか、年金

の件、介護サービスの件、サークルの件、かなりの分野を網羅しておりますので、ページ

も相当なんですけれども、それらをお渡しする、もしくはご説明に使うという方法を今は

とっております。ただ、今後も工夫していくことは必要というふうに感じています。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 それでは、質問させていただきます。 

 初めに、介護保険制度改革事業なんですけれども、通告に自立援助住宅改修助成の申請

についてと書いてしまいましたが、これは先ほど木村委員が質問した介護予防の住宅改修

のことなので、ここでは認知症ケアパスのことについてお伺いします。これは高齢者サー

ビスガイドのほうには掲載されているんですけれども、啓発手段としては、このほかには

どのようなものを使って皆様にお知らせしているのかということと、こちらは 3 年ごとに

更新ということですけれども、更新はどういう内容で更新されていくのかお伺いします。 

 それから、続いて、予算書 330 ページの権利擁護推進事業なんですけれども、成年後見

センターが社会福祉協議会に 28 年度 7月から開設されて、相談件数が延べ 357 件となって

おります。これは、前年度は高齢者支援の窓口とか、支援センターでも相談を受けていた

と思うんですけれども、その数よりも増加してきているのかどうかお伺いします。 

 それから、市民後見人の養成についてなんですけれども、こちら新たに 4 人の方も受け

られて、フォローアップ研修もされているということなんですけれども、この市民後見人

の活動の場、活躍する場というのはどのようなところで行われていて、実際に市民後見人

としての働きというのもあるのかどうかお伺いします。 

 それから、332 ページの介護保険、介護給付費準備基金積立金なんですけれども、こちら

は報告によりますと、2027 年度から 3570 万、2016 年度がおよそ 8 千万円ということで、

現在の積み立て額が 1 億 5 千万円くらいとなっていますけれども、これは予算とはまた別

の考え方で、そことは比較できないと思うんですけれども、計画値としてはどうであった

かということ。これが 28年度は取り崩しがなかったということなんですけれども、今年度

の、半年くらいたって見込みといいましょうか、次の介護保険にこれが反映されていくと
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いうか、積立金として利用されていくということなので、次期介護保険料にどのような見

込をされているのかということをお伺いいたします。 

 

國枝委員長 

 浜山高齢者相談担当主査。 

 

浜山高齢者相談担当主査 

 田辺委員のご質問にお答えいたします。 

 介護保険制度改革事業の中の認知症ケアパスのご質問についてです。認知症ケアパスは

もともと認知症の方が在宅で生活を送る上で、生活障がいがどんどん進行してまいります

ので、その状態に合わせて、いつどこでどのようなサービスを受けられるかということを

示すものとなっておりまして、私どものまちでは、サービスガイドというものと内容が連

動しておりますので、28 年度からサービスガイドに掲載させていただきまして、連動しな

がら見られるような、という意味を込めてつくっております。初版が 28 年 3月でしたので、

どのような内容にするかは検討したんですけれども、まず、情報の更新といたしましては、

毎年度内容が変わるたびにサービスガイドも更新されていきますので、小さなところでは

内容を実態に合わせて変えております。ただ、これらも情報、先ほどの質問にもありまし

たとおり、見やすくわかりやすくというのが大事ですので、どのようにしていくかは工夫

していかなくてはと思っていますが、まずはサービスガイドとの連動性を重要視して今の

方法を使っております。 

 成年後見センターについてお答えいたします。28 年 7 月に社会福祉協議会に委託して開

設しまして、現在 2 名の体制で相談を受けております。28 年度の相談件数としては、実件

数で 55 人、述べ 357 件。その中で法人後見の受任が 1件ありました。27年度までは各包括

支援センターですとか、高齢者支援課の窓口で相談を受けていましたが、件数の推移で比

較ということではないんですけれども、センターが立ち上がりましたので、かなり相談は

センターのほうで集約する形で、件数は延びているかなと実感しております。 

 

國枝委員長 

 柄澤高齢者・障がい者相談担当参事。 

 

柄澤高齢者・障がい者相談担当参事 

 私のほうから、市民後見人の活動についてお答えいたします。 

 市民後見人の活動の場といたしましては、社協の法人後見の支援員として登録していた

だいているほか、日常活自立支援事業における生活支援員、成年後見センターの窓口相談

員、成年後見センターの普及啓発協力員として、各々活動できる範囲内で登録して、活動

していただいております。 
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 以上です。 

 

國枝委員長 

 荒川給付・保険料担当主査。 

 

荒川給付・保険料担当主査 

 私からは介護給付費準備基金積立金について回答させていただきます。 

 第 6期介護保険事業計画の初年度でございます、平成 27 年度当初の基金残高は 3438 万 2

千円ございました。その後 27 年度及び 28 年度中にそれぞれ前年度の余剰金、3568 万 3 千

円及び 8157 万 5 千円及び毎年 1万円強の利息を積み立てまして、28年度末の基金残高が 1

億 5166 万 5 千円となっております。今後は 29 年度中に 28 年度決算の余剰金、1億 1232 万

9 千円を積み立てまして、29 年度末には基金残高が 2億 6400 万円程度になるものと見込ん

でおります。委員がおっしゃいましたように、現在 30年度以降の 3カ年間、第 7期介護保

険事業計画を策定しているところでございます。その 3 カ年間で必要となる金額を算定い

たしまして、それと想定される被保険者の方の人数等により介護保険料を決定していくわ

けでございますが、その時に先ほど言いました 2億 6400 万円の一部または全部を給付費に

充てることを視野に入れた上で、第 7期計画を策定してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 認知症ケアパスについては、いろいろな啓発手段があると思うんですけれども、はっき

り言ってケアパスという言葉自体がなかなか、私たちもそうですけれども、高齢の方にと

ってもなかなか馴染みの少ない言葉だと思うんです。認知症ケアパスと言ってもなんだろ

うという感じだと思いますので、やはりすごく工夫が必要。でも、これがあることで困っ

たときに認知症かなとか、ご家族の方も困ったときにどういうふうなルートを使って病院

なり、いろんな相談機関に結びつくかという、大事なツールだと思いますので、そこのと

ころの啓発の仕方というのは、ぜひ考えていただきたいと思います。国のほうでこういう

名前を付けてきたんだと思うんですけれども、やはり馴染みやすい名前を考えていかなけ

ればと思います。これはお答えはいらないです。 

 権利擁護の推進事業なんですけれども、おっしゃられたように、成年後見センターがで

きたことで、ここに相談すればということで、市民の方の理解もだんだん深まってきてい

ると思うんですけれども、オリジナルのパンフレット等も作られているようですので、さ

らに啓発を進めていっていただきたいというのと、それから、今 2 名の方で担当されてい
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るということなんですけれども、実際に相談件数がどんどん増えていって、業務量が増加

していくことになりますと、先ほど社協に関する質問も出ましたけれども、社協のほうの

人員体制というのも検討していかなければいけないと思うんですけれども、その辺につい

てのお答えをお伺いいたします。 

 それから、基金の積み立てについては、2 億 6400 万円ということなんですけれども、こ

れが前の 5 期の時の金額と比べてどうなのでしょう。これは増えているのか減っているの

かということ、次期介護保険料というのが皆さんとても気になるところで、このままどん

どん介護保険料が上がっていったらどうなるんだろうということを、もちろん市民の方も

不安に思っていますし、国のほうの考え方としても、利用抑制という言葉は良くないです

けれども、いろいろ仕分けをしたりして、介護保険の給付費がこれ以上上がらないように

という工夫をされていると思うんですけれども、当市としての見込みが今の段階でわかる

ことがあれば、教えてください。 

 

國枝委員長 

 柄澤高齢者・障がい者相談担当参事。 

 

柄澤高齢者・障がい者相談担当参事 

 成年後見センターの体制強化についてでありますが、今後の相談件数の増加、相談内容、

法人後見の受任件数などの推移を見て検討してまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 荒川給付・保険料担当主査。 

 

荒川給付・保険料担当主査 

 介護給付費準備基金についてですけれども、第 5 期の時には市の基金を全て取り崩した

上で、道の基金をお借りして、今現在第 6 期の三カ年間で償還しているところでございま

す。ですので、第 6 期については黒字が出ているということで、財政上は安定しておりま

すけれども、本来介護保険の考え方としては、３カ年間保険料を同額に設定しているのに

比べまして、給付費は右肩上がりで伸びている状況にございます。あくまで机上の理想論

でございますが、1 年目に余剰金を基金に積み立てて、2 年目にプラスマイナスゼロ、3 年

目に 1年目で積み立てた基金を取り崩して、1つの事業計画を全うするというのが理想でご

ざいます。今回は第 6 期当初で想定していなかった、一部の施設がお止めになられたこと

もございまして、施設サービスが 1 つなくなることになると、非常に給付費というのは低

く押さえられます。そういったこともございまして、想定よりも黒字が大きく出ているの

は事実でございます。第 7 期に向けては、これを基に保険料を下げるか否かという議論が
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ありますが、第 7 期の所要額、こちらについて今算定している最中ですので、今の段階で

必要な保険料がいかほどになるか、そこに基金をどれほど投入することにより、保険料が

据え置かれるのか、あるいは下がるのか上がるのかという議論を年末に向けて進めてまい

りますので、もうしばらくお時間をいただきたいと思います。 

 

國枝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 今おっしゃられた、準備基金なんですけれども、これは第 6 期の末で考えますと、平成

29 年度の積み立てているのが、1億 1200 万円とかということですが、第 6期、今年度まさ

にやっている介護保険事業についても積み立てられますと、第 6 期末でいくらになるんで

すか。おそらく 3 億円を超えるんじゃないかと思うんですけれども。なぜこのように多額

の余剰金になったかということなんですけれども、これは今お答えがあったように、1つに

は、3800 円から、保険料が 5200 円に大幅に 1.4 倍にも増えたんです。これが非常に大きか

ったんじゃないかというように思いますけれども、その辺のことをお聞かせ下さい。 

 それから、介護保険の利用者数、利用率について、ページは指定できませんけれども、

お伺いしますが、介護事業報告を見ても、本当の 1年間の利用者数等がわからないんです。

事業報告では、例えば要介護 2 の認定者数が 416 人に対して、居宅や施設利用者数が 617

人となったり、施設サービスの利用者数が 327 人だったり、311 人だったりして、どれが正

しいのか全くわからないんですが、このようなまとめかたは改めてもらいたいと思います。

事業報告によりますと、要介護 5 の認定者数が 232 人中、在宅施設等のサービス利用者が

170 人ということで、62 人の方が要介護 5 でありながら、介護サービスを利用していない

わけです。これらについて以前も質問していたわけですけれども、大方は入院されている

ためというように思いますけれども、62 人全てがそうなのか、追跡調査、実態調査をして

いるのかどうかお伺いします。 

 324 ページから 333 ページに渡る施設利用者についてお伺いしますが、施設の入所者数あ

るいは費用負担、入所待機等が各々増えているのか減っているのかについてお伺いします。

329 ページの地域包括ケア推進事業及び地域包括支援センターについてお伺いしますが、国

は地域包括ケアシステムの構築だとか、まるごと共生社会の構築などと言っておりますけ

れども、これらが、地域包括ケアシステムの構築が、果して推進できているのかどうか。

いろいろなところに無理があるのではないかというように思いますけれども、お伺いしま

す。 

 認知症グループホームについて、これもページは指定できませんけれども、グループホ

ームの計画と実績はどうだったのでしょうか。入所待機あるいは入所費用について、低所

得者等対策についてはいかがだったのかお伺いします。 
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國枝委員長 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  15 時 01 分 

再 開  15 時 03 分 

 

國枝委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 荒川給付・保険料担当主査。 

 

荒川給付・保険料担当主査 

 委員の再質問にお答えさせていただきます。 

 まず、基金につきましては、ご指摘のとおり第 6期がかなり過剰になっていると考えて

おります。これはご指摘がございました、第 6期の保険料の時の増額、これも一因となっ

ているものと考えております。第 5期において不足したことにより、道の基金を借り入れ

たことも考えてのことでしたので、それだけが原因とは捉えておりませんけれども、施設

閉鎖等も含めた上で第 7期については、保険料の見直しを含めた再検討が必要と考えてお

ります。 

 次に、29 年度末時点の決算余剰額を含めた、第 7期当初にあたる基金残高についてです

が、今年度から総合事業が始まったことによりまして、4月以降の正確な給付費の推計とい

うのができていない状況です。4月からサービス利用が開始しておりますが、5月に国保連

合会で審査をした上で、6月から支払いが始まっておりますけれど、大きな改正ということ

もございまして、各事業所からの請求に過誤が非常に多くございまして、補正を進めてい

るところです。8月支給分から 1カ月につき、その月分の請求というのが上がってくるよう

になっておりましたので、今改めて 4月以降の給付費を算定した上で、29年度の余剰額の

想定をしていきたいと思います。ただ、29年度末現在の基金残高につきまして、おそらく

今のままの推計でも 2千万円程度の黒字は見込まれると思いますので、委員ご指摘のとお

り、2億 6400 万円が 29年度の余剰額を加えますと 3億円弱になるものと見込まれます。 

 事業報告の数値についてですが、こちらについてもご指摘のとおり読み取りづらい部分

がございまして、来年度の 29 年度の事業報告からは総合事業が入ることもございますので、

今紙面を一新するべくして、大幅な改訂を進めているところです。その時にご指摘のござ

いました年度末の数字と、1年間の平均的な給付が見込める 9月末現在の数値が混在してい

る状況を改めたいと考えております。 

 施設についてですが、認知症グループホームにつきまして、第 6期計画におきましては、

28 年度及び 29 年度の利用者数を共に 204 人と推計しておりました。現在市内には 11 施設

23 ユニットのグループホームがございまして、定員の合計が 207 人となっております。29
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年 3月末時点でのグループホーム待機者は 77 人となっております。入所費用につきまして

は、施設ごとに設定が異なりますが、暖房費が加算される冬期間の料金で 12 万 5 千円から

14 万 8 千円程度と把握しております。現在市として、グループホームの利用者様のみを対

象とした低所得者対策については、行っておりません。 

 あと、施設サービスについてですけれども、26年度、27 年度、28年度の 3カ年間におい

て見ますと、いわゆる介護保険で施設サービスと括られています、介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、介護療養型病床、これらの利用者数につきましては、若干ですが下がっ

ております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 三上高齢者支援課長。 

 

三上高齢者支援課長 

 お答え申し上げます。 

 要介護 5の方におかれまして、在宅が約 60 人いる中で、以前調査を実施したところ、ほ

ぼ全員の方が医療機関に入院しているというところでしたけれども、その後において実態

調査等は行っていないところであります。 

 今後の地域包括ケアシステムの構築に向けてという話でしたが、本年 4 月に市内 4 カ所

の高齢者支援センターに生活支援コーディネーターを配置したところであります。今後、

地域における課題の解決に向けた話し合いの場として協議体というのも設置するというこ

とで、今準備を進めているところであります。この協議体が設立され、生活支援コーディ

ネーターがしっかりと牽引して、北広島市独自の地域包括ケアシステムの構築していきた

いというふうに考えております。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 この介護保険料については、もう少し真剣に考えていただきたいんです。結果的に 3 億

円程度の剰余金が出るとしても、この 3 年間で集めたおよそ第 1 号被保険者の保険料がお

よそ 31 億円とか 32億円で、1割くらいは剰余金として、準備金として余っちゃったじゃな

いですか。結果的にみると、今の保険料が平均して 5200 円ですけれども、この 5200 円と

いうのは管内で一番高いんですよ。こういうような高い保険料にした結果が、こういうよ

うな 3 億円もの剰余金になってしまった。すなわちこの保険料は 1 割くらい低くできたは
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ずなんです。結果論かもしれませんけれども。そういうことをよく考えて、第 7 期におい

ては、慎重を期していただきたい。引き下げる方向でぜひ検討していただきたいと思いま

す。 

 それから、在宅の要介護 5 の人について、ぜひ実態調査を早めていただきたいと思いま

す。以前と比べて入院が非常に難しくなっている、病院から在宅へというような状態にな

っている中で、本当に取り残されている人がいるのではないかと危惧するわけで、ぜひこ

の辺のところを調査した上で、取り残されているということがないようにお願いしたいと

いうように思います。 

 それから、施設サービスについては、第 1 号被保険者数に対する利用者割合、全国的に

定められているカウントの仕方だと思いますけれども、これから逆算しますと、施設サー

ビスは平成 26 年が 326 人、27 年が 323 人、そして 28 年が 316 人というように減少してい

るんです。こういう減少数がこの事業報告では、全くどうなっているかわからないんです

けれども、この減少している原因として、どういうようなことが考えられるのか。例えば、

私が思うには、施設利用者の自己負担が増えていると。部屋代だとか、食事代だとか、こ

れが増えていることが非常に大きな要因ではないかなというように思います。 

 それから、地域包括ケア推進事業及び地域包括支援センター事業についてですけれども、

これらの事業推進のためには、何よりもこの事業従事者、ヘルパーさんなんかの確保が非

常に課題なわけですけれども、介護事業従事者が非常に減少していると、少なっていると

いうか、確保が難しくなっているというようなことに対して、どのような対応を考えられ

ているのかお伺いをいたします。 

 

國枝委員長 

 三上高齢者支援課長。 

 

三上高齢者支援課長 

 ご質問にお答えを申し上げます。 

 まず 1点目、介護保険料については第 6期計画のいろいろな数字をしっかりと分析して、

精緻な検証を進めた上で第 7 期計画の保険料を定めていきたいというふうに考えておりま

す。 

 要介護 5 の介護サービスを利用していない方について取り残されているのではないかと

いうお話でしたけれども、その点につきましては、医療情報等、レセプト等も点検して、

突合してみたいというふうに考えております。 

 3 つ目としまして、介護施設の利用者が減少している要因についてでございますが、市内

におきましては、平成 27 年度において、3 カ所ございました介護療養型病床が今現在 1 カ

所ということで 2 カ所閉鎖しております。その点についても減少した要因の 1 つ。それか

らもう 1つは平成 27 年の介護報酬の改定におきましては、施設から在宅へという流れの中
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で、介護老人保健施設の回転率について上乗せする、加算されるというような仕組みも設

けられたことから、そういった部分で施設から在宅にという転換が進められたというふう

に思っているところです。 

 介護従事者の確保対策ということでございますけれども、平成 29 年度から介護従事者の

人材バンク設置、それから、市独自のヘルパー制度ということで、暮らしサポーター研修

というものを実施しました。さらに、6 月には市内の介護事業所 20 カ所合同の企業説明会

も実施させていただき、複数名の就労に結びついたという結果を得ているところでござい

ます。次年度以降につきましても、こういった取り組みを推進していかなければならない

というふうに考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 地域包括ケア推進のことについてお伺いしますが、介護従事者の確保については、もう

育成からやっていかなければいけないというふうに思うんですが、他の自治体でもやって

いると思うんですけれども、福祉学校に入学して介護福祉士になっていただく、そのため

の育成事業を市がやるというようなことも含めたやり方を検討していかなければいけない

時期になっているのではというふうに思いますけれども、見解をお伺いします。 

 非該当の認知症の方、独居高齢者への対応を含めた地域支援事業を現在 4 つの地域包括

支援センターに丸投げしているように思えて仕方がないんです。以前市役所にもありまし

たけれども、包括的な基幹的な包括センターというものがあったと思うんですけれども、

もうなくなってしまっている。今再び基幹的役割を担うところ、基幹型包括支援センター

などというような、設置が必要ではないか。そして、高齢者認知症が疑われる人等を管轄

する部分が市役所の中において拡充されることが必要ではないかと思いますが、お考えを

お伺いします。 

 

國枝委員長 

 三上高齢者支援課長。 

 

三上高齢者支援課長 

 まず 1 点目、介護従事者不足について育成から行ってはどうかというお話でしたけれど

も、介護に限らず障がいの現場、保育の現場においても人材確保が困難になってきている

という状況を踏まえ、次年度から保健福祉部一体となってそういった事業にも取り組んで

まいりたいと検討をしているところであります。 
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 続きまして、認知症の対応について、それから包括支援センターの基幹的な役割につい

てという話がございましたけれども、認知症の方については、介護の認定を受けていただ

くというのが私どもとしては大前提となってきて、その中で訪問介護、通所介護を利用す

ることによって介護サービス事業者が見守り体制が確保できるというふうに考えておりま

すが、本人の自覚症状がないという方も大変多く、病院受診を拒否する方、家族が遠方に

おって、認知症の進行状況がしっかりと把握できていないということもありますので、対

応に大変苦慮しているところであります。包括支援センターの基幹型については他の市町

村でも導入された事例は伺っているところでありますが、今後その費用対効果も含めて、

検討をしていかなければならないというふうに考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは 1点だけ質問いたします。 

 介護保険特別会計の介護予防推進事業、327 ページ。介護支援ボランティアの活動実績、

28 年度の実績をお聞きします。1 つはこの介護ボランティになった人数、活動の実績。も

う 1 つは需要と供給のバランス。介護ボランティアを受けたい施設が市内各地に充足して

いるのか。もう 1つが、そこに訪問するボランティアの人が各地域で要請されているのか、

その辺の実態を詳しくお願いします。 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 

 

渡邉高齢者福祉担当主査 

 藤田委員のご質問にお答えしたいと思います。 

 介護支援ボランティアの現在の実績についてですが、28 年度の 9 月末でポイントを交換

された時点での人数を含めての登録者数が、現在 184 人登録されている方がいらっしゃい

まして、そのうち活動を実施されている方が 135 人となっております。ポイントを交換さ

れた方については 84 人という状況となっております。 

 需要と供給ということなんですが、介護ボランティアの受け入れ施設については当初 26

施設あったところから、事業実施までに 29施設ということで市内の各所でそれぞれ受け入

れをしていただいて、市のほうでも施設を増やす努力はしたんですが、28 年度中までには

残念ながら 29施設のまま実施しておりました。介護のそれぞれの地域にボランティアの方

を養成するということを含めて、介護ボランティアの研修については、市内各 5 地区で、
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それぞれの地区で養成の研修をしながら進めてきているところとなっております。実際の

感想としましては、それぞれの地区によっては活動される人数については、ばらつきがあ

るのが実情となっていますが、少しずつ浸透していく中でボランティアの担い手の充足率

が上がってくるのかなということで考えております。今後の対策としましては、まずボラ

ンティアが確保された場合に活動する場所がなければ、なかなかそこが事業として進みま

せんので、現在その活動する場所をどういう形で増やしていくのかということで、それぞ

れの介護施設等と話し合いをしながら、今年については、2 施設が新たに加わって、31 施

設で受け入れができるような形となっております。 

 次に、ボランティアの方を増やす取り組みとしては、昨年定期的に研修会を開かせてい

ただいたんですが、ご意見の中で「ポイントの交換まで短い時間で研修をして、なかなか

受けづらい」というご意見をいただきましたので、今年につきましては、9月にポイントの

交換時期がきますので、10 月のひと月の期間にできるだけ集中的に研修をしてみて、ボラ

ンティアの方を募るような形を実施しています。現状、それぞれのお申込み状況としまし

ては、例年より少し多い 20 名から 30 名程度の申し込みが来ていますので、少しずつ効果

が出てきているかと思います。来年度につきましても、ますます施設ですとかボランティ

ア数を増やすような方策を検討していきたいというふうに考えております。 

 

國枝委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 わかりました。 

 1 点だけ、このポイントを好感した人が 28 年度 84 人いるということで、この 84 人の内

訳としまして、確か年間 50 ポイントまでが上限かなと思うんですが、この 84 人の方は 50

ポイントの上限まで獲得した方がほとんどなのか。 

 それから、実際ポイントは皆さんどんなものと交換されているのが多い傾向にあるのか、

ちょっとわからないのでご説明お願いします。 

 

國枝委員長 

 渡邉高齢者福祉担当主査。 

 

渡邉高齢者福祉担当主査 

 それでは、再質問にお答えしたいと思います。 

 まず、わかる範囲ということで、84名の方全てが50ポイントかということでいきますと、

50 ポイント以下の方もいらっしゃったんですが、その割合等については現状として数字は

押さえていない状況となっています。 
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 交換の商品なんですが、現金と特産品ということで、準備をさせていただいています。

人数としましては、現金に交換された方が 45 人。特産品に交換された方が 40 人というこ

とで、それぞれの割合でいきますと、約 2 分の 1 ずつくらいになっておりまして、そのう

ち 1 人が現金と特産品両方に交換された方ということで、数字については実績がございま

す。 

 

國枝委員長 

 以上で、通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

 以上で、介護保険特別会計の質疑を終わります。 

 暫時休憩します。 

 

休 憩  15 時 23 分 

再 開  15 時 26 分 

 

國枝委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、国民健康保険特別会計の質疑を行います。 

 永井委員。 

 

永井委員 

 私のほうから 1点伺います。決算書 279 ページで、報告書 11ページになります。特定健

康診査特定保健指導事業についてですが、受診率が2016年度は特定健康診査の受診率が38．

5％と理解しておりますけれども、こちらのほうは全国平均などから比較しまして、どのよ

うな数値とお考えなのでしょうか。ちょっと低いのではないかなというイメージがあるん

ですけれども、伺います。また、この受診率アップを目指して、毎年さまざまな事業に取

り組んでおられると思いますが、受診率アップの取り組みは具体的にどのようなことを行

っていますでしょうか。また、二次健診や再検査の対象になった方への対応をどのように

行っているか伺います。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 特定健診の受診率につきましては、平成 28 年度は 38．5％であり、前年度の 35．2％よ

りも 3．3 ポイント増加しております。道内 35 市のうち上から 8 番目ということで、道内
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の中では、かなり高いほうの数字となっております。 

 二次健診の関係につきましては、特定健診の二次健診は特定保健指導対象者のうち医療

機関に受診を要するほどの数値ではないけれども、より早期に糖尿病や動脈硬化の予兆を

捉えて、生活習慣を改善していただくために行っている健診でございます。二次健診の対

象者は、特定保健指導の対象者ですので、家庭訪問などで全員と面談して、二次健診の勧

奨を行っております。お会いできなかった方については、文書で案内をし、多くの方に受

けていただくようにしております。 

 特定健診の受診率向上の方策についてですが、往復はがきによる意向調査を実施し、回

答のない方のうち 2600 人に、電話による受診勧奨を実施しております。電話勧奨の際、受

診券の再発行を求めるケースも多いことから、受診率向上に一定の効果があったものと考

えております。電話勧奨は、今年度も実施を予定しております。また、過去に一度でも受

診している方で、7月末時点において未受診となっている方、昨年度は 5千人に対して文書

で継続受診をお願いする勧奨も行っています。 

 

國枝委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 受診率は道内でも低くはないということでありますけれども、やはりなかなか受診率が

伸びないという点では、やはり国保料、うちは国保税ですか、高いということも影響して

いるのではないかと思うんですよね。来年度から国保の全道広域化が始まるということで、

私どもが常々言っておりますように、国保税の引き下げなども今後考えていっていただく

ことで、受診率のアップにもつながるのではないかと思いますが、お答えするのは難しい

かと思いますけれども、回答がありましたら伺いたいと思います。 

 また、なかなか仕事などをされている方は、健康診断などにも行きづらいということが

あると思うんですけれども、仕事をしている方でも行きやすいように、平日などへの促し

なども市のほうで行っていってはいかがかと思うんですけれども、その辺のお考えはいか

がでしょうか。 

 

國枝委員長 

 渡辺保険年金課長。 

 

渡辺保険年金課長 

 永井委員の再質問にお答えさせていただきます。 

 1 点目の保険税と受診率の関係につきましては、現在のところ実質的な関係については正

直把握できるものではないと考えております。これまでの経過からいきますと、保険税が
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改正の時に受診率が下がったとか、そういった経過は発見されていないので、個人的には

関係性は薄いのではないかと考えております。 

 2 点目の一般的な方への受診勧奨については、先ほど健康推進課長のほうからお答えした

部分もございますが、継続受診の勧奨としても、過去に一度受診された方のうち毎年 7 月

末時点で受診されていない方、27 年度は 5 千名ほどの方々に文書による継続受診の勧奨を

行っております。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 国保料、国保税と受診率のほうは、言葉は悪いかもしれないんですけれども、あまり影

響は合っていないのではないかというお答えと受け止めてよろしいんでしょうか。そうで

はないかと思うんですけれども、今後の一般質問などで取り上げていきたいと思います。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 1 点、医療費適正化対策事業についてお伺いします。予算書 280 ページ、報告書 11 ペー

ジです。この中で、第三者行為求償事務収納実績が 8 件とありますが、こちらは金額とし

てはどのくらいで、内容と件数、これは例年と比べて多いのかどうかをお伺いします。  

 この求償事務というのは、ちょっと専門的な、保険屋さんのような知識が必要と思われ

るのですが、これは職員がやってらっしゃるのか、それとも委託にされているのか、それ

についてお伺いします。 

 この制度の市民への周知はどのように行われているかお伺いします。 

 もう 1 点、この中にデータヘルス計画についてもあるかと思うんですけれども、これは

レセプトなどから課題のある方を対象に、重症化予防のためのいろいろな保健指導などを

行われているかと思いますが、この計画ができたことによる効果についてお伺いします。

この概要版を見たところ、具体的な数値目標というのがなくて、減少とか、そういうふう

に書かれているんですけれども、達成状況を共有するためには、やはり数値目標というの

を掲げるのも大事ではないかと思うんですけれども、その辺についてお伺いします。 

 それから、事務事業評価の中に、新たな国保制度に向けて、医療費適正化の評価をする

保険者努力支援制度の評価指標が示されたということが書かれているんですけれども、こ

ちらのほうは、今後どのように影響されていくのかお伺いいたします。 
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國枝委員長 

 渡辺保険年金課長。 

 

渡辺保険年金課長 

 それでは、田辺委員のご質問にお答えさせていただきます。 

 1 点目の第三者行為求償事務収納の実績につきましては、8 件で金額にしますと、96 万

1474 円。件数的には昨年度と比較しますと、昨年度 9 件でありますので、ほぼ同じくらい

の状況であります。 

 次に、内容につきましては、基本情報は職員による点検後、委託業者に第三者行為の損

害賠償の求償事務をしていただいております。 

 次に、第三者行為の関係の周知につきましては、市民に対して特に行っていないところ

であります。 

 次に、データヘルス計画についての状況につきまして、昨年度計画に基づいて被保険者

の健康の保持増進のため、効果的かつ効率的な保健事業の実施として、特定健診保健指導

等事業、糖尿病性腎症重症化予防事業に取り組み、特定健診受診率の目標値である 60％に

は届かないまでも、年々増加しており、特定保健指導実施率については目標の 60％に達し

ているところであります。糖尿病性腎症重症化予防事業につきましては、平成 27 年度に実

施した 9 名の方のフォローアップとしての継続と、新たに 6 名の方の保健指導を実施して

おり、現在のところ良好であるということで、保健指導を受けたことにより、自己管理が

できるようになったとのことであり、一定の成果があったものと考えております。今後の

数値目標の記載等については、おっしゃるとおり数値について明らかになる部分がありま

すので、今後検討させていただきたいと思います。 

 次に、保険者努力支援制度についてでありますが、国が新たに平成 30年度から制度化す

るもので、前倒しで平成 28 年度から実施されたものであります。制度の概要としては、特

定健診の受診率や健康づくりなどの取り組みを客観的な評価指標に基づき、保険者として

の努力を行っていると評価される市町村に交付金が交付されるものであります。昨年度本

市は 766 万円の交付を受けているところであります。 

 以上であります。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 私のほうから 1点お伺いします 

 保健衛生推進支援事業のところで、決算書 155 ページ、報告書 11ページ。高齢者のイン

フルエンザ予防接種、肺炎球菌感染症ワクチンの予防接種を受けられている方がいらっし
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ゃいますが、この接種後の副反応の報告状況などがありましたらお伺いします。 

 

國枝委員長 

 渡辺保険年金課長。 

 

渡辺保険年金課長 

 鶴谷委員のご質問にお答えいたします。 

 インフルエンザ予防接種の人数につきましては、国保被保険者で 65歳以上の方に限定さ

れておりますが、平成 28 年度は 2127 人。また、肺炎球菌ワクチン接種の人数は 611 人と

なっており、副反応の報告につきましては、現在のところ受けていない状況であります。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 1 点だけ質問させていただきます。 

 医療費適正化対策事業ということで、業務内容は平成 27年度に策定したデータヘルス計

画を PDCA サイクルにより、必要により修正を行うということで、説明の欄のところには、

医療費分析業務委託が 431 万 1 千円となっていますけれども、どのような分析結果だった

のか、また、どのようなデータヘルス計画を修正したのかお伺いします。 

 

國枝委員長 

 渡辺保険年金課長。 

 

渡辺保険年金課長 

 木村委員のご質問にお答えさせていただきます。 

 医療費分析業務委託につきましては、平成 28 年 3 月から平成 29 年 2 月診療分のレセプ

ト記載内容により、特定保健指導事業や糖尿病性腎症重症化予防事業等の対象者を抽出す

るなど、高額のレセプトの疾病傾向などの現状分析を行う中で、人工透析患者の実態とし

て、対象レセプト期間に診療行為が行われた患者 31 名のうち、51．6％が生活習慣を起因

とするものであり、糖尿病を起因として透析となる糖尿病性腎症であることがわかってい

ます。透析患者につきましては、1 人当たりの平均医療費は年間 420 万円程度かかります。

また、5 万点以上の高額のレセプト発生患者を年齢階層別で見ますと、70 歳以上が全体の

35．8％。次いで 65 歳から 69 歳までが 29％と、前期高齢者で 6 割以上を占めております。

生活習慣病予防のための保健指導事業や、糖尿病性腎症重症化予防事業の取り組み強化が
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求められているところであり、このような状況を踏まえ、平成 30 年度から保健事業実施計

画、データヘルス計画を策定するとともに、取り組みを考えてまいりたいと考えていると

ころです。29年度において計画の修正は特に行っていないところであります。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 今お答えいただきましたけれども、要するに医療費を抑制というか、いろんな予防をし

ながら抑制するしかないんですけれども、市民 1 人当たりに換算すると医療費は大体いく

らくらいになっているのかということ、もう 1 つはこの医療費適正化事業の中に、市民に

医療費の通知をすると思うんですけれども、実際に通知を見た市民の中で、実際に掛かっ

ている医療費と誤差というか、違うのではないかという、医療機関が水増し請求ではない

ですけれども、そういった問題はなかったのかお伺いします。 

 

國枝委員長 

 渡辺保険年金課長。 

 

渡辺保険年金課長 

 木村委員の再質問にお答えさせていただきます。 

 28 年度の 1人当たりの診療費としましては、全体で 32 万 3890 円という形になります。   

 次に、医療費通知と実際の医療費との誤差等についての市民からのお問い合わせは受け

付けた状況はありません。 

 

國枝委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 市民 1人当たりの医療費に関しては、32万 3890 円ということで、今後は多分高齢化が進

む中で増えるのかなと。その近年の状況は多分増えているのかなとは思うんですが、その

点お伺いします。 

 

國枝委員長 

 渡辺保険年金課長。 
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渡辺保険年金課長 

 近年の状況についてお答えいたします。 

 全体医療費としては、総被保険者数の減少に伴って北広島市の医療費は下がっておりま

すが、1人当たりの医療費については年々上昇傾向にあります。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、2点ほど簡潔にお聞きします。 

 保健事業費、特定健診、受診率とあるんですが、先ほど同じ質問が出たので、違う角度

から。28年度の受診率が 38％ということでありましたが、これに関しては、国が一定のパ

ーセンテージまでいかないとペナルティを課しますよと以前言われていたわけですけれど

も、28 年度が終了した時点で、実際ペナルティにわが市は該当するような状態になったの

か、そこをご説明願います。 

 それから、保健事業費の医療費適正化で、281 ページ、私は違う角度から 1点。以前も聞

きましたが、ジェネリック医薬品の取り組み、今国保の保険証では、ジェネリックを使い

ますよというシールを張って下さいということで、市民に勧奨しておりますけれども、そ

の辺の効果が 28 年度はどの程度あったのか。それから、具体的には医療費としては、削減

効果としてどの程度見込めたのか。実績として。その辺ちょっとわかる範囲でご説明お願

いします。 

 

國枝委員長 

 渡辺保険年金課長。 

 

渡辺保険年金課長 

 藤田委員のご質問にお答えさせていただきます。 

 まず、国からのペナルティにつきましては、全国的に目標値の達成率が低いということ

で、実施については全国的に国で見送られている状態になっています。 

 次に、ジェネリック医薬品の取り組みとしては、ジェネリック医薬品利用促進のお知ら

せして、差額通知を 1981 名の方に送付しております。その結果、ジェネリック医薬品に切

り替えることが確認できた方は 802 名で、年間の医療費を計算いたしますと、174 万 8 千円

の減額となっているものであります。 

 以上であります。 
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國枝委員長 

 ほかに質疑はございませんか。 

 以上で、国民健康保険事業保特別会計の質疑を終わります。 

 次に、後期高齢者医療特別会計の質疑を行います。 

 通告はありませんので、以上で後期高齢者医療特別会計の質疑を終わります。 

 暫時休憩いたします。 

 16 時まで休憩いたします。 

  

休 憩  15 時 49 分 

再 開  16 時 00 分 

 

國枝委員長 

 次に、一般会計の衛生費の質疑を行います。 

 木村委員。 

 

木村委員 

 質問させていただきます。 

 決算書の 153 ページ、成果報告書の 9 ページ。生活習慣予防事業の成人健康相談につい

てお伺いします。 

 先ほどもちょっとちらっとお話がありましたが、特定健診の特定保健指導の対象外であ

るが、血液データなどから予防改善が必要な方に個別相談を行うということでありますけ

れども、説明欄を見ると、実人数が 402 人、延べ 562 人となっております。前年度の実人

数 273 人、延べが 390 人と、前年度と比べるとかなり増加しておりますけれども、これは

血液データに問題のある人が増えたということなのかどうか。また、指導により改善は見

られたのかどうかお伺いします。 

 次に、決算書 155 ページ、成果報告書 9 ページ、乳幼児保健推進事業の子どもの養育が

困難な家庭への支援を検討する、子ども虐待予防ケアマネジメント会議についてお伺いし

ます。子どもの養育が困難な家庭については、例えば乳幼児健診や赤ちゃん訪問、及び未

熟児訪問する中で把握するのかどうかお伺いします。現在子どもの養育が困難な家庭は何

勢多あるのかお伺いします。また、これまで具体的にどのような支援を行ってきたのかも

あわせてお伺いします。 

 次に、決算書 155 ページ、成果報告書 10ページ、がん検診推進事業についてお伺いしま

す。受信者数が前年と比較いたしましたら、全体的に減っております。数字を見た段階で

は。特に、大腸がん検診が前年 20418 人に対しまして、28 年度は 1638 人とかなり減少して

おりますが、その原因は何かお伺いします。もう 1 つ、胃がん健診に関しては、現在バリ

ウム検査のみに助成されておりますけれども、苫小牧市では今年の 5月から年度内に 50歳
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以上になる人で、平成 29年 4 月から平成 30年 3月に誕生された偶数年の方が 2000 円で胃

カメラ健診を受けられるんですけれども、それでバリウムと選択制になっているそうなん

です。それで、当市もこの選択制にはできないのか、要するに胃カメラの健診についても

助成を付けられないのかどうかお伺いします。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 それでは、お答えいたします。 

 成人健康相談につきましては、対象者に個別に案内を送って、通知した会場で保健指導、

栄養指導を実施いたします。連絡がなかった対象者については立ち寄り訪問を行い、保健

指導、栄養指導を実施するものです。前年度に比べて多くなったのは、電話相談に力をい

れたことが影響しているものと考えております。 

 次に、虐待につきましては、虐待などの情報をどのように得るかということにつきまし

ては、児童虐待予防の観点から、保健師が主に赤ちゃん訪問や乳幼児健診に実施する保護

者への質問表や問診票から把握しております。何らかのリスクが考えられる場合、保健師

が直接、保護者からお話を聞いたり、子どもの様子や兄弟など家族の様子から感じて把握

することも多いです。問診票には「育児をしていて不安に思ったりいらいらしたことはあ

りますか」ですとか、「お子さんについて育てにくさを感じますか」とか、「この数か月間

でしつけのしすぎ、感情的にたたく、子どもを家に残して外出、長時間食事を与えない、

感情的な言葉で怒鳴ったりしたことはありますか」などの質問項目があります。実際に、

この項目に丸を付けて、相談していただける保護者もいますし、知られたくないと隠して

しまう方もいます。そうした方についても、健診場面で保護者と子どものかかわり方や会

話、しぐさ、表情、成長の発達の度合い等々から、総合的に保健師や医師、他の職員など、

複数の目で見て、情報把握するように努めております。また、1回だけではなくて、継続的

に何度もそういった機会を捉えて把握するように努めているところでございます。 

 次に、子どもの養育が困難な家庭はどのくらいあるかにつきましては、養育が困難な家

庭の明確な定義がなく、集計はされていませんが、妊娠届出時や赤ちゃん訪問等で把握し

た、程度の多少はあれ、養育上課題を抱える可能性があると思われる方については、予防

的な観点もあるので、ケース検討を行います。ケース検討の件数は、全体の 4 割程度にな

ります。そのうちリスクがあると認められ、具体的な支援の方法等について検討する、子

ども虐待予防ケアマネジメント会議に掛けられた件数については、28 年度は、実件数が 30

件。複数同じ方が挙がる場合がありますので、述べで 44 件となっております。 

 これまでの支援について、具体的にどういったことを行ったかにつきましては、養育上

の課題があったり、実際に虐待を疑うような場合は、健診以外でも保健師が家庭訪問をし
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て状況を把握したり、保健師だけではなくて福祉や子育て支援部署等の関係機関と一緒に

対応にあたり、保育、医療、福祉、経済的なサービス利用につなげ、育児ストレス等の軽

減、生活状況の改善を図るように努力しているところでございます。 

 次に、がん検診につきましては、議員ご指摘のとおり、前年度と比べて特に大腸がん検

診が減少しております。これは主に、平成 27 年度まであった、国の補助事業である大腸が

んの無料クーポン事業がなくなったことに起因していると考えております。胃がん健診の

内視鏡健診につきましては、本市のがん検診は、基本的に国の指針に基づいた死亡率を下

げる科学的な根拠に基づいた健診を実施しています。胃がんについては平成 28年に国の指

針が変更され、これまでの 40歳以上、毎年実施の胃部 X線バリウム検査に加えて、50歳以

上 2年に 1度の胃内視鏡検査が追加され、いずれか選択することとなっています。しかし、

国の指針に基づく胃内視鏡検査の実施には、胃内視鏡健診運営委員会を設置しなければい

けないこと、二重チェックのための読影委員会を設置する必要があるなど、実施の体制作

りをする必要があることなどもあり、実施には至っていないところでございます。苫小牧

市で今年度から実施、近隣では千歳市が今年 6 月から実施しているということでございま

すので、千歳市など先行実施をしています市を参考にしながら調査研究をしてまいりたい

と考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 再質問させていただきます。 

 最初の成人健康相談についてですが、電話相談が増えたから全体的に増えたというお答

えだったような気がしますが、特に血液データなどから増えたという状況ではないのかと

いうのを確認したいと思います。 

 それともう 1 つ、乳幼児保健推進事業に関しては、いろんな角度から本当に一生懸命相

談とか支援とかを行っているんですけれども、例えば乳幼児健診とかに 100％は多分来てい

ないと思うんです。一応赤ちゃん訪問も 100％なのかどうか。要するにこういうところに来

られない、来ていない家庭のほうが問題だと思うんですが、そういった部分はないのか。

もれなくしっかり相談、支援等を行なえているのかどうかお伺いします。 

 それと、がん検診推進事業に関しては、特に大腸がんは、平成 27年度で国の大腸がん検

診の無料クーポン券がなくなったからかなり減ったということなんですけれども、これは

例えば国の補助がなくなっても、最近は特に女性に関しては、大腸がんの罹患率がかなり

増えているということで、そういうのもありますし、市独自でこの大腸がんの無料クーポ

ンに関してはできないのかどうかをお伺いしたいのと。 
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 最後の胃がん健診の部分で、胃内視鏡健診に関しては千歳市でも 6 月から実施されてい

るということで、これはぜひ、最近高齢化に伴いましてバリウム健診も健診する時に機械

を握りながら上を向いたり横になったりとか、そういう部分でだんだん大変になってきて

いるのと、バリウムを飲んだ後に、下剤を飲んでもなかなか出されなくて、胃の中で固ま

って本当に大変なことになっているという状況もお聞きしていますので、できれば早いう

ちに石狩とも相談しながら運営委員会を立ち上げて、この選択制にできるような取り組み

をぜひしていただきたいと思いますが、再度お伺いします。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 それでは、再質問にお答えいたします。 

 まず、生活習慣病予防事業につきましては、血液データ等については議員ご指摘のとお

り、関係はございません。 

 次に、乳幼児健診等に参加しない方や赤ちゃん訪問等で会えない方へのフォローにつき

ましては、確かに乳幼児健診は 100％参加するわけではございません。100％に近い数字、

昨年度は 97％強でしたが、会えない方がいることは問題でありますので、内部のケース検

討会議等にかけ、どのようにしたら会えるかについて、理由はさまざまですので、個別に

対応しているところでございます。 

 次に、大腸がんの無料クーポンを市独自で行うことにつきましては、もともと無料クー

ポンというものは、過去に一度も健診を受けたことがない方に対して、無料なので 1 回受

けてみませんかというきっかけづくりという性質のものでございます。大腸がんクーポン

は 23年から 5年間実施し、実施している間はある程度受診もありましたが、それがなくな

ったことで、受診率が下がったということは、それが継続的なものにはつながっていない

とも言えると思います。市では受診者をなんとか増やしたいと考え、例えば昨年度から乳

がん、子宮がんの市内の集団検診を実施したり、レディース健診を設けたりなど、受診機

会を増やすことで受診者数を増やせないか考えてきましたが、今後は、自分の健康は大切

なもので、がんは健診でなければ見つけることができないことを強く一人ひとり市民に訴

えていく、受診勧奨に軸足を置いた、受診者数を増やすことについて検討しているところ

でございます。 

 胃内視鏡健診については、実施しているところも、まだ少ない状況ですので、繰り返し

になりますけれども、調査研究をしてまいりたいと考えております。 

 以上です。 
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國枝委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 遅くなりましたけれども、3事業についてお伺いいたします。 

 まず、決算書の 153 ページ、そして報告書が 9 ページです。健康づくり啓発事業ですけ

れども、ここで説明がございまして、「健康情報展 900 人」とございますけれども、この内

容です。この展覧会、情報展の内容。 

 2 番目が、生活習慣病予防講演会 2回とありますけれども、主なテーマ、そして場所など、

内容についてご説明下さい。 

 続きまして、生活習慣病予防事業、こちらも 153 ページで、報告書が 9 ページです。た

だいま木村議員からも質問がありましたけれども、成人健康相談実数 402 名とありますけ

れども、これ多かったベスト 10 まで言いません、5 点くらいまで多い順。相談内容の多い

順をお知らせください。 

 それから、次は、155 ページ。説明書が 10ページです。これは、がん検診推進事業です。

こちらは、がんの罹患者の方たちの人数も出ていますけれども、こちらはどのように分析

されますでしょうか。この 3点をお聞かせください。 

  

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 それではお答えいたします。 

 情報展の内容ですけれども、毎年エルフィンパークで行っており、健康相談や健康に関

するパネル展など、市民の皆さんに健康の大切さを周知するイベントとなっております。 

 予防講演会のテーマでありますけれども、昨年行ったものは、大曲ファミリークリニッ

クの先生にお願いして、血糖値についてのお話と、循環器の病院の先生にお願いして、心

臓病の関係のお話をいたしました。 

 次に、生活習慣病予防教室につきましては、内容は特定健診等で数値の悪かった方に対

して、教室を開いて、参加していただくといった内容のものなので、ベスト 10で何か示す

というものではありません。27 年度までは特定健診の数値だけで対象者を募って行ってい

ましたが、28 年度からは特定健診に限らず、他の健診でも数値があまり良くない方まで間

口を広げたことから、高齢者の参加が広がっている状況になっております。参加された方

にアンケートをしたところ、おおむね好評でございました。 

 がん検診の分析につきましては、市は、がん検診を実施して、そこで精密検査が必要な

方に精密検査の受診勧奨を行っております。27年度に 5大がんの一次健診を受けた方、8114
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人のうち精密検査が必要な方は 463 人、率にして 5．7％おり、受診勧奨の結果、平成 28年

度までに精密検査を受診した方は 323 人、受診率は約 70％となっております。精密検査の

結果、がんの発見に至った方はそのうち 18名おりました。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 この 3 事業ですけれども、この 5 年間で受動喫煙防止策、それから禁煙を促す講演会で

すとか、リーフレットだとか、市民への働きかけはどういうようなものがありましたでし

ょうか。3事業について、お伺いいたします。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 まず、健康づくり啓発事業においては、先ほど言った健康情報展の中で、禁煙に関する

案内をしております。生活習慣病予防事業については内容がたばこに関係のないものです

ので、こちらについては行っておりません。がん検診推進事業の中では、特に受動喫煙防

止に関することはしていません。たばこに関することで、今年、新たに始めたものとして、

デジタルサイネージに禁煙に関するポスター掲示をし、不定期ですが、保健センターロビ

ーのモニターに、禁煙に関する DVD を流したりするほか、パンフレットの設置などを新た

にしております。今後についても禁煙や受動喫煙防止に関する周知啓発を進めてまいりた

いと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 私はホームページで今年初めて拝見しましたけれども、3 月 28 日に「知っているようで

知らないたばこの害について」という、クイズのような問いかけですけれども、石狩市を

見ましたら、「自分と大切な人を守るためにたばこをやめよう」というはっきりした宣言を

して、そしてぜひホームページをご覧になっていただきたいと思うんですけれども、石狩

市、それから柏市に行ってまいりましたら、子どもたちに対する啓発というのが新聞を発



83 

 

行して啓発しているんです。先ほど病気を見つけるには早く健診を受けることが大事とお

っしゃいましたけれども、原因がこれほどはっきりと本当にされているんですから、市民

に対して禁煙を促す、そして、受動喫煙の怖さというものを教える啓発ということを、全

く当市は受動喫煙については日本を未開国だと国連の局長に言われましたけれども、まる

で鎖国をしていたように思えるんですけれども、これの原因はどこにあるのでしょう。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 受動喫煙に関しましては、健康増進法では罰則規定がないことで、骨抜きの規制ではな

いかと言われる方もいますが、法が求めている内容は、建物内禁煙を基本としております

し、屋外においても子どもについては配慮を求める内容になっております。当市では、ほ

かの多くの市ができていない中で、建物内禁煙を先んじて実施しており、建物外について

も、まだ不十分な点はあるかもしれませんが、配慮されている状況となっております。先

ほど、ほかのまちのホームページの状況のお話もありましたが、禁煙や受動喫煙について、

市民に啓発していかなければいけないことは、十分承知しておりますので、他市のものも

参考にしながら、より良い啓発になるように努めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 1 点だけお聞きします。決算書 163 ページ、ごみ減量化資源化対策事業ですけれども、資

源物持ち去り条例を施行してから、施行前と施行後で資源物の回収の量に変化があったの

か。金額ですとか、量についての変化を教えてください。 

 

國枝委員長 

 志村環境課長。 

 

志村環境課長 

 大迫委員のご質問にお答え申し上げます。 

 資源持ち去り禁止条例が施行された平成 26 年度から、平成 28 年度までの資源物の回収

量の変化ですが、紙類の新聞と金属類のアルミは増加傾向にありまして、ダンボール、雑

誌が減少傾向となっております。売却額の変化は、紙類については大きな変動はございま
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せんが、金属については減少している状況であります。市で集めました資源ごみの出荷す

る場合につきましても、平成 26 年度はちなみに全体で 1711.79 トンでしたが、28 年度は

1684．60 トンとなっておりまして、そのような幅で動いている状況です。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 回収についてですけれども、11月から前日の委員会でも報告がありました、11 月から雑

紙ですとか、拠点回収すると言われておりましたけれども、拠点回収についてですけれど

も、拠点に持って行ける人はそう多くないんじゃないかなというふうに思います。そこで、

自治会、町内会で集団回収を行っておりますので、その集団回収の業者に対して、雑がみ

とシュレッダーのごみ、これを回収できるように、統一できないのかなと。回収できる業

者とできない業者があると思います。私の住んでいるところで回収しているところでは、

雑紙はできないんですね。ですので、集団資源回収の業者に対しての統一というのは可能

なのかどうなのか、どうでしょう。 

 

國枝委員長 

 志村環境課長。 

 

志村環境課長 

 ただいまのご質問にお答え申し上げます。 

 何分、11 月から始まるミックスペーパーの件につきましては、あらかじめ申し上げまし

たとおり、拠点回収から始めるということで、持ち運びづらい人も分析しながら、その収

集方法については進めてまいりたいと思います。また、事業者に対して回収資源を統一が

できるかという部分につきましては、今回、私どもも初めて認識させてもらいましたので、

今後検討させてもらいたいと思います。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 予算書の 162 ページ、家庭ごみ適正処理推進事業とごみ減量化資源化対策事業なんです

けれども、報告書によりますと、庭先収集の件数 141 件ということで、これは先日の新聞
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報道でも全国的に高齢のために自力でごみを出すのが困難となって、自治体の支援を受け

る人が増えているという記事がありましたけれども、当市においてもこの辺が増えている

のかどうか。これも全国的に予算上の問題もあることから、今後の見込みについて心配す

る自治体も増えてきているということなんですけれども、この辺の見解についてお伺いい

たします。 

 粗大ごみの収集運搬事業についてなんですけれども、粗大ごみはコールセンターで大型

ごみを集めて、いこ～よのところでリペアをして、またリサイクルということだったと思

うんですけれども、この辺の出される量というんですか。先日シルバーの方から「最近リ

ペアの仕事がないんだよね」という話を伺ったんですけれども、この辺についてはどうな

のかお伺いします。 

 それから、減量化資源化というところで、第 6 期の最終処分場なんですけれども、これ

も環境市民の会の方の声を聞きますと、第 6 期の処分場もすごい勢いで埋まってきている

ということで、市の見解ではまだ大丈夫ということだったんですけれども、計画では 10年

間は持つということなんですけれども、写真とか、見た目だとかなり埋まってきて大丈夫

なのかなと思うんですけれども、この辺についてはどうなのか。延命化のために、今回紙

もということですけれども、生ごみの分別とか、早急な対策が必要なのではないかと思い

ますけれども、この辺はいかがでしょうか。 

 

國枝委員長 

 志村環境課長。 

 

志村環境課長 

 田辺委員のご質問にお答え申し上げます。 

 私から 1番目と 2番目の質問についてご説明します。 

 まず、庭先収集につきましては、最近の傾向ですけれども、26 年度は 117 件、27年度は

127 件、そして平成 28 年度は 141 件と、若干増加傾向にあるという状況でございます。高

齢化などの理由から、支援が必要な方というのは増加していくと考えられますので、今後

につきましては手前どもだけでなく、福祉部局等とも相談しながら検討してまいりたいと

思っております。予算的な部分では、毎回ご指摘いただきますが、鋭意努めてまいりたい

と思っております。 

 あと、粗大ごみの収集の関係でございます。平成 28 年度は受け付けが 4788 件、収集し

た個数としては最終的に 9433 件ということで、168．06 トンという収集重量となっており

ます。実績としまして、平成 25 年から 28 年までの間ですが、収集量だけで申し上げます

と、25 年が 208 トン、26 年が 186 トン、27 年は 190 トン、28 年は先ほど言った 168 トン

と、ちょっと減少傾向になっているという状況でございます。粗大ごみ収集運搬としての

量としては減少傾向ではございますが、この部分の 1 つの理由としては、クリーンセンタ
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ーへの直接搬入という部分において、ばらして持ってこられる方も多いということでござ

います。そういった部分も、分析としては考えられます。そのリユース品の提供台数につ

きましては、平成 27 年度は 154 点提供させていただきまして、平成 28 年度は通して 173

点ということで、この幅で動いていると思います。今年が通年としては 3 カ年目になりま

すので、その辺も含めてまたリユースのほうも検討してまいりたいと思っております。 

 

國枝委員長 

 高橋市民環境部長。 

 

高橋市民環境部長 

 それでは、私のほうから第 6 期最終処分場の処理状況についてお答えさせていただきた

いと思います。ご存じのとおり、第 6 期最終処分場は平成 27 年 10 月から供用を開始して

おりまして、平成 29 年の 3 月現在の埋め立て状況としましては、計画埋め立て容量 17 万

立方メートルですけれども、覆土を含めました埋め立て済みの容量は 3 万 4 千立米という

ことで、約 17％程度となっております。今後の見込みにつきましては、1 期から 5 期がご

ざいましたけれども、その状況といたしまして、今後廃棄物の覆土、それから実際の廃棄

物の重量によりまして、埋め立て済みの廃棄物の減容化、地面が下がるということがござ

いますので、これらのことを考慮しますと、許容年限につきましては、当初計画の 10 年間

を上回るものというふうに考えてございます。 

 それから、生ごみの処理状況についてでございますけれども 28 年度末の状況で言います

と、計画値に対しまして家庭系では 63．6％、事業系については 8．4％となってございま

す。事業系につきましてはこれまで低い状況で推移していたということから、手数料の料

金改定を行いまして、この 4 月より先だって委員会のほうでもご説明しておりますけれど

も、事業系の生ごみが入るようになりまして、前年度比先ほど言いました、8．4％の部分

でありますけれども、今のところ 4．5倍程度の数量で処理ができているという状況でござ

いますので、推計になりますけれども、年度末にはまだまだ低い状況ではありますけれど

も、計画値の約 40％程度の処理量になるのではないかというふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 第 6期の処分場は 10年以上持つということは、広域化になって焼却した後の残渣物とい

うんですか、それもまだ埋め立てる余裕があるというふうに考えていいかお伺いします。 

 それから、庭先収集の件なんですけれども、大丈夫ということなんですけれども、新聞
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を読みますと、ごみ出し支援をしている自治体の約 6 割弱が利用者宅を訪れた際に声掛け

などで利用者の安否確認もして、連絡が取れない場合は家族などに連絡する、そういう仕

組みを導入しているとあるんですけれども、当市においては、先ほど福祉課との連携とい

うこともおっしゃいましたけれども、そういったことは検討されていくのかお伺いします。 

 

國枝委員長 

 高橋市民環境部長。 

 

高橋市民環境部長 

 第 6 期最終処分場の関係でございますけれども、今の第 6 期最終処分場の状況では、焼

却した後の焼却灰と言われている部分については、今の状況のままでは、水処理の関係で

受け入れができないという状況になってございます。そういった部分ですので、ただ、必

ずしも全部焼却するということではございませんので、いわゆる燃やさないごみ、不燃物

につきましては、今後も地元で処理という形になりますので今の第 6 期最終処分場で埋め

立て処理をするという形になろうかと思います。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 志村環境課長。 

 

志村環境課長 

 庭先収集の関係でございますが、現状におきましては、その都度確認というのは正直で

きていない状態でございますが、1カ月間の幅で、あまりにも出される傾向が無いですとか、

そのようなことがあった場合には、高齢者担当とも連携して、安否確認とまではいきませ

んが、そういう形でお問い合わせさせていただく状況としております。今後は、また先ほ

どのとおり、連携して考えてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

  

國枝委員長 

 川崎委員。 

 

川崎委員 

 私のほうから 1点だけ。 

 この質問は、総括質疑を前提にしておりますので、さわりだけ質問させていただきたい

と思います。 

 先ほど田辺委員のほうからも最終処分場のごみの問題、それから、生ごみの問題があり
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ました。今既に話題になっているので、今の現状は理解しました。生ごみの状態ですね。

私は、1つ、今から考えておかなければいけないのは、やはりボールパーク構想です。1日

3万人の方がこのまちに流れ込み、そして、生ごみはどうなのかちょっと想像付きませんけ

れども、し尿関係が当然、大量に短時間で流れてくると。その時の処分場の問題ですけれ

ども、私の理解では生ごみにしてもし尿にしても、バイオでやる場合の細菌の繁殖が、実

際に大量に入った時に間に合うのかという心配があります。そういうところも含めて、総

括でやりたい。ということで、今ご説明いただいた、現状の問題については田辺委員から

の質問でお受けしましたので、あとは総括でお願いしたいんですが、ボールパークについ

ての検討はしているのかどうかだけ、その 1点だけお願いします。 

 

國枝委員長 

 高橋市民環境部長。 

 

高橋市民環境部長 

 それでは私のほうからお答えさせていただきます。 

 ボールパーク構想におけます廃棄物処理への影響についてでございますけれども、ボー

ルパーク構想につきましては現在、球団と施設の規模、配置等について検討が進められて

おりますので、施設規模等を含む配置計画が示されなければ具体的な検討はできないもの

と思っております。しかしながら、今言いましたように、さまざまな影響がでるというこ

とで、私どもとしましては、例えば実際に今やられている札幌ドームでのごみ処理の状況

であるとか、広島市民球場、そういったところで実際に処理をされている類似施設の処理

状況について情報収集をしているところであります。今後につきましては、企画財政部と

共に関係部局と情報を共有いたしまして、その配置等の具体的な中身の進行状況を踏まえ

ながら、広域のごみ処理の部分への影響もございますので、その具体的な検討のほうは、

方向性が示された段階において検討していきたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 川崎委員。 

 

川崎委員 

 1 つだけ。 

 先ほど言いましたように、生ごみのバイオの関係に大量に入ってくると問題があります

よというのは、やはりこれは検討して行かなければならないと思います。現状、北広島市

の受け入れというか、大規模施設、これはホテルでもそうだろうし、スーパーでもそうだ

ろうし、受け入れ条件の中に、例えば汚水の制限、時間帯制限だとかいろいろあると思い
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ます。なぜそれを言うかと言いますと、彼らが建設着工するとして、建物を建てる時には

必ずその条件を聞いてきます。大体大きな建物は制限があります。札幌辺りも夜間何時か

ら何時までの間に汚水を流してくださいよ。そのためには、建物の中に汚水槽をつくらな

ければいけない。その汚水槽を条件も全くなしに、ただ直管でつないでいいよと言ったら、

北広島市でその制限をしなければならない。その打ち合わせの材料というのは今のうちに

つくっておかないとならないということで、そういう制限を北広島市として持っているか。

札幌市は持っている。ああいう大きな市はほとんど持っているんだけれども、北広島市は

そういうものを持っているかどうか、そこだけ教えてください。 

 

國枝委員長 

 高橋市民環境部長。 

 

高橋市民環境部長 

 お答え申し上げたいと思います。 

 私どものほうで、下水の話はお答えできないので、いわゆる浄化槽とかのし尿の部分で

うちで言うと生ごみの部分になろうかと思いますけれども、生ごみにつきましては下水処

理センター側のほうでバイオガス化処理していく中で、時間とのやりとりをしてございま

す。現状の生ごみの受け入れにつきましては、処理の工程から例えば 4 時までですとか、

時間を区切ってやっていますので、今後ボールパークのところで生ごみの部分が出てきた

場合、どういった発生状況になるのかという部分と、いわゆるピットという部分を下水処

理センターでは持ち合わせていますので、その容量で間に合うかというところを含めまし

て、場合によっては施設改修といった部分も出てくるかと思いますので、繰り返しになり

ますけれども、先ほど言いましたように、施設規模ですとか球場以外の施設を含めました

配置計画、そういった部分が具体的になった段階で関係部署と協議を進めてまいりたいと

思います。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私のほうから、ごみ減量化のほうは田辺委員と川崎委員から出ましたので、省略したい

と思います。 

 有害鳥獣の駆除対策事業についてお伺いします。決算書では 161 ページ、成果報告では

38 ページになります。これは成果報告を見ますと、許可証を 253 件発行しているというこ

とで、報償費の支払を行っているわけですけれども、この報償費の支払の方法と、予算と
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の関係を教えていただきたいのが 1件。具体的な駆除数の内訳を教えていただきたいのと、

その駆除数をどうやって確認しているのかというのを教えていただきたいと思います。 

 

國枝委員長 

 志村環境課長。 

 

志村環境課長 

 山本委員の質問にお答え申し上げます。 

 まず、有害鳥獣の関係の実績からご説明させていただきます。あくまでも市全体として

お答え申し上げますが、市全体として、エゾシカについては 78頭、アライグマについては

89 頭、キツネは 32 頭、カラスは 1692 羽になります。委託等ではなくて、猟友会との協力

により駆除を実施しておりまして、支出の場合ですが、この有害鳥獣駆除対策事業の中で

支払う猟友会への謝礼につきましては、全体駆除数のうち農業被害に関するものと、クリ

ーンセンターのほうでも駆除をしておりますので、そういった部分につきましては、別の

事業費から支払われておりまして、クリーンセンター以外の部分ということで、この事業

費の中から支出をしております。それにつきましては日当ですとか、あと弾代、ハンター

保険料など合計で 16 万 3338 円という形になっております。 

 あと、確認の方法ですが、先ほど言った許可証の返納の時に頭数の報告というのが必ず

付いていますので、その報告書に基づきまして実績数を把握しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 農政課で行っている農業有害鳥獣の駆除数と、合わせた数ということで報告で、理解し

てよろしいんでしょうか。そのうちの鳥獣駆除数、環境課のほうでやっているものは、ど

ういう形で支払の方法は分けてカウントされているのかが今の説明ではわからないので、

教えていただきたいんですけれども。 

 

國枝委員長 

 志村環境課長。 

 

志村環境課長 

 この有害鳥獣の駆除事業で申し上げますと、細かい内訳から言いますと、エゾシカにつ

いては 19日出動等がありまして、弾代としての頭数等を掛け合わせたものと、ワナの登録
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助成ということで、そういった部分も含めまして 7万 8268 円。キツネにつきましては、810

円の日当に対して 38 日分、あと弾代が 19頭分、合計で 3万 3820 円。あと、41 名の方のハ

ンターの保険料で 5万 1250 円。あと付随しますけれども、クリーンセンターのほうについ

ては、この事業費ではないんですけれども、こちらのほうも 92日間出ていただいておりま

すので、それについて 7万 4520 円。また、430 頭とか、頭数によって弾代もありますので、

そういった部分で 6万 8960 円という形で、分けて出しております。先ほど申し上げました

ように、農政課でやっていただいているのは農業被害に限定している部分ですけれども、

それ以外の部分で例えば道路に飛び出てきたシカをそういった形で捕まえて駆除しなけれ

ばいけない場合ですとか、たまたま民地の敷地内に入り込んで捕まってしまったシカです

とか、そういった部分のとどめを刺して駆除するということもありまして、私どものほう

のイメージとしては、そういった駆除のほうがメインとなっております。農地のほうに出

る部分につきましては、農政課のほうでの対応となりますので、そちらのほうが一番分り

やすい例とは思いますが、そういう形になります。あと、この事業費ではないんですけれ

ども、クリーンセンターについてはクリーンセンターに出てきているカラスとか、そうい

った部分も駆除するという部分で処理しております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私が言ったのは、例えばエゾシカ 78頭のうち、市全体の数だというふうに先ほど報告さ

れたんですけれども、農業被害として行われた以外の、環境課で対応、支払い対象となっ

たエゾシカの頭数というのは具体的に何頭になるのかということをお聞きしたんです。 

 

國枝委員長 

 志村環境課長。 

 

志村環境課長 

 エゾシカについては、28 年度につきましては、環境課のほうでは合計 5 頭分を見ていま

す。日数は 19日間という形になります。あと、キツネもございますので、申し上げますと

19 頭が環境課のほうでの部分となっております。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 暫時休憩いたします。 



92 

 

休 憩  16 時 44 分 

再 開  16 時 45 分 

 

國枝委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 それでは私のほうから、3つ通告を挙げたんですけれども、生活習慣病に関しましては先

ほどの木村委員と被っている部分がありますので割愛いたします。 

 妊産婦と特定不妊について質問いたします。どちらも 2016 年度から始めた事業というこ

とで承知しておりますが、妊婦健康診査通院支援事業のほうですが、2016 年度は実績が 106

件だったことに対して、2017 年度以降の目標値が 300 件というふうに事務事業評価のほう

に載っているんですけれども、そちらの根拠を伺いたいと思います。 

 次に、特定不妊治療助成事業に関しましては、不妊、不育治療の助成額と対象年齢の拡

充の検討などは今後どのようにお考えでしょうか。高齢出産も現在進んでおりますことか

ら、国の対象年齢は 43 歳未満に対して助成を行いますという基準だったと思うんですけれ

ども、今の医療の発達で大体 45 歳とか、45 歳以降でも妊娠、出産が可能であるということ

から、対象年齢の拡充などの検討はいかがでしょうか。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 それでは、お答え申し上げます。 

 まず、妊婦健康診査通院支援事業についてでございますけれども、こちらは昨年度から、

2016 年度から開始した事業でございまして、助成対象は 28年 4月 1日以降に妊娠届を出し

た方が対象となっておりますこと、申請は出産から 3カ月以内の間にすることとなってお

りますことから、昨年は 4月から 10 月くらいまでは出産を経て、申請する対象の方が少な

いため、11 月、12月以降からの申請になったということもあって、年間の出生数の大体 3

分の 1くらいの実績となってございます。今年度以降につきましては、出生数にほぼ近い

形の申請となり、助成できるものと考えております。 

 特定不妊治療助成事業につきましては、不妊不育治療助成額の拡充ということですけれ

ども、こちら北海道ですとか札幌市など、いくつかの市町村で実施されておりますけれど、

当市では特定不妊治療助成事業を開始したばかりであることから、現在の事業効果を見な

がら、道や他市の助成状況を把握して、市民ニーズや医療費の自己負担状況、治療の効果

と妊娠率の科学的なエビデンス等の情報を収集してまいりたいと考えております。対象年



93 

 

齢の拡充についても、国が医学的見地から対象年齢を出しておりますので、現在の対象年

齢で対応してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 妊婦健康診査通院支援事業ですけれども、北広島には産婦人科がないということで、市

長の公約にも誘致に努めてまいりたいと載っておりますけれども、市外の産婦人科に通う

妊婦さんが大変多いと思いますので、ぜひこちらの拡充も検討していただきたいと思いま

す。深川市のほうでは、1人につき 2万 8千円分の助成チケットを発行しているということ

がホームページにも載っておりましたので、そうなりますと当市の倍くらいでしょうか。

このような取り組みを行っている自治体もありますので、当市でも検討していっていただ

きたいと思います。 

 また、特定不妊治療助成事業のほうですが、現在結婚という携帯そのものが時代の変化

にあわせて変わってきているということもありますことから、法的な婚姻関係にないカッ

プル、例えば事実婚でありますとか、夫婦別姓を持っている、このようなカップルに対し

ての赤ちゃんが欲しいカップルに対しての助成は、どのように検討されていますでしょう

か。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 それではお答え申し上げます。 

 まず、妊婦健康診査通院助成事業につきましては、1回あたり千円を助成しています。こ

れは、交通費の費用弁償的な意味合いですから、当面この金額で実施してまいりたいと考

えております。 

 次に、不妊治療の対象者を広げたらどうかについてですが、社会情勢の変化等で夫婦の

あり方が多様性を増していますので、法律に捉われず社会通念上の夫婦においても不妊治

療を妨げるものではないと考えていますが、この事業については、公費による助成であり

ますことから、透明性を確保しなければならないこともあり、法律婚以外の事実婚、非婚

というカップルに対して、社会的に事実上の夫婦と判定する認定機関ですとか、方法が整

備されていない現状では、対象とする判断が難しいと考えております。今後、国の考え方

ですとか、検討の動向を見ながら考えていかなければならないと考えております。 
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 以上です。 

 

國枝委員長 

 島崎委員。 

 

島崎委員 

 1 点お聞きします。 

 予算書 157 ページ、報告書のほうでは 10 ページ、食育推進事業についてお聞きします。

これは、平成 26年と 27年のほうを見ると、決算では平成 26 年は 9万 9千円。27年度では

6万 7千円というふうになっておりましたが、28年は約 240 万円近くということになって

おります。この中身が一般社団法人北海道総合研究調査会というところに何らかのものを

委託しているということかなと。 

 それから、29 年 33 年の食育推進計画を作成するにあたりアンケートを実施しているのか

なと思いますけれども、この辺のアンケートをどういった形で、委託したかと思うんです

けれども、その中身、委託費、アンケートの内容について 1回目お聞きしたいと思います。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 それでは、お答えいたします。 

 食育推進事業で、例年に比べて昨年度の金額が多いことにつきましては、28年度が第 1

次の食育計画の終期に当たるため、今年度から始まる 2期の計画の策定年度でございまし

たことから、2期の食育推進計画を策定するための委託費が増となってございます。そのほ

かの年度については、計画の進行管理や講演会等を実施しております。 

 次に、アンケートについてですが、このアンケートは、食育推進計画をつくるにあたっ

てのアンケートでございます。方法は、18歳以上の市民に対して、28 年 8月 16 日から 28

日まで郵送により行いました。回収率は 46．7％でございました。前回の計画との経年変化

等を比較できるように、食育への認知度ですとか、朝食の摂取頻度等、全部で 22 問の設問

からなっているアンケートを実施しております。またこのほかに、小中学生向けアンケー

トとして、市立小中学校の小学校 2年生と 5年生、中学校 2年生で、同一学年に複数クラ

スある場合は 1クラスのみを対象として、学校に調査票を配布して回収する形で実施して

おります。こちらも、第 1次のアンケート調査と経年変化を比較できるように、朝食の摂

取頻度、欠食の理由、朝食や夕食をお父さん、お母さんと食べていますかといったような

状況等、全部で小学校 11問、中学校 12問の質問で構成しております。こちら、計画をつ

くる委託料の中で実施しております。 
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 以上です。 

 

國枝委員長 

 島崎委員。 

 

島崎委員 

 今、お聞きしたかった点、1点漏れているんですけれども、北海道総合研究調査会に委託

しているのであれば、そこに対する委託の費用の内容金額を教えていただきたい。 

 引き続きまして、今、尾崎課長のほうからお話があったのは食育推進計画という、90ペ

ージになるものかなと思っているんですけれども、こちらの内容をつくるにあたって、こ

ちらのシンクタンクなんですけれども、こちらにお願いしているのかなと思いますけれど

も、内容的には後半の 20ページが資料、中身はあとは市の担当課で事業をやっている内容、

それからアンケートの内容ということで、これ事業として委託している内容については、

非常にどうなのかな、金額的にどうなんでしょうか。ここら辺をお願いしているとしたら、

そこの中身を詳しく知りたいところなんですけれども、さらにこちらのこういった推進計

画をつくっていくのはいいんですけれども、実際にその小学生、中学生のアンケートをや

ったんですけれども、小学生、中学生というのはやはり食事を用意するのは親なわけです

から、親に対する食育の講座等は、おそらくここの後ろを見た時にも、推進計画、推進懇

談会なんかで話をされ、消費者協会なんかでもそれなりにいろんなことをやってらっしゃ

るのは見ておりますけれども、果してそれがフィードバックとして適切なものであるのか

どうなのか。そこら辺もお聞きしたいと思います。 

 まず、90 ページの資料緒作成するにあたり委託したんだと思うんですけれども、金額、

内容、業務委託の内容について、どういった形で委託しているのか、この辺を詳しく教え

てください。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 お答えいたします。 

 まず、委託料ですけれども、委託金額、落札金額は 205 万 2 千円となっております。内

容については、庁内検討委員会、庁内検討委員会を経ての食育推進懇談会、これは市内の

有識者等で構成されているものですけれども、そうしたものに参加をしていただくですと

か、アンケートも、内容について市と協議をしながら作成していただいて、発送し、それ

を集計、分析するですとか、あと文章の構成や製本も行っていただいております。 

 食育に関係して、親御さんなどへのフィードバックはしているのかということについて
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ですが、例えば学校の栄養教諭等とともに検討をしておりますし、関係機関との連携も含

めながら、親御さんなどに対しての食育の浸透も図ってまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 島崎委員。 

 

島崎委員 

 アンケートの委託もおそらくこちらにしているのではないかなと思うんですけれども、

食育の推進も、【○○】やってらっしゃるのは、これは報償費のほうで払っているのではな

いかと思うんですけれども、違うのでしょうか。 

 委託費の部分では郵送費もおそらく掛かっているのではないかと思います。1000 部送っ

て、90 円として、行って返ってきて 18万円ですか。回収率 46％ということで、そこまで

掛かっていないということであれば、委託費としてどのくらいの、正直言ってこのくらい

のアンケートの結果をまとめる、冊子にするのであって、200 万円というのは適切なのかと

いうのは疑問であります。昨日もお話しした件もあったんですけれども、こういった委託

費に関しては、もう少し厳密に委託先を研究していただいて、いわゆる調査研究をしてら

っしゃると思うので、そういったものをもう少しよく調べた上で出していただきたい。こ

れはうがった見方かも知れないんですけれども、ここのヒットというところですね、北海

道総合研究調査会、これは道のシンクタンクで、1975 年からあるところなんですけれども、

これは毎日会館というところにあるんですよね。ここは実は私、野球の関係で月に 1回行

くところのビルなんですけれども、役員はたくさんいるんですけれども、職員は全然いな

いんです。そういった方に依頼されて、こういったところにお願いをされているのかどう

か。そういったこともちょっと疑問だなというふうに非常に思います。加えて言うなら、

こういった推進計画をつくって一番大事なことは市民にフィードバックをすることが一番

大事なわけですから、先ほどもお話ししましたように、食は小学生、中学生も親なわけで

すから、親にきちんとフィードバックをもう少しきちんとした形でやっていただきたい。

それから、小学校、中学校に、小学校 2年生と 5年生、それから中学校 2年生にアンケー

トをお願いしたのであれば、これくらいのものは教育委員会と連携してできるはずなんで

すよね。わざわざ外部に委託してやるかということになるのかな思うんです。その辺、今

後のこういった事業の委託先を検討するにあたって、よくよく研究していただきたいとい

うこと。それから、ボールパークに先立って、日本ハムファイターズと食の事業連携をや

るということになりましたよね。こういった食育の推進事業に絡めて、こういう試みも積

極的に絡めてやっていただきたいということも含めて、見解をお伺いしたいと思います。 
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國枝委員長 

 中屋保健福祉部長。 

 

中屋保健福祉部長 

 各種の委託業務の発注にあたってということになりますと、当市の契約課のほうの所管

になりますけれども、契約委員会でのいろんな審査等々を経た上で、当然登録されている

業者の中から選考するということで、契約におきましても随意契約というのもあれば指名

競争入札の結果ということもあります。入札の結果ということで、随意契約であれば最初

から契約相手はわかっていますけれども、指名競争入札については、入札の結果というこ

とで、ある意味入札の金額で判断ということなものですから、われわれ担当課としては、

どこの業者になるかはわからないということも現実的にあります。この業務につきまして

も、指名競争入札での発注の結果ということでございます。その個々の業者の適格性等々

については、当然契約課のほうでやっております、業者さんの登録の事務、その中での適

格性、適正性というのは担保はしていかなければいけないのかなというふうには思ってい

ます。それから、当然、推進計画をつくった以上は、やはりそれを実効性あるものにして

いかなければいけないということで、委員のお話にありました食育に関しては、保護者だ

ろうという部分については、これからも進めていく上では、やはりいろんな効果が出るよ

うな形で、的確な対象を明確にし、進めていきたいと思っております。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 私のほうからは、4事業挙げていますが、一番下の食育推進事業についてはただいま島崎

委員のほうから質問がありましたので、ここは割愛します。 

 乳幼児保健推進事業の項目で、事業について質問します。項目については、子ども虐待

予防マネジメント会議とあるんですけれども、ここは割愛します。次の育児交流会の参加

状況について伺います。昨年度、2016 年度は私もたまたま各施設に出向いた時に、何回か

交流会を開催しているところに出くわして、ちょっとドアの隙間から見させてもらったん

ですけれども、大変にぎわっている様子を見受けました。近年の参加状況とあわせて、参

加状況がどうだったのかというところの見解を伺います。次に、遊び教室というものが開

催されたと報告書にありますが、どのような内容で行われているのか伺います。 

 2 つ目の事業で、妊産婦保健推進事業、決算書 155 ページ、報告書 10ページです。母子

保健推進委員の方が有志の方が参加されて、活動されていますが、こちらの活動内容につ

いて伺います。22名の方が今活動されているというふうにありますが、1年間でお 1人当

たり何件の訪問を行っているのかお伺いします。 
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 そして、次に、予防接種推進事業について伺います。決算書 155 ページ、報告書 10 ペー

ジです。こちら、副反応の相談や受診、報告状況について伺います。 

 1 回目終わります。 

 

國枝委員長 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  17 時 15 分 

再 開  17 時 16 分 

 

國枝委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 15 分の時間延長をいたします。 

 答弁をよろしくお願いします。 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 それではお答えいたします。 

 まず、乳幼児保健推進事業の育児交流会の参加状況についてでございますが、こちら、

ゼロ歳児とその保護者を対象としているもので、手遊びやベビーマッサージ、離乳食、歯

科講座、救急救命講座等の学習と、保護者同士の交流を目的に、地区ブロックごとに母子

保健推進委員と担当保健師が協力して開催しております。1コース 2回で、5コース実施し

ておりまして、会場は団地児童センターや、いちい保育園、きらきら保育園にある子育て

支援センター、保健センター、福祉センター、芸術文化ホール等で開催しております。近

年の参加者の推移としましては、大体出生数との割合で考えると、2割から 3割弱の親子の

利用があって、傾向としては横ばいとなっております。 

 次に、遊び教室についてですけれども、内容は 1歳 6カ月健診のあと、小集団の中で幼

児の遊びを通した成長発達の促進、保護者が育児の悩みを解消して幼児と適切なかかわり

をできることを目的に、市の保健師とこども発達支援センターの指導員で福祉センターで

開催しているものでございます。これは月 2回開催しております。自由遊びや設定遊びを

通じて、子どもの行動や親子関係の観察を行って、子ども自身の経験を広げたり、保護者

の悩みやニーズに対して傾聴、実践指導を行っております。 

 次に、母子保健推進委員の活動についてですが、母子保健推進委員が訪問活動をする、

年間1人当たりの平均対象は大体28件となっており、実際に訪問できている平均件数は14．

1 人、電話が 1．5人、不在件数が 6．5人、不明が 5．9人といった割合となっております。 

 次に、予防接種の摂取後の副反応の状況についてですが、市で行っている定期の予防接
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種について副反応の報告はございません。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 母子保健推進委員の活動のところなんですけれども、赤ちゃんが生まれた家庭の訪問と

いうことで、年間 1人当たり 28 件ということなんですが、私もここに入って活動していた

時期があったんですけれども、推進委員の方は、推進委員の会議や元気フェスティバルの

お手伝いスタッフとか、あと先ほど盛況だと言っていた育児交流会のサポートスタッフと

しても参加されています。活動の交通費はちゃんと保障されているんですけれども、1人当

たりの活動報酬が確か年間当たり 3万円に満たない金額だったかと思うんですが、そこの

ところの確認をしたいです。 

 予防接種推進事業のところ、予防接種については、予防接種を望まない保護者の方は自

分の意志で接種しないということだと思うんですけれども、接種を迷う保護者の相談はな

かったのかどうか、そのところをお聞きしたいと思います。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 まず、母子保健推進委員の年額の報酬につきましては、年額 2万 9400 円となっておりま

す。 

 次に、予防接種で保護者等から接種を迷っている相談があるかについてですが、そうい

った相談を昨年度受けた実績はございません。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 母子保健推進委員の活動報酬が 2万 9400 円ほどというところで、年間 28件の担当する

訪問のガソリン代もこの中で賄う範囲の報酬ということで、私理解しているんですけれど

も、やはり活動のボリュームを考えますと、1年間当たり 3万円に満たない報酬というのは

どうなのかなというふうに今になっても改めて思います。感じていますので、ここのとこ
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ろを見直すことができないのかお伺いします。母子保健推進委員の活動は北海道内でも継

続している自治体は本当に数えるほどで、北広島市で続いているのはとてもすばらしい活

動だと思っています。改めてここの報酬についての見直しを検討していくことはどうなの

かという見解を伺います。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 それでは、再質問のほうにお答えいたします。 

 年間 3万円に満たない金額で精力的に活動して、ボランティア的な性格が強い中でやっ

ていただいております。単価につきましては、他市の状況等も確認をしてみたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

國枝委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、3分くらいで終わりたいと思いますので、簡潔に質問しますので簡潔にお答え

ください。 

 3 つ通告しましたが、特定不妊治療は先ほど質問が出たので、カットしますので、2 点。 

 保健衛生費、太陽光発電システム等設置支援、161 ページ、28年度の申込み実績と今年

度の事務事業評価で統合と判断された理由は何なのか説明願います。 

 同じく 161 ページ、温暖化対策推進事業、28年度の実績と、これも事務事業評価で統合

と判断した理由をご説明お願いします。 

 

國枝委員長 

 志村環境課長。 

 

志村環境課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 太陽光発電システムの実績ですが、16 件、222 万 6 千円。そして温暖化対策の高効率給

湯暖房機、エコキュート等ですけれども、こちらは 11 件、33万円。ペレットストーブ 2件、

10 万円となっております。この太陽光の事業と温暖化の事業を統合することにつきまして
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は、そもそもこの太陽光とエコキュート等につきましては、北広島市の地球温暖化防止対

策実行計画に定めた温室効果ガス削減を目標達成していくための事業でございまして、そ

ういった部分を総合的に進めていくことで、効率的な啓発普及を努めてまいります。 

 もう 1点としましては、補助金も同一予算枠内で運用することが可能となって、補助申

請のニーズに沿った運用、予算対応が可能になると考えまして、今回統合という形で進め

させていただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

國枝委員長 

 以上で、通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はありますか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 以上で、一般会計の衛生費の質疑を終わります。 

 

國枝委員長 

 休憩を解き再開いたします。 

 次に、霊園事業特別会計の質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 以上で、霊園事業特別会計の質疑を終わります。 

 以上をもちまして、本日の予定していた審査は終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 本日の委員会はこの程度にとどめたいと思いますがご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶものあり） 

 ご異議なしと認めます。 

 本日はこれにて散会といたします。ご苦労様でした。（17:26） 

 

 

 

委員長 國枝 秀信 

 


